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第 4章 共 同開発 方式 の検討

港北 ニ ュータウン建設事業において, ｢市民参加 のまちづ くり｣ とい う基本理念 に基づ き,セ

ンター地区の換地設計 にあた り,施行者 たる日本住宅公団Qj:,地権者 に対 し, ｢申出調査 ｣を実

施 し,その結果 を整理 して申出用地 の調整方針 を策定 し,地権者 とのグルーブ討議 を行 うとい う

作業を反複重ねて換地案を作成 してきた｡ この作業の中で ｢/-ン別建築計画 ｣が示 され地権者

は,これを街区選択の指標 の一つ として申出 (変更 の申出を含む )を行 って きた｡ ｢ゾーン別建

築計画 ｣の中の建築協定肉 K:おいて ｢共同建築化義務 ｣及 び ｢敷地 の共同利用に よる共同建築化

の促進 ｣を明示 された街区 (後掲 )があ り,今回のセンター地区に係 る段階建設 とコン トロール

･システムを考え るにあた って,共同建築化 について具体的 を検討が必要 に75:っている｡ 75:お,

建築協定 (秦)にかいて示 された共同建築化は,最終的 な土地利用 をイメージしていると思 われる

が,ここでは,暫定的を土地利用 としての土地のみの共 同利用について も触れる こととする｡

&' -殻に ｢開発｣ とい う言葉は,広 ･狭 さまざまに用い られているが, ここでは,衝 づ くり

と云 うことを前提に した建物の建築及 び土地 の利用に限定 して用いることとす る｡
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4-1 共同開発の必要性とタイプ分類

4-1-1 共同開発 の必要性

一般的に行われている共同建築及び土地の共 同利用は,土地を利用す るK:あたって

①土地 の所有規模 ･形状 と利用 されるべき規模 ･形状 とが異 な り,前者が後者に比 し

/J＼なるとき,④土地の所有者 と利用者が異 なるとき,④ ,① と④ が複合 している とき,

にみられる利用形態 といえるが,これらについて以下 に述べること ゝする｡

① については,土地所有の単位 たる一筆の面積及 び形状が土地利用の単位たる-画

地の面積及 び形状 と異 な り,一画地内に複数の所有者が存 する場合であるo したが っ

て一重の土地に複数の所有者が存 し,-画地 として利用す る場合においても共 同建築

及び土地の共同利用 とい うことがあ り得 る｡㊤ については,単独の土地に借地権者が

単独で建物 を建てる場合 には,共同建築 とは なら75:いが,借地権設定の対価 として建

物の床 を取得するようないわゆる等価交換方式等 の場合 があ り,土地の所有者は,所

有する土地 を建物敷地 として利用するが,その建設資金 を負担 し夜い｡ これは,土地

所有者に建設資金がなL̂場合 あ るいは ,資金はあるが,建設資金 として負担 した くな

い場合 である｡

市街地における多 くの土地は,建物敷地 と して利用され,建物 と一体 と覆っては じ

めてその利用価値を実現することに在るが,建物 を建築す るにあたって,土地の所有

者相互 あるいは利用者 との共同化 が必要 とされる場合がある｡例えば街の美観 を保 ち

整然 とした街づ くりを計画 し,実相化 してい くときに街区単位の建築が要請 される こ

とがあ り, このときの建物の規模 と敷地 と在るべ き土地 の規模 との関係か ら上記の(丑

の場合が起 こり得 る｡ また,経営採算上 あるいは建築経済上,相当規模の建物 が合理

的であるような地域 に卦いては,土地所有者相互 あるいは土地利用者 との共同化に よ

り,よ り経済的 に有利 を土地 の利用方法 となることがある｡港北 ニ ュータウンのセン

ター地区の ｢共同建築化義務 ｣及 び ｢敷地の共同利用 による共同建築化の促進 ｣すべ

き街区は,前者 に相当す ると云えるが,前者 と後者 とは相互 に予盾するものでは 浸 く

む しろ双方が一致す る場合が多い と思 われる｡

特 に港北 ニ ュータウンのセンター地区にかL̂ては,他の多 くの既存のニ ューク ウン

あるいは建設中のニ ュータウンのセンター地区 と異 な り ｢市民参加の まちづ くり｣を

推進 してい く過程 で ｢申出調査 ｣に基づ く換地設計 が行われ,その結果 として土地の

所有が細分化されたo他 のニ ュータウンのセンター地区にかいては,企業者 の計画 ど

お り,保留地等 として細分化 されることを く処分 ･開発され諸施設の建設が行われている｡
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港北ニ ュータウンにか t̂ても諸施設は,横浜市北部地域の中心地 としての機能をもつ

理想的 な都市 として,市民が快適で便利 な都市生活 を享受できるようにするために,

諸施設なかでも商業施設は,その中心地 としての役割から相当規模の ものが計画的に

建設 されをければならない .｢市民参加のまちづ くり｣を推進 してい く上で,細分化

された土地 に相当規模の商業施設 を計画的VC建設 してい くために,土地利用の共同化

ない しは共同建築化が必要 となっている｡ む しろ,港北 ニュータ ウ ンのセンター地区

の場合,土地利用の共同化をh Lは共同建築化を通 じて ｢市民参加のまちづくりJが

具体的に推進 されることに在ると云って もよかろう｡

4ll-2 共同開発が望 ましい街区

港北ニュータ ウ ンのセyクー地区の仮換地閲に基づき,各垂 ととに間口と奥行を測

定 し,後に示す一般的75:店舗設計例及び ｢クウンセンターの建築協定等 による建築条

件について｣を参考 として,一応の基準 を設定 し,基準に達 し75:h ものについて,共

同開発が望 ましい街区 として指摘 したO との基準は次に示すが,基準以下では,絶対

に個別建築が不可能 とV,うものではをLnが,既存の地域 と異 な り,ほとん ど全ての土

地に新たに建物 を建設 し,新 しい街づ くりを行ってい くとい う当地区の特色を考慮 し

や 高ゝ水準の もの とした｡

基準は,まず街区の平均間口,平均奥行 /開口比についてそれぞれ次の ランクを設

け. ｢D｣の ときに共同化が望 ましい とした｡

平均間口 ;A I20m以上 奥行/開 口比 ;A 1O未満

B 10-207TL B 10-20

Cl 6-107n C A2_0-30

D ･6m未満 D 30以上

次VE街区b平均は ｢D｣以外の ラ/クであってもある画地が ｢DJをらば,その画

地qj:隣地あるいはその他 の土地と共同化する必要があるので.街区内における最小間

口の画地VC関 し.上記の基準でチェ･yクした｡

こ ゝでは上記 2通 りのチェックを行っているが,単に共同開発が望 ましい街区のみ

の指摘 ならば後者のチェックで十分であるが.共同開発の規模は,必ず しも街区単位

とは限 らないので,街区全体 として前者を,少 くともある画地は,その街区ので,共

同開発が望 ましV}状態にあるとLnうことを後者vz:よって表わ した｡

タウンセンターにおける街区ととの状況は次の表に示 し,共同開発の望 ましい街区

を図 4ll12-aに示 した. なお,駅前及 び近隣センターについては,後に共同開

発が望 ましい街区のみを指摘することとした｡
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ノ'-ン商 号 街 区 番 号 利用区分 面 棟 間 口 奥行/間口比 の 判 定街区平均 般′ト間口 萌区平均 最大比

<第 2地区>A-1A- 2 9-31 A 10,000 D D D D 義 務促 進促 進′ ○

9-12 A 700 C CC B CC

A- 3- 1 9-209-21 AAA 600700 CC C CC D ○12-8- 1 .4,200 A C B D ○

12-8-2 AA 1,000 B C B D (⊃

A-3-2A-3- 3 12-8-3 2,700 B C D D ○

8- 8 A 1.500 B C A D ○
8- g A 1,400 A A B B

8-10 A 1.500 B B C C ○

8-ll A 3,600 CA D D D

9- 2 A 4,400 C A ら ○

9- 3 A 1,900 AB B B D

A- 3- 4 9- 6 A 1.700 CB B D ○○

A-3- 5 9- 712-9-4 AA 1,1001.400 ABAA B AC DD ○A-3-6 9- 479- 9 AA 2,2002500 J3B BB CD ○

A-3- 7 49- 40 A 3,900 B BD CD CD ○

A-3- 8A-3-9 9-329-54 AAA 3,3004,900 BB D D D (⊃A-3-10 9-55 2,100 B B C D ○

9-56 Aa 3,200 A B B D ○B--1 9-13 500 C D C D ○
9-19 B 400 D D C D ○
9-22 B 500 D D C C ○
9-15 ら 300 B B C C

9-17 B 200 B B . 追 B

9-24 ら 300 B ･B B B



ゾーン番号 萌 区 番 号 利用区分 両 横 間 口 奥行/開口比 共同化銀粉等 の 判 定街区平均 最′ト間口 衝区平均 最大比

B-4B-5 8-33 8 500 C D C D 促 進促 進 ○

8-34 B 700 D D D D ○
8-46 ら 500 D D B D ○
8-47 ら 500 D D C D ○
8-30 A 600 ら D B D ○
8-....31 B 700 D D C D ○

C- 1C-2C-3D 8-20 C 400 C D B D ○○

8-21 C 700 C C C C

8-22 C 600 C C C C

8-23 C 300 C C B B

8-..24 C 800 C C C C

8-25 C 400 C C C C

8- 5 C 1,100 C D C D

8- 2 C 500 C D D D ○
8- 3 C 1.000 C D B D ○

8- 4 C 500 a C B C ○8- 6 C 1.100 C D B D

8- 7 C 900 A C B C ○8--.10 C 1.600 C D D D

8-ll C 200 B B B B ○8-12 C 800 且 C B D

8-16 C 1.000 C D C D ○

8- 17 C 1.200 BAAAA C B D ○

8- 1 D 5.300 C aB DC ○

8- 98-15 DD 3.2002.400 AA C C

-
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ゾー ン番号 街 区 番 号 利用区分 面 横 間 口 奥行/間口比 共同化義務等 の 判 定筒区平均 最小間口 街区平均 最大比

B- 1 9-14 B 900 D D C D 促 進促 進促 進 ○

9-18 B 700 D D D C ○

B- 2 9-23 B 800 D D D D ○
12- 9-7 BB 3,7001100 DC D D D ○

B- 3a- 4 12- 9-99-48-1 B 2,600 C DD DC DD ○○

9-48-2 B 3,000 C D C D ○

9-52-1 BB 1,700900 C C C D ○

9-52-29-30 B 3,100 DD DD DD DD ○○
8- 5 9-43 B 500 D D D D ○

B- 6 9-41 ら 1,800 C D C D ○
9-42 B 1.500 D D D D (⊃

B- 7 9-38-1 BC 2,000 C D D D (⊃

C- 1 12- 9-512- 9-6 C 4002.500 BC CD BD CD ○
C- 2 9-53-2 C 1,700 C D C D (⊃
C- 3 9-50 C 700 C D D D (⊃

9-51 C 800 C D C D ○

C- 4 9-45 C 1,100 D D D D ○
9-46 C 900 C D D D ○

C- 5 9-33 C 500 C D C D (⊃

9-35 C 1,500 B D ら D ○
9-37 C 800 C D C D ○

9-34 C 1.300 B D B D ○
9-36 C 1,400 B C C D ○

9-39-1 C 800900 ` C C C D ○

-
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ゾー ン番号 街 区 番 号 利用区分 面 棟 間 口 奥行/間口比 共同化魚粉等 共同化の必要性の 判 定街区平均 最′J､間口 街区平均 最大比

D- 1 12-ll D 1.000 AA A A D ○○

12-12 D/＼ 3.400 A a C

D-2 12-1412-.9-8 D(ム)D 1.7009.100 A B B C

D- 3 9-53-1 D 5.120 A C C D

D-4 9-38-2 D 4.400 A A a B ○

共 同 開発 が望 ましい街 区 (ク ウ / セ ン ター地 区 以 外 )

駅 前セ ンター :第 1地区---】0- 66-3

10- 66-4

10- 66-7

101 67-4

2-100-2

4- 14-2

4- 14-7

11- 2

第 2地区-- ll-45

11-48-1

11-59

11-67

11-75

15-76
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一般 に店補の場合,前面道路の人通 りとの関係で,間口の広狭は,特 に重要 を役割

を果 し,場合によっては,立地業種に も影響 をもっ ことに覆るが,店舗の間口は,顧

客通路 及 び商品陳列台 あるいは商品陳列棚 との組合 わせに よ り,一般 に次のA～Jが

基本形 として挙げられる｡

A:間口18mB:間口27m C'間口 367TL D一間口457花 E:間口 457TL F:間口 547TL

｣里｣ ｣｣
中央通路 1例 対面と通路 1列 台 (7tたはゴンド 対面と通路 1列 広台と通路 2列 囲みケースと通路 2列

)と通路 2列

｣一 ｣ 』 旦≦｣ .｣ L ,wo A

G:間口 547n H:間口 547TL 工:間口 63m J:間口 727TL

対面2列と通路 1列 台 2列と通路 3列 対面 1列広台 1列通路 2列 台 2列と通路 3列
｢商業建築企画設計資料集成｣よP

h ま, ｢商業建築企画設計資料集成 ｣において ｢標準業態 について,実 際に考え ら

れるタイプと規椎 を基準 に一般的 な計画のあ り方を示 した例題 ｣としての ｢一般計 画

例 ｣における間 口は,次の ように75:っている｡

MEAN STD.DEV STD.Elm MAXIMUM HHHMUM RANGE
68.12LL 52.261 2.078 27上1.000 27.000 2lI7.000

(単位 :10m )
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この一般計画例は,物品販売及び飲食業の次に示す業態についての,実際に考えら

れるタイプと規模を基準に各業態について基本的に,小規模,中規模,大規模の計画

例 241例についてみた ものであるo

<物品販売>

専門呉服店 呉服衣料店 寝装品店 男子既製服店 婦人洋装店 婦人服地店 洋

裁店 男子洋品店 婦人洋品店 靴店 は さもの店 ノてック ･鞄店 貴金属宝石店

カメラ店 メガネ店 時計店 家具店 家庭電器店 楽器店 家庭金物店 荒物雑

貨店 食器店 医薬店 化粧品店 書店 文具 .事務用品店,スポーツ用品店 玩具

店 趣味雑貨店 釣具店 7●ラモデル店 生花店 みやげ店 民芸品店 自転車店

度量衡器具店 沿槽器材店 塗料店 百 ･種子店 石油販売店 家庭燃料店 日用

食品店 酒販店 茶の り店 佃煮店 精肉店 鮮魚店 青果物店 和菓子店 洋菓

子店 パン ･ばら菓子店

く飲 食 業>

契茶店 甘味店 ･/,I-ラー そば店 す し店 割烹料理店 和風飲食店 中華店

中国料理店 韓国料理店 一般 レス トラン

前掲のヒス トグラムによれば,間口が 47TL～ 67TLのクラスが-番多 く77例(32%)

67n～ 8mのクラスが 64例 (27%), 8TTL～10mのクラスが 43例 (18%), 2m

～4mのクラスが 32例 (13%)と,全体 241例中 10% を超えるクラスを挙げるこ

とができる｡ これは,実際に考え られる店舗の設計例 についてみた ものであ り,必ず

しも単独の店舗のみを扱った ものではな くビルの一部に設計 された ものを含んでいる｡

4-1-3 共同開発 と個別開発の収益比叔

タウンセンター地区の後に示す 4街区を選定 し,それぞれの街区にモデル建物 を設

定 して,個別建築 と共同建築 ･更に部分的共同建築を加えた 9ケースについて,土地

残余法による収益価格,賃貸開始後の収支採算を計算 し,共同開発について収益面か

ら比較検討することとした｡モデル設定の条件,計算結果等は以下に示す とお りであ

る｡

1 モデル設定の条件

選定 した街区は,用途別 に,商業 ･業務専用 ;Ⅰ地区A -3街区,商業専用 ;Il

地区 6-1街区,店舗併用 ;Ⅰ地区 C-1街区及びⅡ地区 D-4街区である｡

日) 土 地

上記 4街区を選定 し,一建物敷地 としては,Ⅱ地区 B-1街区において共同建築
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部分的共同建築及び個別建築の 3ケース,他の 3街区については,それぞれ共同

建築及び個別建築の 2ケ ース,計 9ケースを設定 した0 4街区の位置は図 4-1

-3-aに示 し,形状規模 については,図 4-1-3-b,図 4-1-3-C及

び図 4-1-3ldに示 した｡なお, ここでのケース番号は次の表に示す とお り

であるo

ケース 1;Ⅰ地区A-3街区 ケース 4;Ⅱ地区 B-1街区 ケ-ス 7;Ⅰ地区 C-1街

の共同建築 の部分的共同建築 区の個別建築

ケース2;Ⅰ地区A -3街区 ケース 5;Ⅱ地区 B-1街区 ケース 8;Ⅱ地区 D-4衝

の個別建築 の個別建築 区の共同建兵

ケース3;Ⅱ地区 B-1街区 ケース6;Ⅰ地区 C-1街区 ケース 9;Il地区 D-4街

- 13 -
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(21 建 物

建物 につV'て壮表 4-1-3-a.及び図 4-1-3-e～図 4-1-3-nVC

示 したo

なお,建物設計 については,種 々考え られるが,公法1の規制及び萄づ くり協

定 (秦 )を考慮 し,当該画地の,地形 ,地勢等 も考慮の上 ,一応標準的 を設計 と

云える もの とした｡ また,駐車場 については,設置義務 に したがった台数 を建物

内部にとり込んでいる｡
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採 算 モデル設計 条件 表 4 - 1- 3 - a

街 区 番 号 Ⅰ地区 A -3 Ⅲ地 区 B-1 Ⅰ地 区 8-1 皿地 区 D-4

用 途 商 業 .業 務 専 用 商 菜 専 用 店 舗 併 用 店 舗 併 用

建 築 制 限 31｢以｣二.後退指定 3f- 以 下 3F 以 下 7F 以 下

㊨ ㊨ ㊨ ㊨ ㊨
A 敷 地 面 横 共 同 化 個 別 共 同 化 苦脚 ヒ 個 別 共 同 化 個 別 共 同 化 個 別

1,635m2 280m2 880m2 362m2 72m2 648m2 90m2 4,127m2 951m2

(584) (100) (1,222) (503) (100) (720) (100)72m2 (434) (100)B 建 築 面 積 1.320m2 224m2 709m2 290m2 57.6m2 497r5m2 2.834m2 760_8m2

間 口 ×奥 行 45.0×26.0m 8.6mX26.1m 29mX10m

B/A 建 ぺ い率 7670 80% 77%2,175m21,905m2216% 80% 80% 77% 80% 69% 80%

C 延 床 面 横 10.244m2 1,815m2 895m2 184m2 2,234m2 229m2 8.330m2 3,744m2

D 法定延床面積 9､602m2 1,537n～ 785m2 165m2 1.840m2 208m2 7.543m2 3.139m2

D/A 容 積 率 587% 549% 217% 229% 284% 231% 183% 330%

商 業 業 務 床 768Rm2 1,166m2 1,590m2 592m2 103.6m2 396m2 94_1m2 2.590m2 850.6m2
(646) (100) (1.510) (571) (100) (421) (100) (300) (100)

住 宅 床 840m2 60.0m 2,800m2 1.669.5m2

E 専 用 床 計 7.688m2(646) 1.166m2(100) 1,590m2(I,510) 592m2(571) 103_6m2(100) 1,236m2(844) 154_1m2(100) 5,390m2(327) 2,520.1m2(100)

y C L/ンタブJL,比 75.0%18台 64.3%3 台 73_4%lo合 66.1%5台 56.2%1台 55.3% 67_3% 64.7% 67.3%

住 居 戸 数 8 戸 1 戸 50戸 15戸

駐 車 台 教 13台 1 台 29台 9台
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(31 賃料及び諸乗用等

本 モデルは,共同建築 と個別建築の相異 を収益面か ら比戟する目的で作成 され

たので,全て賃貸 とし,汽金については,保証金 と市銀借入金 とし, 自己資金は

Oとした.賃料の設定にあたっては.首都圏内の都心 との位置関係,人口規模等

が類似 した地域の賃料水準を参考 として,各モデル街区の駅あるいは地域中心 と

の関係位置を考慮 の上 用途 ･階層ととに設定 した｡諸費用の うち,建築費につ

いて吐,各ケースととに設計図に基づ き,大手建設会社の積算担当者に依頼 し,

積算 した ものであ り,その概略は灸科編 に示 した｡

(D 賃料及び保証金

同一衝区内については用途 ･階層が同じ場合,ケース問で賃料及び保証金の

単価は異らない ものとし,各市区 ととの用途 ･階層別の月額賃金及び保証金 を

次のように設定 した｡

表 4-1-3-b

街 区 Ⅰ-A-3街区 Ⅱ - a -1街区 Ⅰ-C-1街区 Ⅱ -D-4街区

階層 .用途 (ケース L,2 ) (ケース3,4,5) (ケース 6,7 ) (ケース 8,9 )

駐 車料(円/台) 20.000 20,000 20.000 2(),000

同上保証金 (月) 6 6 6 6

lfリ吉舗(円祐一り 4,000 3,600 3,600 3,100

同上保証金 (月) 30 25 25 20

2F店舗 (円/も2) 3,000 2,700 2.500

同上保証金 (月) 20 18 15

3F店舗 (Pym2) 2.500 2,300

同上保証金 (月) 15 15

4-7F店舗W m2) 2,200 - -

同上保証金 (月) 15 - -

3-塙F住宅脚 ) - - 1,500 1,500
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建築費及び土地 の鼠走資産税評 価格は次の ように設定 したo

表 4 -1- 3-e

ケ-スノ垢項 目 1 2 3 4 5 6 7 8 9

越 集 敢 (円/Trp) 129,900 164.800 120.800 143,900 207,700 103,900 171,600 121,600 119.300

同定資産税評価格W m2)(土 地 ) 450.000 450.000 150,000 150.000 150.000 150.000 150,000 leo.000 120.000

また,全 ケ-スに共通 なもの として次の率を用いたo

建物の固定資産税評価格 ;建築費の 60/100 建物 の期待利回 り 8%

減価償却 ;躯体 70% .60年 土地還元利回 り 6%

設備 30% .20年 保証金 の適用利 回 り 8%

建物 の維持修繕費 ;建築費の 1/100 市銀借入金金利 8%

損害保険料 ;建築費の 1.5/1000

2. 計 算 結 果

上記の設定条件に基づいた計算結果の詳細は,資料編 に掲 げるが.ここでは,最終

的な結果 として土地残 余症による収益 価格及び市銀借入金の完済の年次を比戟表 と

して示す こととす るo

表 4- 1- 3-d

Ⅰ地区A-3街区 皿地区8-1街区 1地区C-1街区 皿地区D-4街区

ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケ ース 5 ケース 6 ケース 7 ケ ース 8 ケース 9

共同砲築 個BrJ建築 共同建築 部糊 個 別 建 築共 同建築 個別建築 共同建築 個別建築

収益価格 890腎語 2 22胃語 2384的 2331的 2 - 183腎蕗 2 29*El 119腎語 216,翫 2完済年次 9年目 24年目 8年日 10年目 30年以上 13年目 12年日 15年目

上 の表中収益価格 の欄に｢- ｣ となってV,るのは,土地残余法 では,年間収入

か ら受用 を控除 し,純収益 を求めて,これか ら建物に帰属する純収益 を控除 して収

益価格 を求 めるが,純収益か ら建物に帰属する純収益分を控除するとマイナスに75:

つている ものである. この ことは,土地 の利用方法 として土地の価格を無視しての利

建築費及び土地 の鼠走資産税評 価格は次の ように設定 したo

表 4 -1- 3-e

ケ-スノ垢項 目 1 2 3 4 5 6 7 8 9

越 集 敢 (円/Trp) 129,900 164.800 120.800 143,900 207,700 103,900 171,600 121,600 119.300

同定資産税評価格W m2)(土 地 ) 450.000 450.000 150,000 150.000 150.000 150.000 150,000 leo.000 120.000

また,全 ケ-スに共通 なもの として次の率を用いたo

建物の固定資産税評価格 ;建築費の 60/100 建物 の期待利回 り 8%

減価償却 ;躯体 70% .60年 土地還元利回 り 6%

設備 30% .20年 保証金 の適用利 回 り 8%

建物 の維持修繕費 ;建築費の 1/100 市銀借入金金利 8%

損害保険料 ;建築費の 1.5/1000

2. 計 算 結 果

上記の設定条件に基づいた計算結果の詳細は,資料編 に掲 げるが.ここでは,最終

的な結果 として土地残 余症による収益 価格及び市銀借入金の完済の年次を比戟表 と

して示す こととす るo

表 4- 1- 3-d

Ⅰ地区A-3街区 皿地区8-1街区 1地区C-1街区 皿地区D-4街区

ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケ ース 5 ケース 6 ケース 7 ケ ース 8 ケース 9

共同砲築 個BrJ建築 共同建築 部糊 個 別 建 築共 同建築 個別建築 共同建築 個別建築

収益価格 890腎語 2 22胃語 2384的 2331的 2 - 183腎蕗 2 29*El 119腎語 216,翫 2完済年次 9年目 24年目 8年日 10年目 30年以上 13年目 12年日 15年目

上 の表中収益価格 の欄に｢- ｣ となってV,るのは,土地残余法 では,年間収入

か ら受用 を控除 し,純収益 を求めて,これか ら建物に帰属する純収益 を控除 して収

益価格 を求 めるが,純収益か ら建物に帰属する純収益分を控除するとマイナスに75:

つている ものである. この ことは,土地 の利用方法 として土地の価格を無視しての利

Ⅰ地区A-3街区 皿地区8-1街区 1地区C-1街区 皿地区D-4街区

ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 ケ ース 5 ケース 6 ケース 7 ケ ース 8 ケース 9

共同砲築 個BrJ建築 共同建築 部糊 個 別 建 築共 同建築 個別建築 共同建築 個別建築



用 と云 うことになる｡

表 4-1-3-dで示 した結果は,先 に示 した設定条件 に基 づいた ものであ り,

実際の場合,収益 ･受用 も一定 とい うことは,ほ とん どをい と思 われる｡賃料 は,

通常 2年 ことに少な くとも10%程度は上 げ られるし,受用 もほ ゞ同程度は上がる

と思われるが,他方,借入金 はそれ自身は借入時で固定 してVlる｡ また,建ぺい率

レンタブル比等 の効率指標 も共同建築 ･個別建築間においてQj:,通常前者 のほ うが

高 vlか,あるV)は少 な くとも同程度にす るような設計上 の配慮 が為 される もの と思

われるが, こ ゝでは,先に掲げた設計図 によるとと ゝした. これ らは,本項 におけ

る目的が共同建築 と個別建築の収益 ･採算性の比戟 とい うことか ら,設定条件 をや

や堅 めな もの とし,過大 夜予測 とならない ように心がけたためである.

次に各街区 ととに_上記の結果 に関 L,若干の コメン トを行 うこととする.

< Ⅰ地区 A-3街区>

ケース1とケース 2を比戟すると,表 4-1-4-aに示す ように建ぺい率

は後者 が高 く,容積婁及び L/ /クブル比は前者が高 くをってお り.全体 として

ケース 1の効率 がよV,と云 うことがで きるO また 資料編 に掲 げた ｢建築工事

費の部分別=事費割合 ｣よりケース 1とケース 2で ｢山留工事 ｣,｢積送設備

=事｣の延床面横当 りの単価が著 しく後者のほ うが高い, これは固定費部分が

相対的に高 く,小規模のケース2に関し, 割高になってV,る｡ また,｢鉄骨=辛

党 ｣が全般 の傾向に反 し,若干ケース 2のほ うが低 く75:っているのは .ケース

1のほ うが規模が大 をることから,鉄骨の使用料が若干 多 くをっているためで

あるO これ らの外 は,おおむねケース 1VC比べ,ケース 2701'10%ない し40

%高 となっているO総体的 に後者 が前者 に比較 し27%増 しとそってお り,舵

益性に表に示 したよ うな相異 を もた らして1,1る.

く Ⅱ地区 8-1街区>

ケース 3およびケース4とケース5はtJlずれもS造 3階建塔屋付 であるがケース

5では杭な し,外壁 2面化粧仕上げ とい う点 で前 2着 と異 なるo まず前 2着間

VCついてみ ると,建ぺい率,容積率は,ケース 4が高 く.レンタブル比はケー

ス 3が高 くをっている｡部分別=事費 を見 ると,｢直接仮設工事 ｣.｢専用内

部仕上工事 ｣,｢冷暖房設備=事 ｣vcついては.ケース 4の延床単価が若干低

くなってお り. ｢輸送設備=事｣は75:Lh｡ この外の項 目については,概 ね 10

- 20% 程度 ケース4の延床単価 が高 くなってお り,総体的に後者が前者 に比
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し, 17%増 しとなっている｡次にケース4とケース 5を比較すると,建ぺい

率 は同 じで,容積率は後者のほ うが高 く,レ{クブル比は前者 のほ うが高 く75:

っている｡部分別=奉賛につVhては,いずれの項 目も後者のほ うが延床単価が

高 くなってお り,とりわけ, ｢共通仮設工事｣, ｢直接仮設=事｣, ｢鳩場管

理費｣が割高に去ってV}る｡ この原因は主に=事規模の相異に基づ くものであ

り,固定費的部分の割合が相対的に高 く浸ってL̂るからである｡総体的に後者

が前者に比較 し, 47%増 しと浸っている｡以上の ようを費用の差が,表中に

示 した結果 をもたらしてお り,収益面での差 とそってV,るが,建物 の内容,例

えばケース 3とケース4並びにケース5との間では前者に輸送設備があるが,後者に

は ない｡ これは本件の建物の設計 に際 し与えられた敷地 との関係で通常 ある標

準的 なもの として建物の内容を設定 したためである｡

く Ⅰ地区 C-1街区>

ケース 6とケース 7との間の相異は,前者には杭 (20m)が あるが後者には

杭 が75:く,建ぺい率及びレンタブル比は後者が高 く,容積率は,前者のほ うが

高い｡部分別=尊貴については,後者 に比赦 し全体的に割高 となってお り,と

りわけ ｢共通仮設工事｣. ｢直接仮設工事 ｣, ｢給排水衛生設備工事｣. ｢冷

暖房設備工事 ｣, ｢相場管理費 ｣が割高 と在ってお り,総体的に後者が前者 と

比較 し, 63%増 しと覆っている｡他の街区における場合 と同様,費用の差 に

起因 した収益の差 を生 じている｡

く Ⅱ地区 D-4街区>

ケ ース 8とケース9については,延べい峯,客席率及びレンタブル比いずれ

もケース9が高 くなっている｡部分別=事費は ｢直接仮設=事｣, ｢土工事 ｣,

｢コンクリー ト工事｣, ｢鉄骨工事｣, ｢屋根工事｣, ｢外部仕上工事 ｣,

｢専用内部仕上=事｣, ｢給排水衛生設備=事 ｣, ｢輸送設備=事｣について

前者が若干安 く,これ らの外は後者のほ うが高 く75:ってお り,総体的に後者が

前者に比較 し2%割安 と在っているO これは,他の街区における傾向,すなわ

ち.共同建築 と個別建築を比較 した場合建築単価は前者のほ うが割安にそって

いるとい う傾向に反 し,若干ではあるが逆転 している｡このように在った原因

は,共同建築の場合が 8830m2,個別建築の場合が, 3076m2と両者の規模

の差及 び個別建築の絶対規模がか75:り大 きかった ことに加え,前者が法地をよ

り多 く含んでいるための費用増,建物 の間口と奥行の関係か ら, 日照を考慮 し
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た場合,必ず しも効率的を設計 と在らなかったためである｡表 中の結果で,土

地残余法に よる土地の収益価格は, ケース 9が高 く,借入金 の返済時は,ケー

ス 8のほ うが早いのは,ケース 8における建築費が賃料 との関係 で相対的に高

いためである｡

以上 ケース 1- ケース 9VCついて,利用効率指標及び費用 について街区 ととにみ

たが, ここでQj:前述 したように設定 した敷地に標準的 な設計 を行 って,積算 した も

のであ り, この設計が唯一無二の ものでないのは当然であ り,む しろよ り効率的 あ

るいは, より安い建築費 と売るような設計 が為 される余地があるが.ここでの共同

建築 と個別建築 との比較 とい う目的か ら,先 に示 した設計図によった｡ また,駐車

場は設置義務 に したがった台数 を建物内部 にとり込んだが,必ず しも建物内部 にす

る必要は ないので,建 ぺい率が低いケース等 にかいては,外部駐車場 とし,内部駐

車場 とした床部分を店舗等 の床 として賃貸すれば,それだけ賃料収入が増 し,収益

性 もよくなる｡

本項 では共同建築 と個別建築について収益面 での比鞍 を行 ったが,両者 の間 に帆

収益面 のほか,建 ぺい率 ,レンタブJL,比VC表われてい るスペース等 の相異 があ り,

この ことVCよ り賃料に相異がてるほ どではないが,現実 にテナン トが選択する場合,

一般的には,賃料 が同 じであるとすればゆ とりのあるもの.す75:わ ち建ぺい率, レ

ンタブル比が低い ものが選ばれることになろ うO また部分別工事費については,一

応の 目安 として延べ床当 りの単価を算 出 しているが,特 に設備工事等 1単位 の対応

Jlili-が延べ床面積の上で巾の広い もの例 えばエレベーター等の輸送設備=事は,巾の

上限 と下限では,延べ床当 りの単価は著 しく異 な り,共同建築 と個別建築の規模の

差が,単価 の差 をもたらしている主を要因 となっている｡

共同建築が個別建奥 と比較 し,規模の相異-建築単価の相異-収益性 の相異 とな

って,前者が有利 であることを示 したが, この他に も.テナン トとの関係で,ある

程度 の規模 が望 まれる場合 がある. この とき共同建築に より規模 の大 きを もの托 し

ておけば .この ようなテナン トをつけ るととができる し,小規模の ものが望 まれる

場合には区分すればよい一方,個別建築に よる/｣＼規模 なものは,それ以上の規模 に

は対応 できをV,,など共同建築が個別建築に比較 し,有利 なことを挙げ ることがで

きる｡

ここでは,選定 した街区について,共同建築 と個別建築のケースをそれぞれ設定

して収益面 での比軟を行 ったれ 街区 を単位 として考 えた場合,すなわち,街区全
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体 を共同建築に より開発する場合 と.複数の個別建築VCより開発 した場合の前者の

有利性は,更に大 きくなるもの と思われる｡

をか,本項 におL̂ては,あ くまで も共同建築あるいは個別建 築が行われた場合の

収益面を中心 とした比較 を行 ったが,共同建築を行 う上での関係権利者 の合意 を得

て,事業 を推進 してい くためには,相当の時間 を要する し,指導的役割 りを もつ者

も必要 と在って くる｡港北 ニ ュータ ウ ンのセンター地区 に おいてqj:,基本計画VC基

づき. ゾーン別建築計画等が作成 され,地権者 を含めた検討が為 されて仮換地の指

定が済んでお り,街区 ととの共同建築 を行ってい くための素地が築かれつつあるの

で, これを生か して更に一層 の協力 ･努 力を重 ねることによ り街区単位 に整備 され

た市民参加の街 づ くりが期待 される｡
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4-2 共 同 開発 の諸 手 法

港 北 ニ ュー タ ウン地 区 での共 同化 手 法 を検 討 す る手順 と して, ま ず土 地 に対 して何 も手

を加 え ない状 態 で の共 同化 -土 地 のみ の共 同化 手 法 - を検 討 し, 次 ぎに土 地建 物一 体 と し

ての共 同化 手法 につい て概 観的 に検 討 し, これ を ふ まえ て港 比 ニ ュー クウ/地 区 へ の適 用

手法 を選 択 し,選 択 した適 用 手 法 につ い て検 討項 目を掲 げ詳細 に検 討 を 加 え更 に手 法毎 の

比較検 討 を行 い地主 の属 性 別 に選 択条件 を整理 し, 間短 点 に つい ては そ の対 応 策 につ い て

ふ れ る こ と とす る｡ これ らの こ とを フ ロー に示 せ ば次 の とお りで あ る｡

図 4-2-a

4-2-1 土地 の み の共 同化

こ こでは, 土地 ,建物 一体 と しての共 同 化 の前 提 と しての土地 の み の共 同化 に つい

て, 所有形 態, 利用形 態等 の側面 か ら,(1)細 分化 した 現 状 の ま までの場 合 (21画地 を

合 算 し共 有 した場 合 (3)土地保 有 組合 所 有 と した場 合 (4)会社㈱ を設 立 した場 合 とに

分 けて以 下 に検 討 す る こ ととす る｡

所 有 形 態 利 用 形 態 収益･費用の配分

各地主の個別的所有である

従っていつでも自由に処分

収益をすることができる旬

しかし細分化した′ト規嘩面

研のみでは,単独利用でき

ないため市場性がなく経済

価値に乏しVl｡

個々の地主は単独では利用

できないO共同利用のため

には地主相互の合意をもと

に共同利用のための協定香

等を作17共同化を図ること

が必要となる｡

収益 ･鞍用の配

分は拠出した土

地面積割合に上

るのが適当であ

ろう｡

荏)地権者の使用収益 ･開発

の意向が必ずしも同一で

ないので全員の合意を得

ることがむずかしく結果

的に利用できず取9残さ

れる恐れがある｡

檀)地権者相互の結びつきが

同一 プロ ,ク内土地が隣

雀=することだけで人的つ

ながDが薄 く,変金力

檀)共同性はあまb高 くなho

｣



区 分 所 有 形 態 利 用 形 態 収益.食用の配分 備 考

(2) 合遊前の各塁の面棟割合托 原則的には全員の合意がな 持分比に上り行 ①個々の並を合意する際に

各並を合並し 上b持分で共有するO持分 うo

地主相互で共 の快め方には面積割合の他 きないが共有持分となって 要があ少その際課税の問

有 した場合 に価格割合等があ り,理論 いることか ら共同利用に対 甥が起ることがある○

的にけ価格割合が妥当であ する地主相互の合意が得や ( 項参照 )

るが当地区の場合には仮換地指定の際.同一画地内は同.-の価格で行 っているところから面横割合が妥当である○共有した土地の権利は自由に処分,分割請求ができ,基本的には(1)と差異がない す くなるo ㊤共有化 したことの大きなメリットは地権者相互に形式上の上でも土地を共同して利用す ること-の大枠の合意ができたことであるo建物敷地 として共同開発共同利用-の意款が高 くな り共同化がスムーズvE進展す ることが納得できるo③共同性が高いo

(3) 地主は各々の土地を別途に 組合は組合規約にの っとD,組合規約による ①組合-の出資は組合員相

土地保有組合 設立 した土地保有組合へ出 組合財藤として独自に迎営 が定めのない場 互の共有 となるので.上

所有とした場 賢し,その組合員となるo することが可能 となるo従 合には組合への 昭2)と同様の妹税上の間

▲ゝ 土地保有組合-の出資は基 出資割合によるo 題が起ることがあるo

本的には組合員の共有では 共同化することとなb画地 @組合へ加入したことにエ

あるが.出資された土地は 単位の共同化のみならず地 9組合レベルでの共同化

組合財産となb単独で持分 域 .地区全体での共同利用 したことにエ9共同利用

を処分するには制限があるOが周 られ広範で多様を共同 共同経営がスムーズにで

組合財産を分割.処分は出来ないo (但 し全組合員の合意がある時け出来る )従って,上記(2)とは異なb地主は自己所有地 との直接的な結びつきはなくなるO 利用が期待できる. きるo◎共同性が擾めて高い.

(4) 地主は不動産揮菅をE的 と 会社は定款 に従い運営す 出資割合に上る (D法人-の現物出賢は基本

㈱会社を設立 した㈱会社を設立 し土地を ることとなD,上記(3)と同 的には譲渡 したことと同

し法人所有と 現物出費するo(または元只 様,画地単位の共同化のみ じであb課税上の問題が

した場合 する )現物出資された土地 ならす地域 .地区,全体で 生じるo

以 上 み た よ うに 現 状 の ま まの 状 態 で の原 始 的 な 共 同 化 か ら 何 か の 組 級 作 り を し

て共 同化 を進 め る場 合 とでは , 所 有 形 態 利 用 形 態 , 収 益 費 用 の配 分 又 は処 分 に つ い て,

個 人 レベ ル で み れ ば ,土 地 の 処 分等 に 一 定 の 制 限 が され る こ と と浸 る｡ しか し,反 面

組 織 作 りを して お くこ とは 次 の段 階 で の 土 地 , 建 物 一体 と した共 同利 用 を ス ム ー ズ に
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進める上でまた,街区単位,港北 ニュー クウノ全体の荷作 りとL̂ う威点か らはより望

ましい といえる｡

4-2-2 土地建物一体 としての共同化手法の概観

土地 ･建物一体 とした共同化手法を法 ･制度によら75:h 民間共同化手法 と法 .制度

に基づいた共同化手法 とに分けて共同化手法の手続 き内容について概観する｡
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＼竿 区 分

法 (1)地主共同型 (U.(始型 ) 一般 に採用されている共同 ビルの共同化手法である.共同化する地主はお互いに敷地を出しあい適正 な共同ビル敷地とし,提供

した土地の割合(価格割合 または面珊削合等 )vc応じて地熱資も負担 し商業 .菜排 .住宅 (マンシ,ン )共同 ビルを建築するO完

成したビルの所有形態は出資ない しは負担削合に上る区分所有ない しは共有持分にエb所有することとなるo共同 ビ̂ ,経営vc基

づく収益 .費用の配分 も持分割合に応 じて収受.負拒するo

刺 共同ビル

皮に上 A,B,C･地主 ) 冨rB芸雲有 脚 契約

ら A B C A,8,Cの l テ -ナ ン ト分有 or共有 -

衣し､氏 輝借料
(2)地主共同型 (会社 地主が土地を現物出姿等 して共同ビル串英会社を設立 し地主 は株主と7Eるo

設立型 ) 股立した会社が ビルを建築 し,共同 ビルの経営を行 うO

間の 参加した地主は株式に応 じて収益の配当を受けるo

共同1し辛汰 (地主 ) ⑥ 貿鯛A B C 現物雌 芸芸 芸レ- - ⑥ 契約 l テ ナ ン ト

株式 によ 賃借料



ー＼＼竿 区 分 共 同 化 手 法 の 概 要

法制皮 (3)地主共同型 地主は土地 を現物出資 して土地保有組合を設立するO土地保有組合は出資された土地 に賃貸用商業 .業務 .住宅 ビルを建て不動

(土地保有組合設立塾) 産経営を行 うO組合 に参加 した地主は出資削合に応 じて収益の配当を受ける○

組 合(地主 ) 所 有 骨幹借現物 出資 ビ ル 契約ビルの建築

に⊥ら A B C 土 地 保 有 組 合 テ ナ ン ト

配当 l貸借料

(4)地主共同型 (会社設立 地主は自らが出資 して共同 ビJL,㈱会社を設立 し出資 に応 じた株式は相続予定者に計画的に持たせてい く,設立 した㈱会社は地主

なヽヽ -借地型 ) との間で借地契約を結ぶoこの際借地契約設定対価の授受は行 わない で相当 地代 (土地価格の 8%相当額 )を支払 うこととする.借地契約を設定 した敷地には当初借地権価格が発生 しないが,期間の経過 に従い順次借地権価格が発生することとなるが.

氏 この借地稚価格分は相続課税評価敏か ら控除 され,株式を保有 している相続予定者の祭産となるo

間の ･地主 ))貰 志 等 芸

共同化 lA B C 現金出資.共 同 ビ - ㈱ 蓋宴 ビ- 竿 竿 ∠ (慧墓棚 格の)

辛 配当 相続税の延納 l

法 駁 讐 予定者- 的に) 地代 倣 充当す る [二∃



＼ミミ 区 分

法制皮にエら (5)地主共同型 (土地保有 地主は土地を1Jl物出先してj=地保有組合を改正するo他方土地保有組合に参加 し75:い地主をも含めた地元会社を作 b不動産経営を

組合介在型 ) 行 うo土地保有組合に出たされた土地は地元会社に芯貸する.地元会社は賃借 した土地に商某 .苑務 .住宅 ビJL,を迎放し4機 種僧を行

い,出汽削合に応 じて収益を配分す るo

(地 主 , 管 - 地元会[ Ⅱ 廟 E ∃

衣い氏 ヽ ′I 現 金 出資

配 当

(6)地主 .デ イベ ロ-//I- 地主 と民間デイベt,./-I-とがA洞 で地元会社を作 D不動産経営を行 うo

問 提携塾 地主は土地を現物出較ないしは雑渡 して株式を取得 し,デ ィベロッパーは現金出賢に上少株式を取得するo

の共同化辛汰 各々は出焚割合にエb収益の配分を受けるO(地 主 ) 地元全圧 □ 笥 地 元 会 社 悪霊 ビル巴 ] 笥 ≡ ]

チ



-●区 分 共 同 化 手 法 の 概 要

法 (7)等価交換方式 等価交換方式 とは地主が土地を槍供し,デイベロy/,'-はその敷地に中高層の商畷 一住宅 (マンシ ョン )を地熱するO地主は完成 した

ビルの床 と土地を等価で交換するものであるo地主は土地 を擢供するだけで賃貸 t='ノレ,賃貸 マンシ ,/の床を取得することが'T

きるo /++++++/

制 C D :デ イペ ロタ/I-の取得分
B A-BC=土地が9憤 用資産であれは,租税

皮に⊥ (ゆ薬用資産 ) A 特別和暦法の特定事業用資産の只
建築柴等の負担 換制度 (個人-37条-I,法人A B C 土地の鰍 A B C 完 5K慧 ;::..D芋芸芸 芸志望警

ら 例 なる )

七 土地価格 迎築資 床価格 (踏板 450)

し､氏 B:lOO B ユ00C:lOO C 100

間の D 150(8)都市再開発方式 都市再開発法 に上b既成市萌地の中で宅地 の細分化や木貿 7/i- トの乱立,災笹 .危険の増大公共地役の束鮭備な地区を安全,T

共 居住 .商業環境の摩れた近代的 な街に再生させるものである○
都市施行者 にはその目的 にエ9,地方公共団体.住宅公EZ1,組合,個人がなるO

同 -gI苑施行地区の要件 として次のエうなことが定められているo

化 ① 市横地再開発促進区域内にあることO

辛 ¢) 次の要件に該当することo
イ 馬鹿利用地区にあること○

法 ロ 地上階数 3以上の耐火雌薬物の娃築面秋の合計が全ての建築物の地熱面机の合計の 1/3以下であること.

- 土地の利用状況が苦 しく不健全であることO



＼誓 区 分

法刺皮一⊂よる共同 (8)都市再じ祖先方式 @ 国威補助の去⊆軸

㌃盲-禦空 個 人 組 A 所有者楕者参加組合員

規 項再開発 ビJL,の床 1000m2以上延 1000m2以_上, 脚数 o_5ha以上 (但 しi蛙路中心繊部分から測定した面桝 )延 2000m2以上

面棟 3階以上 階数 4階以_上

有 効 空 地 施行地区面桝の 30%以上ないしは数地面桃の10%1江上 施行地区面積の45%以上 (個広場,駐車場を含む )

'馴 J州 変換 ' 誓 〔lFI l 芝｢:H:,:香芝

∩ ∩ W FD,Iと …Ec
化 E F

線利変換 li,Jの共有地上権
A B C D

A,B,C,Dの共有の底地

(9)特定土地区画軽理容業 ｢大都市地域における住宅地等の供給の促進に関する特別措置法｣に上る特定土地区画並理事菜に上少共同住宅地内に共有換地

方式 の指定は行 うが共同化の手法そのものは法では定めていないので当該地主が協議 し段 も有利な共同化手法を選択 し行うこととな



区 分 共 同 化 手 法 の 概 要

qc?住宅街区整備事菓方式

法

･
制

度

に

よ

る

共

同

化

｢大都市地域における住宅地等の供給促進に関する特別指値に関する特別措置法 Lによる住宅街区整備促進区域で農地を保全 し

なが ら計画的に住宅地を作ることを目的として施設住宅区,集合曲地区.公共用地を束約して整備することとしているO事業施行

者は個人,組合.公共E]]体,住宅公団.地方住宅供給公社がなれ 地権者-は住宅金融公庫が分譲用 ･賃貸用 ビル建設費の

9945%を限度として融資がある他,税の減免捨置が評じられている｡

原則型の換地計画

( 施 行 前 )

- 圭慧及慧盗孟 〕- ∩

A B(底地) C D uE 公 共

( 施 行 後 )

Ⅹ

A C 石地 ⊥⊥ ⊥1⊥⊥ ⊥⊥⊥L ⊥L 街路 公園

B

A

施設住宅区 集合鎧地区 公共用地

Ⅹは施行者又は参加組合員



＼警 区 分 共 同 化 手 法 の 概 嬰

法制皮ーこ 共同化 をE]的としたfh:腔 ではf=いか敷 也面概が概ね 12戸 比上越設可能な土地を所有 している個人,法人で賃貸アパー トを経営

宅制度 (住宅公団 ) しようとするものに公団が賃貸住宅を建設し有利な支払条件で譲渡する制度であるo

地主が敷地を出しあい共同して当制度を利用すれは共同化が可能 となる○

完成したビルは各地主の共有 ビルとなるO (区分所有 ビルは管理上不可 , 住宅公団が建築賢金の金額を駁環する｡ )

A,ら,C

(地 主 ) 共 有

A B C A B C

佃.Tノて-ト付 ビJL,(住宅 敷地面積が概ね 1500m2以1の土地を所有 している個人,法人と住宅公団 とが共同して共同ビルを作るO地主は施設 (店舗 .

公EZ]) 事務所等 )を所有し公田は施設の1に公団住宅を乗せ各々で区分所有したビルと75:る○

よ 建設賀金についてはほ とんどが住宅公団の親類でまかなうことができる○

ら //21;,EB/gI/5'/
共 施設部分

A B C (店舗 事務所 .住宅等 )

同 (地 主 )

化 A,B,C
A B C

諾 慧芸畏詔 住宅公団の持分共有

A,B.C-各与 志是富警 棒 を A.B,C 各を



4-2-3 港 北 ニ ュー タウン地 区 へ の適 用手 法 の選 択

共 同 化諸 手法 につ い ては法 ･制度 に基づ く手法 と,法 ･制度 に よ らない手 法 とが あ る

ことが この中で港北 ニュー タウン地区の条件 一 土地区画整理事業地区内であること ㊤ 土 地

利 用 状況 が ほ とん どは, 更地 で あ る こ と (む建 築 協 定 に よ り街 区毎 に用途 ･建 築 階 層

等 が定 め られ て い る こ と-に対応 して の諸 手法別 の適 用 の可 否 を検 討 す る｡ 表 中 の○

印 につ い ては適 用 可能 △ 印 につい て は直接 の適 用 は無理 で あ るが ,将 来 条件 が整 え

ば可 能 と75:る もの ×印に つい ては適 用 が 不可 能 と判断 され る もの と した｡

表 4-2-3-a

ノ広 共 同化手 法 成 立 適用条 件 港北ニュークウン地区-の適 用 条 件 手法別適用の可否
商菜 .業務専用地区A,良 店舗 .併用住宅地区C.D

123456 地主共同型 (原始型 ) (1)各地主の土地の画地が細分化し (1)申出換地方式にエbクウ/セン ○ ○

〟 ′/(会社設立塑) 単独では点有効使用が周ること メ-地亘には細分化 した画地で

〝 〝(会社設立- ができないO 仮換地指定がされてかb絶対的

借地型 ) (2柘鹿利用することが合理約 一経 に共同化をしなければならない

〝 〝(土地保有組 済的であることo 街区,共同化が望LV,街区とに

合介在型 ) (3)分譲ないし賃貸する場合に需給 適用できる○

のバランスがとれ採算ベースに (2妙趣域的にはタウンセソクー内の

提隣塾(共同会社設立型)地主共同型 (土地保有組合型 ) 乗ることo 南桑業務専用地区,店舗併用住宅地区は高度利用が建築協定にエb義務付け採算 もとbやすい地区であるo

7 等価交換手法 (1摘皮利用することが合理的経済 (1)地域的にはタウンセンタ-内の ○ ○
的であること○ 店舗併用住宅地区は,高度利用

(2)分譲ないし賃貸する場合.窮絵 が建築協定にエb義務付けられ

乗ることo 採算もとDやすい地区であるo

8 都市再開発手法 (1)市街地再開発促進区域内にある (1)土地区画整理事業によるニュー ∠ゝ △

(釆 l種 ) ことo タウン地区内にあり街路等の公

(2)高度利用地区にあること○ 共施設が整備しかつ,更地がほ

(3サ也上階致3以上の耐火建築物の とんどてあるので直接には適用



Jt. 共 同 化 手 法 成 立 適 用条 件 琴北ニュークウ/地区-の適 用 条 件 手法別適用の可否
商菜 .菜務専用地区A.B 店舗 .併用住宅地区C,D

9 特定土地区画整理中英 (1特定土地区画整理地区内の共同 特定土地区画整理事業で行うので × 〉く

に上る共同化 住宅区の共有換地地区であること○ 適用外である○

10住宅街区整備車繁忙エ (1)第2確住居専用地区内にあ9か (1)土地区画整理冬毛に上るニ1- × ×

る共同化 つ高度利用地区内にあること○ クウ /地区内のクウ/センター

(2)当該区域内の土地の大部分が建築物その他の工作物の敷地に利用されていないことo(3)lha以上の区域であることo(4)当該区域を住宅雀荘 として藍備することが都市機能の増進と住宅不足の媛和に貢献することO 地区内では,直接の適用はない

ll 民営岱貸向特定分譲住 (1)数地面桝が概ね 12戸以上建設 (i)店舗 .併用住宅地区には適用が × ○
宅制鑑 (住宅公団 ) 可能な土地を所有 -借地してV, あるo

る個人 -法人で賃袋 7 パートの (2)直接共同化を目的としないが,

経営 .管理をしようとする者が 共同して利用 一法人を設立 して

公EZl資金の返済が確実で連帯保証人がつけられる者o(2)中高層利用が可能を地奴であること○(3)共同化する場合には共有 ビ̂ ,となるo 行えば可能となる○

12 -T/i-ト付ビル制度 (1)敷地面積が概ね1500m2以上 (ly吉舗併用住宅地区に適用がある × ○
(住宅公団 ) の土地を所有 .借地 している個 (2)現在あ3-9利用されていない制

人 .法人が住宅公団と共同して 庭であるので適用手法からは除

以 上 み た とお り商事 ･業 務専 用地 区 - の適 用手法 は 1- 7の地 主 共 同型 ない しは等

価 交換 手法 で あ るが ,一 筋 等 価 交換 手法 が住 宅 に対 して適 用 例 が 多 い と思 われ るが･

考 え方 は従 前 の資産 と建 築後 の床 を等価 で交換 す る シス テ ムで あ るの で一商菜 ･業務

専用 地 区 -適用 可能 で あ るo 店舗 住宅 併 用 地区 -は上 記 1- 7の他 に住 宅公 団 の民営

賃 貸 特定 分 譲住 宅 制度 とアノ1- ト付 ビル制 慶 が適 用 で きるo

-45-



4-2-4 港北ニュー タウン地区-の適用手法の検討

港北ニユークウ/地区への適用の対象となる共同化手法は前節において検討したよう紅,以

下の手法が選択される｡ なお,地主共同型 (組合設立型 )については,土地保有組合

介在に包含されるので除いた｡

1. 地主共同型 (原始型 )

2 地主共同型 (会社設立塾 )

3 地主共同型 (会社設立借地型 )

4 地主共同型 (土地保有組合介在塾 )

5 地主 ディベt]･/,i-提携塾 (共同会社設立塾 )

6 等価交換手法

7 民営賃貸向特定分譲住宅制度 (住宅公団 )

本節では, これ らの手法について,(∋成立 ･適用条件 ㊤事築主体 (彰資金計画

④所有形態 (申権利調整 ⑥収益 .資用の配分 ⑦税制の各項 目について検討 し最

後に共同化手法の比較を行 う｡

I46-



1 地主共 同型 (靡 始塾 )

共 同 化 手 法 備 考

(1)成立 ･適用条件

(2)事 業 主 体

(3)資 金 計 画

(4)所 有 形 態

(5)権 利 調 整

(1)街区単位か ､Lは街区の中で個々細分化 した土地を共同ビル敷地 として適正規程 (最低 500m2以

上程度 )に持ち寄 り協力してまとめることo

(2)共同ビルを建設するための進め方について,地主間に相互の信頼感資金力.企画力があDかつ事某

を自ら行 うという積極性があることO

(3)店舗 ･併用住宅ビル商築 ･業務 ビルに通用できるが収益性の高い商菜 ･業務 ビルにエb適 してか9,

事饗単位は単一ビルに向いているO

地主個 人々が共同 して事業主体となD,事業運営は地主間の合意に基づいて進める｡

地主は原則 として土地 出灸割合に応 じてビル建築費を負担することとなるので,公的機関 ･金敵機

関からの融資を自ら受けること等が必要となるO住居関係の敵賀(i,敵賀目的に沿 ったものを利用

出来るが,商菜 ･サービス関連公的融資はほ とんどが商莱 ･サービス業を行なっている事業者が対

象となっているためそれ以外の一般の者は対象外 となっている｡

従 って,資金力のある人,餐金調達が可能走者が採用する方式といえるo

i:地 地主が従前のせせの個別所有でも合養して持分に上る共有とすることで出来るo Lかし個別所

有を望む地主が多い場合にはエb適 しているO

建物 区分所有でも共有方式でもどちらでもよい,賃貸経営をする場合には共有方式の方が有効利用

率 の点から望 ましい.

(1)権利調整の原則は,拠出した土地価格 ･出資額の総価格に見合 うものを建築 した共同 ビルの床価額

で取得する (権利変換をする )ものであるOそのためには前接 として従前の資産価飯,従後の建物

床価夜を公平 ･妥当 .適正に決定する必要がある｡ この御 IJの調整が うまく行かないと共同ビル事

業を進めること自体が難 しく75:ることがあるので適正を資産の評価には専門家である不動産鑑定士

の意見 ･評価に従い,決定 しそれをもとに各地権者の意見 .希望を適切に組み入れ権利調整する必

要があるO

荏)地権者の使用収益 ･開発の意向方向

が必ず しも同一でないので,全員の

合意を得ることがむづかしく結果的

に取 b残される恐れがある.

領)地権者相互の結びつきが同一ブロッ

ク内の土地が隣接するだけで,人的

つなが Dがうす く資金力,意款に差

があD,合意を得るための十分な準

備,説得が必要 と75:る.



共 同 化 手 法

(共同 ビル ) 床面棟

柏 利 変 換

(5)収益 .軟用の

配分

(6)税 制

従前土地価格 建築紫の負担削合 共同 ビJL,の床価板 (総額 25億円 )

A 30 A 30% A :25億×蓋 - 7･500珊 (3削

B 30 8 30% B:25僚 ×盈 - 7,500万円(2博 )

C 40 C･40% C:25鯨 ×了鵠 -10･000万円(1博 )

O自己の持分に応 じて収益の配分 ･柴用の負担をする｡

(1)契約に伴 う印紙税 ･･ 契約金額にエ9100円～150.000円

(2)登額免許税 所棚 の保存登記 不動産価格 (固定資産税評価額 )の 晶

〟 の移転登 記

地_上伸 ･貸借確の設定

壬氏当確の設定

(3)不動産取得税 充R,交換 ･贈与,新築 した時

(4)その他課税上は-殻の所村税等 と同 じ



2 地主 共同型 (会社設立塑 )

共 同 化 手 法 備 考

(2)番 茶 主 体

(3)変 金 計 画

(4)所 有 形 態

(5)権 利 調 彪

(6)収益 ･受用の

配分

(1)街区埠位ないしは地域 ･地区単位の共同化を進めるため,各地主は土地を現物出資して共同ビルQl

薬会社を設立する｡ (㈱会社-の第三者の参画は認めない )

(2)地主が共同で出ftして役立した会社は商業 .業務ビJL,･店舗 ･併用住宅ビル(ゲク/くキマンy,/)

を地殻し経営 -管理を行うO

地元会社が串薬主体 となD,水菜運営は会社の定款に従い,行うこととなるO地主は株主とな9爽旬

的k経営参加することとなる｡

o越築=串費等の資金については㈱会社が変金調達を行50設立 した会社は信号慶が低いことから較

金網運には株主である地主の保証等を行 うことも必要とたる.しかし金融機関からの搬汽,公的機

関からの融資についてのTE任は法人たる会社が負うこととな9,個人個人の賀力が不足 しても全体

で補 うことができる｡

土地 .地主は現物出資するので所有は会社となるO

地物 会社所有となるO

地主は設立 した会社の株券を現物出先額に応じて取祷するとととなる0

出資する土地の評価額に上b株式価甑も異なるので,適正にするという問題はあるが権利tJdl並の間髄

は起らない.

取得 した株式に応じた収益の配分を受ける.費用負担はない｡

土地所有者のみの会社経営となるので

企画 ･開発能力,官用庇が小さく,開

発規模や貿vc限界が生じるおそれがあ

るo

O法人に現物出資するのIT地主は譲渡

となb譲渡所得に関する所得税が課

せられる｡

O現物出資は普通の充只と異なり.時

価の1/2以上であれは自由に譲渡

価格を決めることができる｡

O法人は土地が現物出放されることに

上り土地男収敷又は賃料の負担がな

い○





3 地 主 共 同 型 (会 社 設 立 , 借 地 型 )

共 同 化 手 法 備 考

(1)成立 ･適用条件

(2)事 業 主 体

(3)資 金 計 画

(4)所 有 形 態

(1)相続時の相続税対策が必要となる.-定規項以上の曲家等の地主が多い地区,街区に適用するO

(2)地主は自らが出資 して共同ビル事業会社を設立 し,相続予定者に株式を計画的に持たせてい く.

(3)地主は設立 した会社 と敷地に関 して,借地契約を結ぶがその際借地権の設定対価授受を行わず.相

当地代 (土地価格 に対 して概ね8%の利回 Dを乗じたもの )を支払 うこととする｡

(4)借地契約設定当初には借地権価格は発生せず 0であるが,ある程藍の期間が経過するに従い,借地

権価格が発生して くるO (設定時 エb土地価格の上昇が大きけれは.それだけ借地権価格が大きく

発生 してくる )｡この分が相続課税評価額からの控除対象となるo

共同ビル事業会社がなるが実JZE的には地主相互がなる｡

設立 した会社が行う｡ しかし会社には賀産が75:I,､ので株主たる地主 ない しは相続予定者が金融機関及

び公的機関からの融資を受ける際には保証等を行う必要がある｡

相続予定者

相続時小企英の株価は企業の純餐産価

額の評価額を株式数で割 った値と75:b

借地権発生価格は相続予定者に吸収さ

れる｡



共 同 化 手 法

妹税当局の借地摘認定方法

相続税

評価額

170

100

上 平 壬 地価上昇後借地権価格評価

(5)権 利 調 整

(6)収益.敢用の配分

時点

(例)

¢)借地契約設定時の土地評価額 100

檀)相続時点の二日也評価額 170 (70 %の上昇を仮定 )

@近隣の借地紹航行削合 80%

荏)相続時点の土地価格から捜除される借地糊価格 (170-loo)×80%-56

⑤相続税眺税価敬 170-56-114

上記で発生した ｢56｣の価格は株価に反映され結氷的には相続予定者の資産価額から除かれることと

なる｡

(2)の地主共同型 (会社役立弛 )と同じ

出た割合に応じて収益の配分 ･斐用負担するo



炎 同 化 手 法 仰 考

(7)税 制

Ul

UJ

Ll-3-8-11項 相提携対流を参照

その他

(1)借地柄は当IDは発生 していか ､が相当の肋間経過することに 上b自然的に発生する相続時点が後に

なれはなる程借地機価格が大きく1rり評価敬からの凄除敬が大きくなるO

(2)借地権割合はJR･低でも20 %とされるo従 って契約直後に相続開始時 となった時には 20%の適用

となる一般の僻地柏削合は商髄地域で 70%～90%,住宅地城で 60%～70% と75:っている｡

(3)借地柿価格が日用地価格×30%末梢であるため佃地確が昧税対象とならない場合でも当数倍地相

相当額を日用地価税から控除できる｡

地主pcは相当の地代として芯額の頂料

収入があることから.個人収入が大き

くな り,累進昧税率の適用で税負担が

大 きくなる恐れがある｡



4 地 主 共 同 型 (j=地 保 有 組 合 介 在 塾 )

共 同 化 手 法 検 討 項 目

(1)成立 ･適用条件

(2)李 薬 主 体

(3)資 金 計 画

(4)所 有 形 儲

(1)街区単位 ない しは.地域 .地区単位に共同化を進めるため,各地主は所有地を出発して土地保有組

合 を設立 し,保有組合は別途に設立 した㈱共同 ビル事業会社に組合保有の土地を凍供 し広範囲の共

同事業 を行 5.共同 ビル春草会社には保有組合 に参画 しない他の地主にも現金出灸に上b参画を認

める｡

(2)共同 ビル中英会社は土地保有組合から土地 を賃借 し商英 ･業務 ビJL,.マンンコソを畑設 しホ業経営

･管理を行 う｡

o共同 ビノレ事襲会社が事業主体 となる｡中英運営は会社の定款に従い.行 うこととなるが地主は土地

保有組合を通 しての間接的な参画 と75:る｡

O資金調達は㈱共同 ビル串英会社が行 9が.会社 に栄達 がない場合には土地保有組合が趣保 して金

融機関からの融灸等を受けることとなる｡

o土地 .地主から組合 に土地を出充することとなるので組合の共有 となれ 会社は借地和を設定するo

o建物 共同 ビル¢燕会社が所有するO

共同 ビル串薬会社

0分割純水の禁止

組合員は組合の存続中は.組合財産

または物権的権利の分割を硝求す る

ことはできないo

o持分処分の 制限

各組合月が個 々の持分を処分 しても

他の組合員及び組合 と取引 した筋三

者に対抗することができないo

o土地保有組合は民法上の組合 となり

法人格を有 しないので組合 自身の財

産は持ち得ず.組合の財産は組合員

の共有財産のJLL合体 となる｡



共 同 化 手 法 検 肘 ql E]

(5)権 利 調 光

(6)収益 .任用の

配分

(7)課税上の問題

UI

Ul

組合に出資する土地の評価額に上b持分割合が興なるという問題はあるが,権利調整の問題は起 らな

いo

出資した割合に応じて,収益の配分を受ける｡

土地を組合に出色すると組合財産 となれ 総組合員の共有となる｡その際,組合員たる地主は相互に

土地を譲渡か ､Lは交換することとなる｡従 って交換の特例の適用 に在らなければ課税されることが

ある｡

民法1の組合は法人格をもたないので課税客体 とはならない｡従 って,各地主に利益配分された場合

には地主個人個人が納税主体となるO

但し組合の規嘩等 によ9,権利能力75:き社E日と認められた時は.組合が納税主体とな9,法人と同様

の適用がある｡



5 土 地 ･デ ィベ ロ ッパー提 携 塑 (共 同会 社設 立 型 )

共 同 化 手 法 備 考

(1) 成立 ･適用条件

(5) 権利調整

(6) 収益 ･費用の配分

(7) 税 制

(1) 街区単位ないしは,地域 地区単位の共同化を進めるため地主は土地を,ディベロッパーは於金,企画 ･版死

力 僧用力を提供 して共同で開発㈱会社を設立する｡

(2) 開発会社は繭糸 兼務ビル,店舗 併用住宅ビル (グク,,'キマンショ/)を建設し経営 管理する｡

o Ei日舞会社が郎薬主体と75:り事業経営は会社の定款に従い行うこととなる｡

地主は株主として経営に参加する｡ディベロッ,,I-が参加 したこと把より企画九 販売力,於金力,テナント

対策につtJlて地主に不足する能力が解消される｡

貯金明達は開発㈱会社が行 うが実質的には参加したディベロy/i-が行うこととなり.筋金調通力に間組がなく

なる｡

土地 地主は土地を現物出於するか㈱会社へ譲渡 し.法人所有と7kる｡

縫物 法人所有となる｡

確利開腹の間超は起らない｡

出缶した株式に応 じて収益の配分を受ける｡

地主共同型 (会社役立塾 )と同じ｡

i:… 土地については法人

に借地棚を脱走させ所

有機はAIBCに賊す

こともできる｡

資本金の出資割合の過半は地主

としディベロッ/,I-の参加割合は

一定以下に押えること等地主の主

体制の確保を考える｡



6. 時 価 交 換 T=法

共 同 化 手 法 備 考

(1) 成立 ･適用条件

(2) 事業主体

(3) 賢金言十画

(4) 所有形態

(5) 権利調整

(1) 等価交換方式とは地主が土地を提供 し.ディベロッパーがその企画力.建設力,販売力をもとに中箱層ビルを

地紋 し,地主は土地価格に見合 う建物床を等価で交換取禍することをいう｡即ち,地主が串共用や金である土地

(iJl必用軒産でないとメリットはない )を揺供すれば収益性の高い建物を等価で取得できることが大きなセール

スポイン トとなっているO (措特法特定lgT共用ff建只換の特例の適用を受ける)

(2) ビル用地としてj:地を高度利用することが合激的 ･経済的であることO

(3) 地域的には分誹 ･賃貸する場合に需給のバランスがとれ,採井ベースに乗ること.

o 地主とディベロッ,,'-が共同 してなる｡共同ビJL,越投のための企画 テナント対策,建設等ディベロッパーの

ノウ-クを利用できる｡

o 地主は土地を提供するだけで資金負担は7Eい｡敷金はすべてディベロy/I-が負担することとなる｡

O 土地 ･軸物 地主とディベロッバ-の区分所有となるC地主は建築軒を負麺 しない代bK土地の一部を光

って地物床を取得することとなる.

o 地主の提供 した土地の価格と建築後の床の価格とを等価で交換することが原則である｡ しかし.於産の評価方

法で床価格の評価は階層別に差異があり一般に 1階が店舗の場合は 2階以上の住居より高くなってL̂るものであ

るが, これを同一とし地主にメリットを与えるとともできる｡

結果的には地主とディベロy

バーを経由した第三者との区分

所有ビルとなるが.地主にはオ

-ナ-意識があり,新しく入っ

た区分所有者との間でトラブル

を起すことがある｡

区分所有者と地主が甥貸 した

入居者とが同一棟にV',ることか

ら管理上問題が起ることがある.



共 同 化 手 法 備 考

等価交換方式の囲解

(イ)提供 したAの資産 (p)
｢~~~~｢

(6) 税 制

(従前の財産の価析)(AT+AB)

(変換 ) (等価 )

(計画後の変換された財産の価額 )(ABl+ATl)
l

(区分鞍有功物部分の価額 (付随共用部分を含む価歓 ))

(ABl )

+

取得 したAの焚産 従前の持つ 計画後の変換 (区分専有地物部分に付随する土地部分の価額 )(ATl)
財産の姿 された財産の

姿 (斜線部分 )
(DT+DB)デベロy/.'一例の資産

資料 ･｢実務等価交換方法｣

地主Aは(イ)の斜線部分 (土地全体 )を提供 し,(ロ)の斜線

部分 (土地の与と建物の与)を取得 した｡

等価交換方式が地主にとって税軌 と有利となるのは特定dl薬用軒産の買換 えの特例を適用できることであるO

特定日頓 用姿産の只換えの特例とは:.地主が土地を¢共用に使用 していた場合その土地を譲渡 し,-定の条件に

ある地物を取御 した場合.その段階では譲渡所得税kt昧税をしない (昧税の換延べ )ことである.

(1) 適用条件

① 土地は従前から却業の用に供 していること｡

② 取禍 した地物を歩兵の用に供すること｡

③ 特定111兆用軒産の適用治産であること｡

④ 取耕 した Elから1年以内に事典の用に供すること｡

(2) モデルによる特定串薬用缶産の男換え制度



耳i 目 共 同 化 手 法 備 考

そ の 他 o資産価格 従前の土地A :地 主 o等価焚換時 o将来の売却時

D I D 】卸 した;取得 日なるD)

WI D AI D

クク%クク クク彩クク

湘 D + ,

o買換賢(昭才(取得 i円 )日)) o将来 1場合Qo取得原(昭和 5となり時価従前の土地価格 (1億こ円 )(書鞭 資産の取得日)(昭和 40年 1月 10日)(取得価格 3千万円 ) 産価格 (1闇口54年 1月 1原価 3千万円 億 3千万円で価....-3千万4年 1月 1日カ短期譲渡所得

o課 税 後 O等価交換 した ことにより書果税されなしへので0(課税の繰延べ ) o譲渡益の計算 (譲渡益1億円が課税対象価格

Q液 価債 却 梨 O新築貸家住宅の割増償却の特例は受けられない･減価償却費残価率 1 万円3千万円×(1-0ユ)×- -4560

① 新築建物でも取得原価は等価交換等の価格でなく従前の土地価格が引き継がれるので減価償却費が圧縮され,少な

いO従って,収益が多 く言tLされるのである程度収入が別途にある地主は総合所得が大きく売 り課税額が大きく

75:る.

｡ 等価交換で取得 した賢産が居住用資産 (課税控除額が 3000万円 と大きい )ない しは-事業用賢産でも売却



7 民 営賃 貸 向 特 定 分 譲 住 宅 制 度 (住 宅 公 団 )

共 同 化 手 法 備 考

(1) 成立 適用条件

(2)事業主体

(3) 資金計画

(4) 所有形僚

(5) 権利調整

(6) 収益 費用の配分

(7) 税 制

(1) 教地面積が概ね 12戸以上建設可能な土地を所有 借地 している個人 ･法人で賃貸アパートの経営および管理

しようとする者で公EZl賢金の返済が確乗であり連帯保証人がつけ られる者が対象となる｡

(2) 直接共同化を目的 としてないので各地権者Qjr共同ないしは,法人を設立 し利用することとなる｡

地主個人75:h Lは法人が75:る｡住宅公団は事業推進のための攻助をする役割となる｡

地主等は,自己賢金はなくてもよい｡住宅については=中米の全額について公団資金が利用できる｡施設 (住宅

以外 )を併せて建設する場合比住宅の延床面柄の 2/3の床面柵に相当する=辛党まで全額公団敷金が利用できるO

従って.軒金力がないまたは負担できない人には有力な制度 といえる｡

土地 細分化した従来のませの分有でもよい し共有 としてもよい｡

姓物 原則として共有とする｡

土地の拠出持分に応 じて建築鞍を負担することとする｡

土地の持分については原則として評価額によるが差異が75:Vl場合は面積割合とし,持分割合に応 じて共有持分を

定めることとする｡

持分削合とする｡

特に75:いO-殻 と同 じ｡

共有持分.A･BC･D



8. 港北 ニュークウノ地区への適用対 象 となる共同化手法の比較

これまで,港北ニュータウン地区-の適用可能な共同化の手盛について,検討して来 たが,

これ らの共同化手法は,各 々適用条件が異な り,それにともない適用対象によって

下表に示すような長所 ･短所が生 じて くる｡従って一般的にどの方式が最 も妥当だ

とい うものは浸 く,共同化する地権者の特性 ･希望条件に従 って,長所が最大に,

短所は最小 になるような対応 を考え,最 も適性 にあったや りやすい手法 を選択適用

する必要が ある. ここで掲げた長所,短所は必 らずLも地権者全 員にあてはまるの

でな く, ある人にとっては長所が為所 に,または,短所が長所になることもあるの

で,実際には共同化す る地権者の属性 ･希望条件が一致するような構成を考えるこ

とが必要 となって くる｡
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衣ll-2-4-a

1
5品
‥

訣 長 所 適 所土 地 地 物 収益 .柴用配分

(目 地王共同必 従前の各薮の まま 土地の持分に従つ

(原始裁 ) の個人戸〒布 た区分所有 配分,牛用負.也

同 上

持分で所有 た共有 ② J=妃 と同 じ○ なることがある○

(2) 地主共同艶 法人 (会社 )所有 (D 手扶的に明解O

(会社設立数 ) (現物出fl)

④ 持分伽の充只に上るHf成Jld.変称する恐れがある.O

(会社股立, 佃人所有 法人所有

僻地判 ) じ九配当



忘 -竺､ 長 所 短 所土 地 娃 物 収益 .夏空用配分

法人 (会社 )所有 法人 (会社 )所有

(共同会社設立 ) され るo

個人所有 区分所有

(共有持分 ) 色亡分,飲用負担 に活用できるO

個人所有 共有持分

配分,乗用負担



4-2-5 共同化手法の地主属性別選択指標 と問題点-の対応策

共同化諸手法には各々その特色があり絶対的を優れた手法 とい うものはなく,也

の特性,希望条件に応 じて最 も有利な手法を採用するものである｡実際に共同建築

菜を成功させ る上では, ある手法を基本に他の手法の特性 を生かしながら,共同事

へ参画する地主の意向,希望条件 を最大限に生かして,全員合意の もとに協調して

営してゆ くことが不可欠 と75:る｡そ こで地主が基本 となる手法選択をする際の主な

標 として所有形態,資金調達力,事業- の参加意欲,企画 .販売力について手法別

比較 し併せて当該手法採用上の問題点への対応策について表 4-216に示すこととし

(蓑4-2-6における選択指標についての説明 )

(1) 所有形態

｢個別所有 ｣とは,土地は各畢毎の細分化 した ままの状態,建物については

分所有をするとした場合を表 し｢共有 ｣とは土地は各等を合隼 し,各所有者は

有持分により所有,建物は全体を共有持分により所有する場合 を表 している｡-

股 に不動産の所有形態は近親者等特別な関係がをい限 り,各 自個別所有したい

い う根強い希望がある｡ これは自己の財産が明確に区分され,特定されるので,

処分,使用,相続する場合,第三者にかかわ りな く, 自由にできるということ

らであろう. しかし当セノクー地区の街区の ように非常に細分化 した土地では

単独では利用価値がをいことから通常の第三者には処分できないので個別にも

ているメ リッ トが少を く在ってい るO従 って形式上個別所有 とい うものの実質

は共有 と変わ りは ない と言えるC

(2) 資金調達力

資金調達力は, どの方式でも全体では資金が浸くては事業できないが,地主

人の資金力がなくては事業が出来 ないもの と,会社等の法^が主体 と在 り地主

人資金調達力がな くてもできるものとがある｡

(31 事業-の参加意欲

共同事業 を進める上では,参画 した全員が鏡極的な姿勢で取組む ことが出来

ば一番良い ことである. しかし意欲があって も結果的に能力等が不足し消極的

接的忙しか参加でき75:い者がいる｡ これ らに対 しては信頼できるリーダーのも

にその リーダーに全員が協力して事業を進めることの合意があるとれ 会社を

立 した場合には法人が審美を行い,株主 である地主個人の参加意欲は特に問題 と

をらなくなる等,参加意欲が間接でもよい ものがある0
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(4) 企画 ･販売力

企画 ･販売について地主が 自力で出来る (一部委託 を含めて )場合 と会社等の

組織により行い地主個人の力がそれ程必要でない場合 とか,他のコンサルタン ト,

テ ィベ ロッパーのノウノ＼ウを期待 しなければならない場合等がある｡



表 4-2-6 共同化手法の地主属性別選択指標 と問題点-の対応策

～ そ の 他
℡ 仝 1■ 速 力 事aEへのき加意欲 企 IJ.朕 死 力 Y7金l■毒力がkい 岬 への参加鰍 刊l肋的

1 地主共同地 ○ 自力で出乗る地主YC者しているD ○ 土地持分を一GB拝してJiや保圧をする○ 王ら一生地主には也u)投後の収益の中で退所させる○ o 穐rI巷の5もで銭なとり.Jt底脱汚したい.ED規子幹をJiねふ.○ 共同本来へのJIA?七夜めさせ不安番の除去,ネックとなつTトも■r71､やTIJtを考え.場合によっの活用を考える. ○ ビ̂ ,のヰ投合杜 .る｡○ 書門のコンサル?る｡ ○ 地主相互間の借d可欠である.

2,地主共同#_(畠は投立村) ○ 土地比法^所有となるので地主のfRJknlrlなくなり.そのイ7する. るので地主偶人で比なくてもできる. て行9ので参加意欲でさる. て行9ので地主佃J人足する. ○ 地主は法人と平常より斤一々 ffを確保すち. ○ 地主のみの払人でbるので法人として過の掴保を提供申告して持iやを受ける. ○ 地主のみの法人てち.

3.地主共同A! ○ 故人山土地の才略rk(伯地rk)と地物主は土地の底地七所イTする. 上lk:2と同じ 地主他人のウエイトしている. 上妃2とri1じ 上紀2とrilじ 上k:tと同じ 上EeIと同 じ

4ー地主共同gi 7tもので地主怪人で 上1亡2と同じ J=妃2と同じ .i:妃2と同 じ 上k:)と同じ 上■己lと同じ

5. 上記2上ri)じ Teる｡ 上妃2と同 じ ELなくてもできる. 上妃2と同 じ



2- 6 港北 ニュータウン地区 に即応 した共同化手法

港北 ニュータ ウン地区における, センター地区の計画的開発は, ニュータウン開発

理念 である ｢乱開発の防止｣ ｢市民参加の荷作 り｣ を推進 させ る上 で,また都市 とし

て段階的 にバ ランスの とれた発展 を計 る上 で極 めて重要 な位置 を占めてい るCそこで

申出調査 により換地 された土地の開発 を街の発展段階 に従い計画的に誘導 してゆ くた

めの組織作 りの必要性が検討 されてVlるO現在時点 で構想 されてい る組級形態 として,

ニ ュータウン全体の開発 を考える組徹 として,

(1) 地主主体 による建設経営協議会

(2) 市,公EE,その他第三者機関 によるセンター地区全体の調整 を計 るコ/ トロール

セ./クー

タウンセンタ-の開発 を考え る組織 として

(1) 地主 による土地保有組合の設立

(2) 地主 による共同会社

(3) 第三 セクター (市 ･公団 ･地元等 )

が ある｡ これ らの組級 と協調 し段階的.計画的 に共同開発を進めてい くことが必要 と

なる｡そのためには,採用される共同化手法が,(I)開発 目的を効率的 に達成す るため

伺ん らかの組織化がなされていること.具体的事業化 に際 し組織 としての意思決定 にあ

あま9時間がかか らないこと,(3)一定規模以上の開発 にも対応 できること等が必要 と

なる｡

先 に検討 した共同化諸手法はいずれ もその対応はできると思われ るがその中で組織

化 されていること,意思決定が早 いこと,大規模開発 vcも対応 できることを選択条件

として,望ま しい共同化手法 をあげ ると(1)地主共同型 (会社設立型 )(2)同 (土地保有

組合介在塑 )(3)地主デ ィベ ロッパー提携型の 3手法があげ られ よう｡

これ らの手法は前述 した ように各 々その特徴 (長所 ･短所 )があ9具体的 にどの手

法 を採用す るか とい うことは,それぞれの開発 日的,地主の意思.属性 によって決 る

ものであ9.一般的 に一つの手法であらか じめ最適 とE]される手法はなV,ものである｡

共同化事業 を成功 させ るためにbj:, センター地区 に換地 を受けた地主すべてが,ニ ュ

ータウン開発理念である ｢乱開発の防止｣｢市民参加の衝作9｣ とい う根本を忘れず,

快適 で防 災上 も安全を街 を自分達が共 同で作 ってい くのだ とい う意義 を深 く認識 し,

相互 に理解 し,協調 してい くことが必要不可欠 を条件 となるであろ う｡

-67-



4-3 共同化諸手法に基づ く共同 ビルの建設にあた っての検討事項

4-3-1 共同 ビル建設の流れ と検討項 目

共同 ビルの建設 にあたっては建設着= か ら完成 まで, また完成 してか らの運営 ･管

理 にいたるまで予想され る諸問題 について予め十分検討 をし問題点があれば着工 まで

には解決 しておかなければ ならをい. 法律面では, ｢建築基準法 ｣, ｢建物区分所有

等 に関する法律｣｢税法 ｣, ｢ビル管理法｣｢不動産登記法 ｣等の問題が あ り, また

建築す るためには,資金計画,採算性,課税上の問題等 について十分な理解が必要 と

なって くる｡ こ こでは 図 4-3-1-aの建設のフ ローに従 って以下の如 く検討すべ

項 目を掲げそれぞれについてその問題点の検討 を行 うこととす る.

共同 ビル建設の

lL単独 では利用 ･
建築 で きない
(敦地面節が過
小 )

2)単独では利用効
率,採算性が悪
い.建築費が高
くなる

3)単独 では資金 が

不足する

4)その他

共同 ビル建設に
関しての全員 の

建築費の負担方法 ･
資金計画

事業工程の決定

事業 .建設等 に
従前資産 ･従後資 関する細 部のつ
産の評価 め

課税問題

処分 ･賃貸条件 ･
テナ/ トの選定

管理計画

登記関係 の検討

その他共 同ビル建
設 にあたっての不
安要因の除去

囲 LL-3-1-a 共同 ビル建設 フロー

-68A





4- 3- 2 事 業 計画 の検 討

共 同建 築 をす る場 合, 全 般 的 を事業 計 画 を立 て る必 要 が あ るれ 基 本 的 な事項 とし

て事業 主 体 は どの ようを ものが よ りよい か, 事 業 化 の手 法 , 事 業 費 の計 画 は どの よう

な もの にす るかなどの検討 が必要 となる.

1 事 業 主 体 の検 討

事 業 主 体 につい ては大 き く分 け る と個 人 と法人 に分類 さ れ るが, これ を細 分化 し

てみ る と下表 の よ うに な る｡ これ らにつ い て一 般 的 な条 件 を整 理 す る と次の とお り

で あ るo

表 4-3-2-a

∴ 個 人 法 人
a - A ㊥ 共 同 0土地所有者+ ㊤土地所有者の法 人 ⑳土地所有者+ ㊦デイベロツノ｣

施工規模 規投が小さho 中規模が可青Eo 中.大規模 辛.大規模 中,大規模 中,大規模

建 築 物 小規模のケース 高度立体利用が 高度立体利用が 高庇立体利用が 高庇立体利用が 同 左

が多く立体利用効率が妨るO 可盲E. 出来ることが条件8 可能○ 出来ることが条件○

資 金 面 ①個人でのき金に限界がある○ ①共同資金によb事業ができ ①共同出やができる○①共同や金Kより事典規模を ①T イ-ロ-/--と共同出賢 7-イへロツ/､-のま至営力 .缶金

②幣金関連が個 拡大できる. るo (診所有する土地, ができるo 力による○

人の担保能力 (参土地の担保九 ②土地の連保力 役員の担保力 ②デ イベロツノミ

缶力作よb異 連帯保証によ デイペロタ,i 資力に負 うと -の経営援助

なるo b資金の調:逮が可能o - の賢金援助により資金調達が可能o ころが多い○ がある○

経 営 面 個人の経営能力によるところが 各個人の意見の調整及び協調が の経営力をたよ 役員の経営能九 土地所有者とデ -

フ~イへロブノー

大きい. 必要. れる○ 共同経営o
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2 事業費の見所 り

把握すべ き事業費は一般 には大きく分けて更地化に要する費用 と建設費がある｡

ニ ュ ー タ ウ ン地区ではもともと更地が対象となるので こ こでは主 に建設費が対象と

なる｡費用項 E]と費用割合を列記すると概ね次のとお りである｡

(1) 直接的事業費

① 建築費関係 . 総事業費の 75%～ 85卑程度

② 開発関係費 建築費の 10%～ 15飾

(卦 諸 経 費 . 〝 5飾～ o卑

④ 借 入 金 利 年利 10%程度

⑤ そ の 他 ･ ･ 建築費の2- 5%

(2) 間接的経費

① 租税公課 (固定資産税,都市計画税,事業所税 ) ･ 建築費の 3- 5%

(参 テナン ト･入居者募集経費 ･ 建築費の 3- 5多

③ 近隣対策費 ･･ 建築費の 1- 3飾

(む 登記料,相談料 建集費の 2- 3帝

これ ら事業費の支払い,負担方法については事前に共同建築する個人間, 夜い L

は個人,法人間で明確 に取 り決めてお く必要がある0

3 事業化手法の選択

事業化を進めるにあたってどのような共同建築手法を採用するかを十分に検討 し

夜ければ75:らない｡共同建築の諸手法については4-2-5で述べた ように各方式には

各々特徴があ りすべ ての人 にとって絶対的に有利を手法は 覆い｡従 って参画す る地

権者の属性 ･希望条件 を十分検討 ･尊重 し,資金力,所有形態,管理運営形態等地

権者の特性 に見合った最 も有利で現実的に実現可能な方式 を地権者の合意の もとに

採用すべ きである｡

4 事業推進工程の検討

事業計画に基づいて事業 を進めてい く場合 に=程が細か く検討されをければなら

ないo共同建築するためにはその日的,方向等について全員の合意を得 る必要があ

るがその時期,公官庁への届出,建築工程,分譲 ･賃貸条件の検討,管理の方法等

ビルの着=か ら完成,運営 までの工程を把握 し,併せて資金計画 を検討 し夜ければ

75:らない｡

具体的 夜=程は規模,地域の実情により一概 にはいえないがマンション事業の場
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合でみると企画から販売まで1年～2年位でなるべ く短vl事 業 工程 を考えてい るのが通

常である｡ これ より長 くなると採算性が悪 く在るので事業化 自体がむず かし く在る｡

商業 ･事務所 ビルでは,問題点 ･検討事項も多 くなることから期間はこれ より長 くなるケ

ースが多いが工程が長 く在ればそれだけ金利等の費用負担 も多 くなるものであるか

ら,権利者相互の協力に より出来 るか ぎりの期間の短縮 を計 ることが必要 とをるで

あろう｡

企画 ･合意 を得 る期間 許認可の期間

6ケ月～ 2年 (住宅 )

1- 5年 (商業 )

(3- 6ケ月 )
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4-3-3 資金計画の検討

1 資金導入方法

建設資金の導入方法については最 も有利な資金 を活用することが重要 な ことであ

る｡建物 を建築する際の資金調達方法については公的融資馴鹿 として住宅金融公庫,

E]本開発銀行, 中小企業振興事業団等ある｡ また市街地再開発事業等特定の事業 目的

によっては国,地方公共団体の補助優遇制慶があるので事業化に見合った低利長期

の公的資金を効室的に利用すべ きである｡

2 公的資金の融資制度

公的資金の融資制慶の中で港北 ニュータウン地区に適用可能を住宅 ･商業サービ

ス等の融資制瞳は表 4-3-3-aのとおりである｡

3 資金計画

(‖ 商業 ･業務専用地区

商業 ･業務専用地区でピルを建設する場合,当地区はほ とん ど更地の状態が予

測されるので直接の公的資金の融資制慶の適用は一般的にはなho従 って建設資

金は 自己賀金,テナン トからの保証金,金融機関の融資を受けることとなる｡

その資金構成割合は 自己資金はその調達力の大小,テナン トか らの保証金は立地.

賃貸条件により異な り立地条件が良 く,収益性の高い ところは建築=事費の金額

が保証金 によりまかなわれるケース もある｡金融機関からの融資はこの不足徹 と

なるが,資金計画の安全を期すには自己資金の比率が高い方が より望 ましいのは

当然である｡

(2) 商業併用住宅地区

商業併用住宅地区でいわゆるゲクパキマン シ ョンを建設する場合,一般的を条

件の地権者-の融資は住宅金融公庫の融資資金の種類の うち民間団地分譲住宅

(但 し対象は住宅部分のみ )と一般中高層耐火建築物 (店舗付 ･住宅 )とが対象

となるO融資額は建設費の各々 80飾, 75帝が受けられるのでその不足敬 は自

己資金をいLは市中金融機関からの融資を受ければ よいこととなる｡
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表 413131a 住宅関連融資制慶 一覧

良fi嶺EM rt金の横井 尉 煎 1.1 叔 駿 rt 条 件 鮭ft愈口そ の 他馴 脆 . 地 域 対 故 老 限 度 懲 利雄 (年 ) tI煮 期 間

住 宅 金 長女 値入共同銀毛 ★1す 他 人 越取焚及び土地 5.054 lo咋- 35年 住宅金僻

ム Ja; する-I. と○)20m2以下O 取弔事軟の80年l戸当り600万

(‖ 同 上 iL!設焚及び土地 7.05%(住宅のb交

上 L20m2以To 取補填の 80年520万円嘘故規梅が 100戸以上 650万円 政に,RL九州

人5.05年 ) ItJI〇･住宅のDI愛人は lO年-35年

畑設焚及び土地 同 ｣= 同 ｣ニ

根神蚊の80年 公 俳

RX'○ 以内で 】Fi】り650万円. 肪人fi金にあつては 750万円o

越取史の 99̂ 5 6.84 同 ｣二

弟.捷宅の伊受 (住宅の研受



AAtltlrq 曳金の棟か 一秒 れ 対 At 一■ 文 典 作 ■tIBOそ の 他制 L匠 . 地 放 1.1 故 .軒 限 度 妊i 利破 く年 ) tI丑 朋 W

住 宅 金 敵公 碓 個人,滋三人 同住宅o下 土B政党の 99.JI5I 5.059 35年以内

宅 (‖～LJlJ 岡上 槌没我の 4.059 35年以内斗i-者O 99.Ll5弟

個人 .法人 iJ!殴軟の 75年 住宅部分 上 住宅部介に ､

狗 (店舗付任毛 ) 地力ムきち日】体 ること○ 6.25%非住宅部分7.05¢ よ内 (白か ら居住する知分につ つt,てIi敷金以

協会,公寸土 上 )]20m2 以下. の槻肝を含む )非位宅細分 】0内の撫tlを含む) 外の伸利金.協力金の撤収は聴め られない○

個人 .法人 (1ト (5日司上 建設資の 同 上 同 上

ultTb(丁パー ト) 砺○(2) 同 上 99.45¢

拙策柴の 90ヰ 同 上 同 上



一lrlfBrq; 較金の稚顛 駿 n 対 叔 船 井 条 件 titせ亡そ の 他
制 度 . 他 J* 羽 虫 者 限 盛三 朝 刑事 (午 ) bt菟 朋 間

住宅公団 住宅 い○ 9.▲､ 畑牧町経てあることo 住宅雌役女はloos 住宅 5.054 当初 10年 住宅公EZ]

抹井上見合 う所 ) 施設建散文は併せて嘘設する住宅の延床面桝の2/3 のエdllt士でC 7.4 ≠施設 7.4 * 牧期 25年】0年

-

7

t)
I



一■tdLrq 久金のLXj肌 卑l 文 か1 奴 A* 穴 央 件 l■書O Elそ の 他blJ 庇 . 地 銀 1.1 奴 卦 FJl # 廿 別躯 (申 ) 依 菜 朋 nq

匡】 Jt井ta同

上る施行地域o )宅にするも■0)○もの○ 粒 食 等

横浜市事由集 (‖拙策面併x60.000円/(2ト陰宅金融公庫と併用する二吸令地集両税 ×10,000円/m2 8.5〆 】0年以内 節

助成公社 (6ケ月拒t )

神奈川県 LJtlbo主抵集す る○ 川再開発gl薬に1るもの-.-.-経典I市費の85¢12lその他相集工車乗の75% 6.3年 10年以内 lt



表 413-3-b 商業 .サー ビ ス関連融資制鹿一覧

船井倹BA] n金の種類 舶 汽 対 象 駿 穀 条 件 放た忽E]そ の 他
馴 鹿 . 地 域 対 故 老 限 度 和 利S (* ) 甘 煮 期 間

中小企兼振興中英E3l ¢柴央r司曲合.合併会社等○ - _65〆以内 2_7年 12年 殊商工担当 抜

炎同85枚S薬 ¢粟共同組合.商店特撮舛組合串○ - 同 _上 同 上 同 _上

商IBl合中央金成 同 上 - 特になし 7.5%7.747.8〆 】年-3年以内3年～ 7年以内7年 以内 本 .真二店

組合の転焚ri金 同 上 - 同 _上 7.7年7.9〆&05 同 上

柵戚Jl正貨 同 上 上妃の組合Jl - 同 上 7.94&lS8.2年 同 上

【ヨ 民 金 融公 JiIE 普通横付 運転較全設備狩金 下 ) 1,500万円 7.l年 運転 5年設備 7年(婚fL2年 ) 本 .支店

食品僻村 店舗新改無運転た金o - 2.200万円 7.1* lo奉(据催 2年 )



駿ft機関 汽金の価ガ】 牌 fE 対 粂 敵 fE 条 件 船殻感口そ の 他制 度 . 地 域 対 象 者 限 度 敵 刺客 (年 ) 併 遼 期 間

中小企菜 設備rl金 - 正接や付 7_055 ⑳ 10年

金融公庫 うち㊥9000万円代理貸付㊨ ,㊧ 別枠 で2500万円 ⑳ 5年;松井 轡2年･′⑳1年 )

同 上 加 している者o - 同 上 6.55% 同 上

環境衛生 -般貸付 殴偏ft金 - 1800万- 7.14 =)年 指定金融

金巌公庫 i室転賢金 5000万円 機 関 等

日本開発 雄殻汽金 畑殻工砂柴の 7.■】¢ 25年

銀 行 莱 以上# 50車以内 (5年以内糎催 )

横 浜 市 小 規 模企燕資金 無担保 設備汽金 300万円 6ー2弟 50万円以内 取扱い無保証人較 金 運転較金 3年以内50万円題4年以内虎匿6ケ月 金融機関横浜市借用保証協会

小口較金 rE7] ｣二 の保証○ LIOO万円 6.24 同 上

歩薬敷金一枚 同 上 同 上 800万円 1年以内5.7551年以上6.8年 運転敷金5年以内設備ft金7年以内 同上

I
7
9
1



l鼓fi樺1姻 ri金の他方1 鮫 n 対 故 駿 ft 条 件 船tl昏E=そ の 他
制 産 . 地 峡 対 故 老 限 鉦 戟 利峯 (年 ) 仇 丑 朋 rin

横 浜 FF1 L&仰攻洩fi金 娘側出金 2500万円 6.5*但 し 1.5年年 5年相当の利子補給を行 うO 100万-300フ刑 3年300万一一600刃勺 4年600万--2500万Ⅰ】5年(腐鑑 6ケ月含む ) 取扱い金触戟牌桝浜借用保五E協会

神奈川県 小企苑di 無担保 ittift壷 250万円 6.2年 †キ 神奈川yk

盛 れ 金 簡易保証駿 rt 投仰穴金 (確倣 6ケ月 ) 借用保征ta 金商工会儀節各地区行政 七/メ-

無超保巌 fi 同 上 同 上 500万円 6.5% 250万円以下3年250万円鳥JI*(婚K 6ケ月 )

qF典rt金一鮫 同 ｣二 同 上 (原則 ) 1000万円 l年以内何川俣iiE協会の保b:l牛虎 5年以内 噸抜金息や叫各地区事旨jさ七/メ
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所有形態の検討

共同 ビルが完成 した場合,その所有形態 には種 々の ものが考え られる｡共同 ビルは

土地･建物一体 として機能 している ものであ りその所有形態は大 き く分けると区分所

有す る場合 と共有する場合 とがある｡

所有形態 を検討す るに当 っては,土地,建物は法律上は別個の不動産であることか

ら土地 と建物 に分けて各 々のケースについて地主だけの共同 (地主共同型 )と地主 に

第三者 (民間デ ィベ E,ツノて-,第三 セクター,公社,公EZ]等 )が加わって共同 ビルを

建築する場合 に分けて検 討する.

1 土地,建物 とも各 自で所有するケース (区分所有方式 Ⅰ)

(I) 縦割方式

(故地 ･所有権 ) (故地 ･借地権 )

A,B

甲 ,乙
)権利者

｡ 最 も原始的 な方法で建物は縦割で区分所有す ることとLA. Bは各 自の敦地

上に建てることを基本 とし,故地の境界線上 に共用部分 (ェ t/べ-クー階段,

機械室等 )を配置す る｡建物全体の有効利用上支障が あることが多 く共 同化の

メ リットが少 ない｡

(2) 横割方式

(敷地 ･所有権 ) (敷地 ･借地権 )

建物 を横割すなわち階層別に区分所有する場合で建物全体の有効利用が計 ら

れ共同化のメ リッ トが大 きい分譲マンシ ョン等 に多 く使われている｡

この場合各 自の権利調整 (従前の各 自の権利割合 に対する従後建築費の負払
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床の取 り分 )を適切かつ公平に行 う必 要 が 参 る｡ この方法 については後記,

権利調整の項参照以下のケース も同様 となる｡

2 土地は共有 (準共有 ),建物は各 自で個別 に所有するケース (区分所有方式Ⅱ)

(敷地 ･所有権 ) (敷地 ･借地権 )

o 土地は合重 し共有持分 により各 自が所有 し,建物はその持分 に従 って区分所有

す る｡

o 建物有効利用上 メ リッ トが大 きい｡

3 土地は各 自個別所有,建物は共有するケース (共有方式 Ⅰ)

(敷地 ･所有権 ) (敷地 ･借地権 )

｡ 土地は従前の乾の まま各 自所有 し,建物は土地の権利割合 により共有持分によ

り所有する｡

O 貸 ビル経営を行 う場合 に採用され る形態 で共同化の メ リッ トが大 きい ｡

4 土地 ･建物 とも共有するケース (共有方式 Ⅱ)

(敷地 ･所有権 ) (敷地 ･借地権 )
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｡ 土地は合輩し共有持分により各 自所有し,建物は土地の持分に従って共有するo

o 貸 ビル経営を行 う場合特 に効率的で共同化のメ リッ トが大 きいo



5 地 主 にデ ィベ ロ ッ/l'-等 が 参画 す るケース 図 4-314-a

偉 才

置%(窟常fR75!')主 共 有 方 式 A 共 有 方 式 D匿%'京喪響主 tn飢区分所有方式 共 有 方 式 A 共 有 方 式 T3

二畠 二 =l_三患三 ≡

二 磨 = l千 =l畠 ≡-二



上記のように共同 ビルの所有形態には種々のタイプが考え られるが,共同 ビルの

建設にあたつては,事情の許すかぎり単純な形態 を採用することが契約香の作成,

共有持分の吉†算,登記,運営,管理する上で,望 ましい と言える○

6_ 共有方式 と区分所有方式の相違

共同ビルの所有形態は上記の とお り共有方式 と区分所有方式があるo共同 ビルを

建築する場合 どちらの方式 を採用すべ きかのチェックポイン トを以下にあげ るo表 4-3-4-b

＼ 区分所有方式 共 有 方 式

所 有 権 区分所有権の及ぶ範囲が明瞭で限定さ 所有権の及ぶ範囲が場所的に限定され

れるo ないで持分輩で表示されるo

利 用 上 自己の専有部分については 自由にでき 持分率に応 じた利用が出来 るが,原則

るが共用部分の利用については目的に 的には場所が特定されていないので ど

沿 った利用に限定されるo のような利用の仕方をするかは共有者

区分が明確で自己使用を主 目的 とする 間で協議するO賃貸経営を主に考え る

場合にメリッ トが多いo 場合には全 体の有効利用が図 られメ l)ツトが大 きいo

処 分 上 専有部分,土地は自由に処分できるO 共有持分樺は 自由に処分できるo

(共用部分は専有部分に随伴する) (土地,建物共 )

登 記 上 専有部分,土地の持分は登記できるo(土地は所有形態により変る ) 共有持分の登記と在るo

ピル全体の 区分所有の対象とするには構造上 .刺 建築上は単独 ビル と差がなく効率的を

効 率 用上独立 してい る必要があるから,間仕切 り及び共用部分 (エレベーター,階段等 )の配置に影響を受け効率が落ちることがあるo ビ ルができるo

所有者間の信 板 関 係 特 に信頼関係 を前提 と.し75:くてもよいo -般的には信頼関係 に基づいている○



区分所有方式 共 有 方 式

そ の 他 共有 ビル全体を処分した り賃貸 したりする場合には共有者全長の合意がをければならをいo従って 1人でも反対者がいると重要を事項は決め られなくなるo (原則 )テナ/ トと契約する場合で も共有者全員 と契約することとな り,全員の協議協力が条件 となるか ら相互の信頼関係は重要な こととなって くるo

根 拠 法 ｢建物の区分所有等に関する法律 ｣に 民法の規定
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4-3-5 建設費の負担方法等 につVlて

共同 ビルを建築す る場合,共同 ビJL,事業 に参加する地権者相互の建築費の負担割合

をどの よ うに したら よいか とい う問題がある.一般 には総建築費を土地 の持分割合

(土地の持分割合は通常鑑定評価 に よる価格削合,または面研削合.容積削合等 比よ

って決めるo )に従い負連す るとい うことを原則 として考えるべ きである. これは土

地 の持分 と建物の持分割合 を一致 させる必要があるからである｡土地持分 に応 じた建

築費を負担 できない等,土地持分 と異 なった負担方法 とすると,権限 を有 しない土地

に建物が建築 されているとい うことに なりこの部分についての土地の売 買,借地権 の

設定等 を行い土地の持分 と床 の持分を相応 させる必要があるからであるO

次把土地持分 に従 って建築雪を負超 して共同 ビJt,を建築 した場合,建築管 :土地持

分割合 に応 じた ビルの床 をどの よ うに取得すべ きかが問題 と在る ビルの床 の持分の決

め方 に ｢建物の区分所有等 に関する法律｣ 第 10条 に ｢各所有者の持分はその有す る

床の専有面積割合 による｣ としてい ることから,｢専有面積割合｣による, とい う考

え方がある. しか し共同 ビルの用途が中高層の商業 ･住宅 ビルの場合 には階層別に各

々価格差があ り,同 じ床面積 でもどこの階層を取得するかに よって価格 が異 なるもの

であるo従 って適薬費は土地持分に従 って負超 し,床の取得については建築後の建物

の床価格割合 によって取得する方法が最 も合理的 ･妥当 な方法 といえる｡ しか し,皮

面横割合 で取得する方法は一般の人 に比較的わか りやすいとVlう長所 もあるので階層

別に価格差 (価値差 )の ない従割共同住宅.店舗又Pi低層共同住宅の場合把は有効で

あるo

床価格 の評価 を面積割合 とした場合 と価格割合 とした場合の関係 を例示すると次の

ようになる｡

<条 件>

州 全体の価格

土 地 : 100

建奥費
建 物 】00

(2) 権利者の持分割合

Al- Bl･ C÷

(3) 建物専有両所 各階 100m2
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1階 2階 3階 4階 5階
(4) 階層別効用比率 100 80 70 60 60

共同 ビル (商業 ･業務 ビル )
特別 専有面杭 m2 階層別効用比 効 用 棟 数

5 100 60 6,000

4 100 60 6,000

3 100 70 7,000

2 100 80 8,000

1 100 100 10,000

計 500 370 37,000

<条件設定に基づ く言十算例>

(a) 土地持分 + ,33帝 を効用比により床を取得 しその割合で建築費を負担した場

∠ゝ
l｢

37000
① A,B.Cの持分 - 12,333

3

② A が 5階 か ら順次持 分に従 って取得 した場 合

5階 4階 3階の一部
6,000 + 6,000 + 333 - 12,333

(100m2) (100m2) (475m2) (20475m2)

(参 同様に 1階か ら順次取得した場合

1階 2階
10,000 + 2,333 - 12,333

(100m2) (2916m2) (12916m2)

④ 5階か らとると204m2

1倍か らとると 129m2
) となり

床面積 では差が 出 て くるが価値は同 じ効用桁数の 12,333 をもととして

お り同一であるので公平妥当といえる｡

(b) 専有床面所割合で床を取得 しその割合で建築費を負担 した場合

500
① A,B,Cの持分 - 1667

3

② A,13,C は上階か ら取得 しても1階か ら取得して も取得床 に差は夜く1階

と 667m2 とをり公平のようであるが価値の高い階 (1階 )を取得 した者が

有利 と在り合理的で夜 く在る0
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4-3-6 権利調整の検討

共同 ビルは複数の権利者が集 まって共同して一つのビルを建設 しようとするもので

ある｡そこで共同 ビルを作 る前提条件 として従前 (建築前の状態 )において各権利者

の権利価格はい くらか,全体 比占め る割合 けどの程度か,又,従後 (共同 ビル建築

後 )において全体の床価格はい くらか, 自己の所有できる床は伺 m2れ 建築費の負

担割合はどの程度か,等各嘘権利者にとって公平妥当で納得のい く方法で決定 しなけ

ればならないO この ように従前の権利割合を従後の価格に変換することを権利の調整

とL̂ う｡

1 従前 (建築前の状態 )の権利価格

港北ニュー タ ウ ンの場合には更地 (土地 に建物等の定着物がな く,かつ使用収益

を制約する権利の付着 していない宅地 )であるので土地の価格 を評価す ることとな

るがその評価方法はある一定の価格決定時点 を設定 し地価公示地 ･基準地の標準価

格,近隣周辺の取引事例価格,収益性を反映 した収益価格をもとに決定することに

なるO個別 の土地価格は所在地の用途,公法上の規則,地域の状態により各 々異な

るものであるので共同 ビル敷地の評価の考え方を述べることとす る｡

(17 面横比による場合 一 当該ニュー タ ウ ン タウ ンセンター内共同 ビル敷地の

評価方法 - 両税比 とは共同 ビル敷地内の各土地の面析割合をもって各権利者

の持分割合 とする方法である｡

セ/ クー地区内の申出換地により細分化して仮換地 を受けた衝区内の土地につ

いては,仮換地指定の際,街区単位で単位面析当りの価値付 を行なった経緯か ら

街区内での位置,形状,規模,道路条件により格差を設けないで平均的な価値付

を行ない,面ql比k:より各権利者の持分割合を決定するのが最 も妥当を方法であ

る.一般に面額比により持分割合を決めて よい ような画地は相互の位置,形状視

模が同程度で同価格 になるような画地であるO この方法は単純で誰れにもわか り

やす く良い方法であるが このようを画地は現実には少ない.

(2) 価格比 による場合

価格比 とは共同 ビル敷地内の各土地の評価額割合によって各稚利者の持分割合

とする方法である｡

当セ/ クー地区内の申出換地により細分化 した街区については適用外 となるが,

一般の共同 ビル敷地 については妥当を方法である｡敷地内の各誰はその位置,形

状,規模,道路条件が各 々異 なることか らその価値が異 なる｡又その価値差即 ち
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格差はその地域全体の状況,用途 によっても異 なるものであるか ら各権利者が

得い く価格付は当事者間ではむずかしい｡そ こで公平妥当を価値付については不

産鑑定士等の評価 を得 ることも一つの方法である｡

2 従後 (共同 ビル建築後 )の床の評価

建築 した共同 ビルは中 ･高層建築物 となるが, この中 ･高層 ビルは一般に階層

に顧客の利便性 ･収益性 ･快適性 に差異があることか ら階層別に価格差があるも

である｡共有 ビルについては従前の持分が ヒルの階層に差がな く全体の持分とし

1階か ら上層階に及ぶか ら階層別価格 を問題 とする必要は食いが,区分所有 ビル

ついては階層別の価格差は従前の持分割合が同 じで も何階をとるかによってその

面横 も変わって くることに より階層別床価額の とらえ方が重要を問題 と75:つてく

そこで評価上の考え方をのべることとする｡
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(1) 階層別床価格の考え方

低層木造共同住宅や 中層程度の全階共同住宅の場合には建物 の分譲価格又は賃

貸条件は専 ら専有部分の床面横の広狭 によって決定 され階層や位置 とは無関係 に

すべての部分が同水準 なのが通常であるO ところが高層又は超高層建物, 75,かん

ず く多 目的高層又は:超高層建物の場合には,建物の分譲価格又は賃貸条件は階層

によりあるいは同一階層 であって もその位置 によりその差異が認め られ るO この

理 由は建物の各部分の単位当た りの建築費に差異が浸 くて も用途別 ･位置別にそ

の利用価値, ひV'ては経済価値 に差異が認 め られ るか らであるoそ してこの場合

における効用の価値判断は店舗用 ビルの場合には収益性の大′｣＼,事務所用 ビルの

場合は能率性 の良否,居住用建物 の場合には快適性の良否が基準 と浸るo最近は

建物の高層 ･超高層化が著 し く, それ とともに建物の階層 ととの効用の差異がは

っきりと現われて来て いる｡即 ちマンシ ョン等 の高層住宅では:一般 に上層階 に75･

る忙つれて価格又は賃貸条件の水準が徐 々に高 くなっているが, この理 由は下層

階 に比戟 して上層階の方が快適性の点 で優 るためである｡その内容 としては,①

日照 .通風条件が より良好 であること,④眺望が より優れていること,(彰圧迫感

が ない こと,径)自動車の騒音,排気 ガスの影響が少75:Vlこと,L9住人以外の第三

者が入 って くる可能性が少 75:く防犯上 より優れていること等が考え られるo 10

階建程度の高層事務所 ビノレでは地下 1階,地上 1階は店舗 として利用 し, 2簡以

上事務所 として利用 しているケー スが多いが この場合は 2階は 3階以上に比戟 し

て能率性がやや優 ること,将来店舗化の可能性が見込 まれる等 の理 由に より,価

格又は賃貸条件の水準がやや高ho そ して 3- 10階については能率性 について

殆ん ど差が夜いため価格又は賃貸条件は概ね同水準である｡ しか しなが ら 15階

を超え る超高層事務所 ビルでは眺望が優れていること,圧迫感がない こと等 によ

り上層階の価格又は賃貸条件の水準が 3- 10階部分 と比戟 して高 くなる｡高層

店舗 ビルの場 合は地上 1階が顧客量 の最 も多 く, 売上高が大 きい こと,広告宣伝

価値が大 きい こと等の理 由で価格 又は賃貸条件の水準が高 く, 地上 1階か ら遠の

く忙従 って水準が低 くなっているのが-殻的 であるO高層建物 を評価す る場合に

は,上述 の如 く階層 ととの効用差 を考慮 に入れて評価することが重要 となって く

るが, この階層別の効用差 を何に よって把握すべ きかが問題 となる｡ ここにおい

て不動産に対 して人 々が認 める効用 とその不動産 の価格又は賃貸条件 には深い相

関関係があ り,従 って建物 の階層別の効用差は階層毎の単位面積当た りの分譲価
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格格差又は実質賃料 (年額支払賃料 と保証金 ･敷金等の一時金の運用益

の合計額 )の格差を基礎 として把握するのが妥当 と考える｡

(2) 階層別地価配分率 と階層別効用比率

高眉唾物の階層別効用差は階層 ととの単位面積当た り分譲価格差,

を基礎 として把握するのであるが, この す覗表を差用吻局屠階に台場

りの方法があるO-つは階層別効用比率(AJとい う表現の仕方であ り,

地価配分率(B)とい う表現の仕方である.

階層別効用比率の考え方は,階層別の分譲価格又は実質ノ賃料は,

実

る

依

賃

に

と

質

の

及物建

が一体 として生みだしている効用の対価であるか らその対価の比率をあ ら

層別効用比率は建物 と敷地 とに分離 して考えるべきではなく,両者一体 と

価額に対 して適用すべきもの とするものである｡

階層別地価配分率の考え方は,建物の経済価値は物理的に把握 が方たし

やすいとい う点に主眼点があ り,土地価額を除 く建物の各部分の構造上の

特定の部分VE対 して特別の構造を施 した場合は別 として- 忙差異がないを

物 自体の価故は階層又は位置に関係 な く同一であるか ら建物 自体には階層

効用差をもたらす要因が存在せず,建物の階層 ことに価格差又は賃貸条件

もたらすの帆 土地の寄与率が階層 ととに異なるからだ とする もので,建

層別効用差は:土地価敬の階層別配分差を考えれば よい とするものである｡

(∋ 階層別効用比率を採用 して評価する場合の手順

l 敷地の更地価額 を評価する｡

Il 建物について専有部分の価額,部分共用部分の価額,全

階

び

わ

し

理

価

ら

と

の

物

の分部用共体

を評価する｡

"I 近隣地域及び類似地域VEおける同類型,同品等の建物の階層別単位当

の分譲価格又は実質慣料額か ら階層別効用比率 を求める｡

lV 建物の各階層の専有面横に階層別効用比率を乗 じて各階層別の効用街

求める｡

∨ 全階層の効用棟数の合計を 100とした場合の各階層の効用棟数の首

(階層別持分割合 )を求ゎ,土地価嶺 と建物専有部分の価額に乗 じて,

層別の専有部分の価額 を求める｡

VL 建物の部分共用部分の価額については関連する階層 に階層別持分割合

は専有面積の割合 )に応 じて配分する｡
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vrI 建物 の全体共用部分の価額 については,各階層 の専有部分の価額 (又は専

有面積 )と部分共用部分の価額 (又は部分共用部分の面積 )の合算額 (又は

合算面析 )の割合により配分 して,各階層別の建物価額を求めるO

桓) 階層別地価配分比率を採用 して評価する場合の手順

l 敷地の更地価額 を評価する｡

II 近隣地域及 び類似地域 における同類型, 同品等の建物の階層別単位当た り

の分譲価格 又は実質賃料額 を基 として階層別地価配分比率 を求める｡

= 建物の各階層 ことの専有面積 に階層別地価配分比率を乗 じて階層別地価配

分棟数 を計算 し,全階層 の地価配分棟数の合計 を 100 とした場合の各階層

の百分比 (階層別地価持分割合 )奄求め,土地価額 に乗 じて各階層 に配分さ

れる土地価額 を求 める｡

IV 建物について各階 ごとの専有部分の物理的建物価額及び共用部分の物理的

建物価額 を評価 し,各階層 ととに合算す るo

v 建物 について全体共有部分の建物の物理的建物価額 を評価 し,各階層 の専

有面横 と部分共用部分の面棟の合算の割合で各階屑 に配分する0

vi 各階層 ごとに配分 された士地価旗,建物価旗の合計額が各階層別建物価額

と走るo

理論的にはいずれを採用 して も評価額は同額 に売るが,実務上 では階層別

効用比率 を採用 した方が評価が しやすい場合が多い｡

(3)位置別単価比

ある建物 における同一階層 の空間を細分化 して小売店舗,事務所,住宅等の用

途 に利用する場合,それが位置す る場所によって, それぞれ収益性 ･能率性 ･快

適性が異 をる もので, この効用の差異のみに着 日して各用途の単位面積当た りの

床価格 を指数化 した ものが位置別効用比であ る｡ ところが, これ ら小売店舗 ･事

務所 ･住宅用の不動産 としての価格はその不動産 の ｢効用｣ を基礎 とし更 にその

不動産 の需要,供給 に影響 を与える要因 として ｢相対的稀少性｣ ･ ｢有効需要の

存在｣の三者の相関関係 を追求 してゆ く必要があ り必ず しも収益性 ･能毒性 ･快

適性の効用だけで決定 し得る ものではない｡例えば効用が同程度の不動産 であっ

て も単価が必ず しも同 じとは限 らないが, これは規模 の大小が有効需要に影響 し

て価額 に反映す るためであって,不動産の価格 について単価 と総板 との関係 を無

視 で きない一面 を有す ることを示す ものである0
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この ことから同一階層の空間を細分化 して利用する場合の価格 ランクづけは,

位置別効用比 として肥えるよりも位置別単価比 として杷える方がより妥当性を有

するもの と判断 し,共同 ビル完成後における権利変換計画上の基礎 と在る同一階

層内の位置別格差は ｢位置別単価比｣ を採用すべ きと思 う｡

一般的を各用途ととの位置別単価比の基藤 となる主 な要因は次の とお りであり,

これを定量化すれば よいことに去る｡

店 舗一収益性

(

収益増大-売上に影響を与える要因,①各店舗が面する通路の性質

(中心動線 ･補助動線 ),㊥通路 に面する長 さ,O形牧,

㊤店舗 と通路 との関係,⑳ エスカレーター ･エレベーター

階段からの距離,㊦客足の流れとの関係位置

費用最小一費用に影響を与える要因一 商品の搬 出 ･搬入の使否

∴ ∴ ･ ‥ 二､ ∴ ､. . ∴ ､.

･･ - ･･-､,. :::∴ 二 ㌦ ...i.l‥ ..∴ ∴ ､.ざミ..‖-..... I.

-の面横,エL/ベーターの騒音 ･振動

3 敷地利用権持分割合の決め方

｢建物区分所有等 に関する法律｣によると敷地利用権の持分につV,ての直接の規

定はなVIo但 し第 10条に｢各共有者の持分はその有する専用部分の床面横の割合

による｣とあることから一般には共用部分の持分割合にならって専有面額比に よっ

て持つこととする場合が多い｡ これは一般の人には適正 友帽層別 ･位置別の価額を

把握することが困難であるために比収的価額比に近い専有面積割合 としてV,るので

あるから敷地利用確の持分割合は床価額割合によることが妥当と考える.

4 権利変換計画の検討

以上の考え方に もとづき地権者の従前資産 ･従後資産評価を行 うことで各地権者

の仰得する従後の床の価額 ･階層別 ･位置が確定 し権利変換 (交換 )が可能 となる｡

ただし両価格に開差がある時には清算 を行 うこととをる0

5 階屑別効用比率を用いた階層別床価額の求め方 と具体例

(1) モデルとした共同 ビルの概況
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(D 対象共同 ビルの所在地 と状況

国鉄 S駅か ら徒歩 3分,交通量の多い国道〇号殻に沿った事務所,金融機構

が立地する高層事務所地域にある○S駅は国鉄のほか,私鉄 T線, I線,地1

鉄緑が乗 り入れているター ミナル駅で乗降客が多 く対象地域 を中心にして背召

には/J､売店舗があるが商況はあま り良 くをho

④ 土地の形状,規模..一間ロ 307n,奥行 60一花,面積 1800m2

(彰 建築物の構造用途,規模

構 造 :SRC造地下 3階付 11階建

用 途 :銀行,事務所

規 模 :延床面概 17,043m2

専有面秩 12,818m2

共用面析 4,225m2

④ 公法上の規制 .-商業地域,容横率 700%

(身 長有効使用

高層事務所地

(む 対象共同 ビルの階層別効用比率

｢〇〇〇丁 目共同 ビル (仮称 )｣の階層別効用比率

搾屑 .用 途 2B 1B lF 2F 3F 4F 5F 6F 7F 8F 9F lop llF
駐 車 場 銀 行 銀 TT飲食店 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所 事務所

階Ji別効用比妥 14 100 86 60 60 60 60 60 60 60 60 60

① 土地,避物の評価額

土地価額 2,461,000千円

建物価額 3.145,200千円



(2) 階層別効用比率 に もとづ く対象共同 ビルの階層別床価額

階 層 用 途 ①床 面 梼m2 ㊨有効 (専 @階 層 別 @効用積数 @持分削合 @ 床 価 額型L b Aむ @専有面桝 h2当 の床価額有 )面積m2 効用比率 ④×④ ④÷①の合計 施鋭建築物 (敷地を己 )評価額×(9 円 り 円

PH1.2.3 - 342 8189481,066222968641,1881.168 - - - - -ー1F 事 務 所銀 行 I.0211.1561,5101.4151.5341,493 60 49,080 0.067236 461.000

10F 60 49,080 0_067236 461,000

9F 60 49.080 0.067236 461.000

8F 60 56.880 0.077921 461.000

7F 60 56.880 0.077921 461.000

6F 60 56.880 0.077921 461,000461.ロoo461.000

5F 60 56,880 0.077921

4F 60 56.880 0.077921

3F 60 56,880 0_077921 461,000

2F 86 91.676 0.125589 660.000
飲 食 店 86 19,092 0.026155 660.000

lFlB28 銀 行 100 96,80033,880 0_132609 768.000

繋 車 墳駐 車 場機械室等 ILL 0_046413 108.000311 750

(3) 権利調整の方法

権利変換の原則塾 モデルの図示

(従前 ) (従後 )

共同 ビル (区分所有の場 合 )



① 従前の権利状態

I A,A,C,D,E は細分化 した土地の各所有権者

Il 土地の適正価格 を評価 し従前の持分を決定する

㊤ 従後の権利状態

l 土地の所有形態は従前のままで もエVlL合重 し共有持分として もよい｡又

は借地権を設定させることも出来 るo

H AT,BT,CT,DT,ET は階層別床価格でこれを従前持分に従がって

各所有権者が取得 した共同 ビル床｡

r" XTは地主以外の第三者 (ディベロッJl'-, 又は他か ら参加 した地主等 )

が建築費等 を負担 して参加 して取得 した共同 ビル床｡

rv A,B,C,D,E は従前持分に従って建築費を負担 している｡ (従前持分 と

異なった建築費の負担 をして もよいが土地持分の変更が必要 となるo )

∨ 例示は区分所有 ビルであるが共有 ビルの場合は従前持分率がそのまま共有

ビルの持分 となる｡

4-3-7 採算性の検討

共同 ビルを建設する場合,建築費等の事業費をどのように回収するかとい うことが

問題 となるO投下資本の回収は ビルを賃貸するか,分譲するかによるが,その際その

時点での賃貸 ･分譲条件 を十分検討 しなければ75:ら夜い｡

1 分譲に よる場合

分譲による場合,処分する床の分譲価格 とその売上原価 との差を求めれば よいの

で比薮的簡単である｡

例示すると次のとおりである｡

o 所 在 地 ○○市

○ 数 地 面 桁 約 300m2

0 公法上の規制 商業地域,防火地域 容量率 600%

○ 建 築 面 積 210n12

0 延建 築 面 析 1800 TTL2

0 構 造 規 模 鉄骨鉄筋 コンク リー ト造地下 1階付 8階建

o 用 途 地下 1階 ･1階 .I- 店舗 ＼ 地権者取得分

芸芸所 )2 3階 (土地のみの提供 )

4階～8階 - ビノネスマン･/ヨンとして分譲
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ビジネスマンシ ョン分譲VCよる採算

分譲価格

売上原価

建築=事変 260,000千円

設 計 料 8.000

コンサルタント料 3,000

日照等近隣対策費 6,000

売上利益

諸 費 用

金利 (工事費関係 ) 5,000千円

販売手数料等 (事務費含む ) 20.000

広告宣伝費 20,000

営業利益

357,000千円

277,000千円

80.000千円

45,000千円

35,000千円

2 賃貸 による場合

処分す る床 を賃貸する場合には,事業跨金 を長期にわた って返済す ることとなる

ので資金計画等十分検討 すべ きである.判断基準 としては どの ような条件 の時に何

年 で借入金が返済 できるとい う返済期間の長短 とV,う形 で比戟することになる.検

討項 Elは下記VC示す よう友香式 を もとに行 うと便利 である｡

(日 店舗 ･事務所 ･住宅併用○○共同 ビル計画の採算性検討条件

1 敷 地 面 秩 4127 m2

2 建 築 延 面 桁 83307n2

3 店舗有効面歓 2590TTL2

4 住宅有効面積 2800 m2

5 建 築 費 (以下㊤ とする ) L,012,773千円

6 保 証 金 105,648千円

敷 金 (住宅 )(駐車場 )市中銀行借入金 50,178千円

7 3不動産取祷税 (イ- ロ )×7す㌻ 12,980千 円

ィ. 建物評価額 I,012,773千円×60%- 607,664千円
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8 イ_ 土地公租 公課 120.000円/mZ×4127×蓋 - 8,419千円

ロ. 建物 .′ (㊨ -㊥ ×て誌 ) 2,685千円

① 建物評価額 607,664千円

㊥ 減額 (特例 )-. 減価償却費在) 開業- 15年 設備 607.664- 管 - 157,993千円
11012.773×0_3× - - 20.255千円15

㊥ 開業～ 60年 艇体-, 維持修繕管理費 ⑥ ×丁誌 1

1,012,773×0.7× 両 = 11,816千円

16,204千円

1年 ー 損害保険料 ① × i両 I,013千円

9 畳壕 免 許 税 6I,Ol2ー773×了両 石=6,077千円

lO 慣 貸 収 入ィ. 店 舗 63.389千円

ロ_ 事務所 -

ノ㌧ 住 宅 200.704fP]

こ. 駐車場 -
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(2) 共同 ビル建設期間中収支計算書

月項E] (0ケ月 ) ♂ 合 計

収入合計 0 398,065

前 期 繰 越 0 0
保 証 金 0 333,024

敷 金 0 65,041

-運 用 益 0 0
支払合計 243,924 993,953

建 築 費 0 705,600

土地取得費 161,040 16L,040

取 得 税 12,883 12,883

固定資産税 858 3,432

解 体 費 3,658 3,685

仮設店舗費 58,960 58,960

事 務 費 2,500 10,000

期 間 利 息 3,998 10,528

市銀支払利息 0 27,825642,3】3差引残高市銀借入金当期借入金 -243,924243,924

当期返済金 0 46,4250
残 高 243,924
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(3) 開業後収支予測及び返済計画

項Ej 年 1 2

(収入合計 ) 130,081 130.081

賃 貸 料 130.081 130,081

共 益 費 0 0
逓 用 益 0 0

(支出合計 ) 143,865 134,613

維 持 修 繕 費 12,096 12,096

損 害 保 険 料 I.000 i,000

事 務 費 2,400 2.400

固定資産税健 ) 7,902 7.902

し土)支 払 利 息保 証 金 2,575 2,5750 0
市銀支払利息 59,588 56,914

減 価 債 却 戟 58,304 51,726

(損 益 ) -13.784 -4,532

欠 損 金 控 除 0 0
繰 越 欠 損 金 -14L.097 -145,629

税 引 前 利 益 0 0
法 人 税 等 0 0
税 引 後 利 益 -13,784 -4,532

繰 越 剰 余 金当期利用可能資金合計 -14LO97 -145.62944,520 47,194

税 引 利 益 一一3,784 -4,532

前 期 繰 越 0 0
減 価 債 却 穀 58,304 51,726

支 払 返 済 後 17,781 0
保 証 金 0 0
取得税 (痩 ) 17,781 0

差 引市 頒 借 入 金借 入 金 26,739 47.1940 0

返 済次期繰越借入金保 証 金 26.739 47,194333,024 333,024

敷 金 65,041 65,041

市 銀 借 入 金 569,149 521,955
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4-3-8 税 務 関係 の検 討

税 務 関 係 の検 討 項 Bは 次 の とお りであ る｡

図 4-3-8-a

-102-



1, 建設契約 .不動産登記 に関する税金

税金の種類 区 分 琵果 税 価 格 税 率

(I)契約に伴う印紙税 契約金板によるo

(2)豊卓免許税 (D 既存建物解体に伴う抹消の登記 不動産の個数1個につき 1,000円

(参 借入金に対する珪当権の設定の登記 債権金額または極度金額 1.000分の4

@ 土地に関する地上権.賃借権又 不動産価格(固定資産課税台帳 1.000分の251,000分の6100分の 3は転貸確の設定の登記伝)計画地内の土地などの権利を譲り受ける場合‖)不動産の所有権の保存.移転･相続.法人の合併による移転豊吉己(ii) 不動産取得税 価格)

2, 建設期間中の土地所有者に対す る税金

･., 固定資産税 ..- 固定- 課税標準額 ×て誌

3

(2) 都市計画税 L. ×一丁万 石甘

3. 建設資金調達のために財産 の譲渡に伴 う税金 (譲渡所得 )

(日 所得税

① 長期譲渡所得の場合 (分離課税 )租税特別措置法 (以下 租特法 と略す )

32の 2, 32の 3

I. 昭和 43年 12月 31日以前に取得 した土地建物等 で,かつ, 5年 をこえ

る期間保有 していること○

n i(収入金額 -取得費 .譲渡経費 )-長期譲渡所得の特別控除額

(一般の場合 100万円 ) ∫-課税長期譲渡所得金敬

i. 所得金額 2,000万円以下 税率 20多

2,000万円起 次の算式に より計算 した税額

400万円. I(糊 長期譲渡所得金窺 ×‡ 十課税総所得金瓶 )×



n I, 特別控除後の譲渡益が 2,000万円以下の場合

適時県民税 2帝

市町村民税 4i

Il. 特別控除後の譲渡益が 2,000万円を超える場合は lと"の合計

tI) 道喝原民税 40万円

市町村民税 80万円

･日, (特別控除後の譲渡益 ×i .課税総所得金額 )×道- 民税

または市町村民税- (i,500万円 +課税総所得金額 )×道何県民税

は市町村民税

IV. 一般的には所得税率

道帝県民税

市町村民税

(多 短期譲渡所得の場合 (分離課税 )

Ⅰ. 昭和 44年 1月 1E]以降に取得 した土地建物等の譲渡所得

D.下記 J. と II.の うちいずれか多い税額

(収入金額-取得費 ･譲渡経費 )-課税短期譲渡所得金額

F. 課税虐期譲渡所得金額 ×税率 40%

Il, (課税短期譲渡所得一譲渡所得の特別控除旗 50万円 )を課税総所得

額に加算 した場合の税額の増加額 × 110多

IIl.道帝県民税 ･･ 課税短期譲渡所得金魚 × 4%

市町村民税 ･･ × 8卑

rV. 一般的 には 所得税率 40%

道珂県民税 4%

市町村民税 8%

④ 特別控除額 (長期 ･短期譲渡所鱒に適用 )

(租特法 33の 4, 34, 34の 2, 34の 3, 35)

I_ 収用のために土地建物等 を譲渡 した場合 3,000万円

皿. 特定土地区画整理事業のために土地等を譲渡 した場合 2,000万円

Jn 特定住宅地造成事業のために土地等を譲渡 した場合 L,500万円

rV. 居住用財産 を譲渡 した場合 3,000万円
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(2) 法人税法上 (租特法 63)

(カ 譲渡収入金- (譲渡資産の帳辱価格+譲渡価格 )-譲渡益金

(参 法人の土地譲渡益重課制度に留意

Q) 一般的 には

l 土地譲渡益 × 20庫

-1 20%の特別税率による法人税領 に対する法人住民税の法人税別額標準税率173%

4 建設資金調達のために土地 ･建物等を譲渡 し事業用汽産に買換える場合の課税

大蔵省令で定めるところにより納税地の所轄税務所長の桑認を受けたときは ｢政

令で定めるところKより,その譲渡に係 る資産の譲渡がなかった もの｣ として個人

は租税特別措置法の第 37粂 法人は第 65条の 7忙おける適用要件に該当する場合

にお Vlて,その事業の買換え資産の適用を受けることができる.

① 特定事兼用焚産の買換えの特例の適用条件

l 昭和 45年 1月 1日か ら昭和 55年 12月 31日までの間の譲渡であるこ

と｡

rl 譲渡資産は事業用の土地 ｡建物で下記VC示す譲渡資産 であること｡

川 買換え資産の取得は譲渡 した年及びその前年又は里年中で取得後 1年以内で

あること｡

IV 買換え資産が土地の場合は譲渡土地の面積が 5倍以内o (但 し一定の条件に

適合する出地の場合は 10倍 )

V 取得 した資産はその取得 した日から1年以内に事業の用に供すること｡又は

見込みがあること｡

vI 譲渡資産の取得価額が買換えた資産の取得価観 となるo

VH 買換え資産の取得時期は引継 ぎがないか ら譲渡祭産が昭和 43年 12月31

日以前の取得であって も買換え資産 を譲渡 した時は短期譲渡所得 と75:るo

㊤ 特定事業用灸産の買換えの特例の適用上の留意点

l 課税の繰延べとなる場合

o 譲渡資産 ≡ 買換え資産

日 課税になる場合

○ 譲渡資産 > 買換え資産 (差額は譲渡益は課税対象 となる｡ )

③ 事業用賀産の定義

I 店舗,貸家,貸地,故地等 として事業を営んでいること0
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li 貸間, 7J,'- ト等VCついては貸与することができる独立 した室数が概ね 10

以上であ り独立家屋の貸付については概ね 5棟以上 であること.

iii i, li, に該当 Lをい事業で も(け相当の対価 を得てV,ること,日日継続的に行

なってL̂ることの要件を満足する ｢事業に準ずる もの｣であること○

伝) 特定事業用資産の適用資産表 (租特法 37条 67-7)

表 4 - 3- 8- b

号別 譲 渡 資 産 買 換 資 産

(∋ 既成市街地等内にある土地若 しくは土地の上 既成市街地等以外の地域内にある土地等

忙存する権利 (以下 この表 で,土地等 とい う), (虚業又は林業用の ものにあつては,市布

建物 (その附属設備を含む○以下同じ)又は 化区域以外の地域内にあるものに限る )及

構築物 (ただし, これ らの資産の うち(卓の譲 ひ,その土地等の取得に伴い取得 される建

渡資産 にも該当するものは除かれる ) 物,柵薬物又は機械及び装置で,その土地等において事業の用に供 されるもの

Lg) 市街化区域又は既成市街地等の地域内にある 市街化区域及び既成市街地等以外の地域内

虚業又は林業の用に供 される土地等,建物又 にある土地等及びその土地等の取得に伴Vl

は構築物 取得 される建物,構築物又は機械及び装置で,その土地等において,その法人の事菜(農業又は林業 )に供されるもの

⑲ 既成市街地等内にある土地等,建物又は構築 既成市街地等内にある(卓に掲げる買換資産

物 で,土地の計画的かつ効率的 な利用に資するもの として政令で定める施策の実施に伴い,その施策に従 って取得されるもの

⑪既成市街地等内にある土地等,建物又は構築 左棚に規定する地上階数 4階以上の建物,

物で,その土地等又はその建物若 しくは構築 その建物の敷地の用に供 されている土地等

物の敷地の用 に供 されている土地等の上に地上階数 4階以上の建物を建築するために譲渡されるもの 又はこれらの灸産に係 る構築物

⑩ 既成市街地等又は,人 口の集中度がこれに類 法人税法の施行地域内にある建物 で中高層

する区域 として政令で定める区域内VEかV'て の貸家住宅 として政令で定めるもの,その

都道帝県知事が,生活環境施設 を整備する必 建物の敷地の用に供 されてt.̂る土地等又は

要があると認めて指定する区域内vcある木造の貸家住宅及びその敷地の用に供 されている土地等又はこれ らの資産に係る構築物でその指定 した区域内の生活事項整備に関する事業の用に供されるため地方公共団体,日本住宅公団又は地方住宅供給公社に対し譲渡 されるもの これらの資産に係 る構築物



号別 譲 渡 資 産 買 換 資 産

⑲ 魚用地区域等内にある土地等,又はその土地 法に基づ く市町村長の勧告に係 る私議,あ

等の譲渡に伴Vl譲渡 される果樹 で,その土地 つせん等に より取得する農用地区域等内に

等 に生育するもの ある土地等及びその取得に伴V,農業委員会のあっせんにより取得 される果樹で,その土地VE生育するもの又は国が行 う土地改良事業により造成 された埋立地若 しくは干拓地の区域内にある土地等

⑲ 法人税法の施行地にある土地等,建物又は栴 渡価依却資産で,法人税法の施行地にある薬物で,昭和 44年 1月 1日前 に取得 された 事業の用に供 されるもの○ただし,船舶の

買換えの特例の適用形態

敬 特定事業用資産の買換制度
課税の繰延べが行われ将来譲渡するまで猶予 される○

碍価敬め引

課我の繰延べ 渡の所書薬草空算

き.継ぎ 養護 ｢ 1 防冴一~~=~

忙つい の ｢｢ J託譲渡資産の 貫換資産価 将来予想 さ

て 取得価飯 徹 れる譲渡価
S 40.ll_l S54.10_1 額

取引に碍 きつ 取得 日の引き継 ぎがない. したがって交換で取得 した日S54.10.1 が取

日継いの ぎて 得 日となり買換資産 を譲渡すれば短期譲渡所得の適用がある○

減の忙価計つ依上'jJl却基て焚獲 渡価償却費 の計算の基礎 となる額は,提供 した資産の価額 となり一般には
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既成市街地等の内訳 (首都圏のみ )

都市名 既成市街地等に含まれる区域

首都圏整備法の既 東京都 23区 全域

武 蔵 野 市 全域

三 鷹 市 一部を除いた区域

横 浜 市 焦見区,西区,中区,南区の全域
神奈川区,港南区,保土ヶ谷区,旭区,磯子区,

金釈区,港北区,緑区,戸塚区の一部を除いた区域

成市街地の区域 (瀬谷区は全域が該当 しない )

川 崎 市 川崎区,中原区,幸区の全域
高津区,多摩区の一部を除いた区域

5 新たに土地 を保有する場合の税金

(‖ 特別土地保有税

特別土地保有税は次の区分に応 じ, 同一の者について市町

村 (または区 とと )に名寄せ した合計両横が次VE掲げる基

準面瑛未満である場合VCは,その市町村 (または区 )内に

所在する土地の取得 または,所有する土地につV'ては課税

されない 〔法 595(D〕

すなわち特別土地保有法は

在) 土地保有税 ･･･ その者が市町村 (東京都の特別区お

よび指定都市にあっては区 )ととに毎年 1月 1日におい

て所有する土地の合計面鏡

㊥ 土地取得税 ･ その年 1月 1日前 1年以内 (2月申

告分 )またはその年 7月 1日前 1年以内 (8月申告分 )

に取得 した市囲町村 ととの土地の合計面鎖がそれぞれ次

VC掲げる基准面額 VE満たない場合vcは,当該市町村 (ま

たは区 )内に所在する土地の取得 または所有する土地に

ついては課祝 されない｡ 〔法 595〕｡

-108-

法 :地方税法



(基準面横 )

l東京都の特別区お よび指定都市の区の区域 2,000m2

日 都市計画法第 5条 に規定する都市計画区域を有する市

町村の区域 (汁)の区域 を除 くO ) 5,000m2

(垂 その他の市町村の区域 10,000m2

特別土地保有税の税率は次のとお りである〔法 594〕｡

なお, この税峯は一定税率であ り市町村は これ と具 在る

税率を定めることはできをい｡

I土地保有税 ･ 14%

Il土地取得税 ･ 3%

特別土地保有税の税額の算定に当たっては,その課税対象

とされた土地に係 る不動産取得税相当旗およびその年度分

の固定資産税相当額が控除 されることになっているoす夜

わち,土地保有税の税額は,同上の課税標準額に税率

(14承)を乗 じて得た額か ら当該土地にかかる固定資産税

相当額 を控除 した残額 とされまた土地取得税の税額は同上

の課税標準額に税率 (3多 )を乗 じて得た額から当該土地

の取得 にかかる不動産取得税相当額を控除 した残額 とされ

ている〔法 596〕｡

毒党率は不動産

取得税および固

定資産税の標準

税奉 と同じ｡

土地保有税額

の計算上控除す

る固定資産税相

当復は住宅用地

以外の宅地等で昭

和 51年度から昭和

53年鮭までの間

については,負担調

整措置を適用後の

固定資産税額とさ

れる(法附則31の2)0

(2) 納税義務 の免除の対象 と浸る土地

納税義務の免除の対象 となる土地は,次の二つの要件に適合する ものであるこ

とについて納税義務者か らの申請に基づ き,市町村長が特別土地保有税審議会の

議 を経て認定 した土地である(法 603の 2①④ )0

① 次に掲げる土地のいずれかに該当することo

I 事務所,店舗その他の建物又は構築物でその構造,利用状況等が恒久的な

利用に供される建物又は構築物に係 る基準に適合するものの敷地の用に供す

る土地 (以下 ｢建物等に係 る恒久性の要件｣ とい う. )

日 工場施設,競技場施設その他の特定施設で,その整備状況,利用状況等が

恒久的な利用に供 される特定施設に係る基準 に適合するものの用に供する土

地 (以下 ｢特定施設に係 る恒久性の要件｣ とVlうO )

④ 当該土地の利用が当該市町村に係る土地利用基本計画,都市計画その他の土

-109一



地利用に関する計画に照 らし,当該土地を含む周辺の地域における計画的な土

地利用に適合すること (以下 ｢土地利用計画適合性の要件｣ とい うO )

6 土地を相互交換する場合の税金

個人 (所得税法第 58条 ) 法人 (法人税法第 50条 )

tl) 居住者が各年におVlて一年以上保有 して l川 内国法人が各事業年度において,一年以

いた固定資産でそれぞれ他の者が一年以 上保有 していた固定資産でそれぞれ他の

上有 していた固定資産 者が一年以上有 してV,たEEl定資産

(2) 交換により取得 した資産をその交換によ (2) 同 左

り譲渡した資産の譲渡の直前の用途 と同一 (3) その事業年度において,その交換に上り

の用途に供 した場合 生 じた差益金の夜 として計算 した金敬の

(3)~譲渡所得の規定の適用については,その 範囲内でその帳簿価額を損金経理により

譲渡資産の譲渡がなかった ものとみなす. 減額 した ときは,その減額 した金額に相

(4) 交換の時の取得資産の価旗 と譲渡資産の 当する金旗は,その事英年度の所得の金

価額 との差額がこれらの価額の うち,い 額の計算上損益の額に算入するo

ずれか多い価額の 20%以下 (4) 同 左

(5) 確定申告に一定の事項を記赦 し,納税地 (5) 同 左

7 法人 ･個人別所得に対する課税方法

個人の所得に対する税率 法人の所得に対する税率

課 税総 所得金 額 もしくは課税退職所得金額 各事業年鑑の所得に対する税率は次の とお り

または課税山林所得金額の 5分の 1相当額 を, である (法 66租特法 42,租構法 67の2)o

それぞれ次の各級に区分 して逓次に次の税率 川 公益法人および協同組合等 23多

を乗 じ,あるいは:簡易税額表を適用 して算出 (2)普通法人お よび人格のない社団等

税額を計井する○課税山林所得の税額VCつtJ1 (D 期末資本金が 1億円を超える法人かよ

てはこれにより求めた税額 を 5倍 した金額が ぴ相互会社 40車

算出税額である 〔法 89〕o @ (∋以外の法人

(税率 〕 年 700万円以下の金額 28卑

60万円以下の金額 10帝 年 700万円を超える金額 40帝

60万円を超える金額 L.. 12

120 14

180 16

240 18

300 2ユ



8. 建築後建物 を保有する場合の税金

川 取得建物の所有権の保 不動産価格 (固定資産課税台帳価格 )- .i,000分4)6

存登記に関する登録免 (i) 昭 44.4.1か ら昭 54.3.31までの間に住宅

許税 用の新築家屋 を新築 した者か ら個人が取得 し,.

その個人の住宅の用に供 した場合で新築後 1

年以内に受けるもの (租特法 73① )

(_2) 昭 48-4.22 から昭 54.3,31までの間に勤

労者が住宅用の新築家屋 (事業主または事業 ...i,000分の2

主団体等が財産形成融資により購入 した もの

に限 る○ )を取得 し,その者の住宅の用に供

した場合で新築後 1年以内に受けるもの (租

9 不動産収入 (賃貸収入 )に対する税金

(I) 一般的 な計算

不動産収入金額一必要経費-不動産所得金額

1(不動産所得金額 )+(課税総所得金額 )I×税率-税額

税率 個人一所得税率 +道符県民税率+市町村民税率

法人一法人税率十事業税率+道崎県民税率+市町村民税率

必要経費 (1) 土地に対する固定資産税,都市計画税
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(ロ) 建物に対する固定資産税,都市計画税

い 渡価償却費 F) 借入金 に対する支払利息

肖 火災保険 H 修繕費

的 人件費を含む管理経費 の 控除額

(具体的計算 の一例 )

本年中の各種所得の金額等は次のとお りとす る｡

(所得金銀 ) (源泉徴収税額 )

(∋ 給与所得の金額 2,500,000円 145,700円

(参 不動産所得の金額 800,000円

④ 利子所得の金額 (総合課税分 ) 200,000円 30.000円

④ 配当所得の金額 (総合課税分 ) 400.000円 60.000円

(¢ 一時所得の金額 600､000円

をお,本年分の所得控除 の合計額は 827,600円で予定納税額 としてすでに

100.000円納めてV,る｡

この場合の本年分の確定 申告 により納めなければならない所得税は下記の計算の

通 りとなる｡

I 総所得金額の計算

(給与 ) (不動産 ) (利子 ) (配当 ) (-時 )

2,500,000円+300.000円+200,000円+400.000円+6001000円 ×÷

- 4,200.000円

JI 課税総所得金額の計算

(総所得金額 ) (所得控除額 )

4,200,000円-827,600円- 3.372,000円 (i,000円未満 切捨 )

日 算出所得税額の計算 (速算表 による )

(課税総所得金額 )

3,372,000円 ×21帝-210,000円 - 498,120円

JV 確定 申告vcより納付すべ き所得税額

(算出所得税額 ) (配当控除 ) (源泉徴収税額 ) (予定納税額 )

(498,120円 1 40,000円 )- (235,700円 + 100,000円 )

- 122,400円 (100円未満切捨 )
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(2) 特例に よる方法

(∋ 個人の場合

入金額の計算

払要経費の計算

築貸家住宅等

割増償却

措法 :租税特別措置法

律令 租税特別施行令

賃貸料については,原則 として①支払期の定められている場合はその支払期,

㊤支払期の定められていないときは:支払を受けたとき (請求のあったときに

支払われるべ きものは請求の とき)にそれぞれ収入金額に計上する (基通

36-5)｡

地上権,借地権等の設定の対価および借地権契約の更新料,名義変更料で資

産の引渡 しを要するものは引渡 しの日,引渡 しを要 しをい ものは契約の効力

発生の 日による (基通 36-6)｡

牧人の基礎 となった貸付不動産等の修繕費,固定資産税,償却費,損害保険

料,管理乱 専従者控除等が必要経費 となる (法 37)O

(日 昭和 39年 4月 1日から昭和 54年 3月 31日までの間に取得 した新築

貸家住宅で次の案件に該当するものを貸家の用に供 した場合には,その用

に供 した日か ら5年間VC限 り,通常の償却費の 2倍相当額 を償却費 とする

ことができる｡ ただし,耐用年数 45年以上の家屋 (鉄偏 コ/クリー ト造

等 )の場合は,通常の 25倍相当額が償却費 となる (措法 14① ,待合 7)｡

イ 次のすべてに該当する家屋であることo

m 事業上の使用人の居住用でないこと｡

(ロ) 一世帯当 りの床面横が 165平方メー トル以下 (耐火構造 または簡

易耐火構造の家屋以外 )の家屋の場合には 30平方 メー トル以上165

平方メー トル以下 )であること.

H 専用の台所,浴室,便所お よび洗面設備 (耐火構造又は簡易耐火構

造で床面横が 16平方メ- トル以下の ものは浴室 を除 く ｡ )を備えた

ものであること｡

肖 建築費が 33平方 メー トル当 り 35万円 (耐火構造の家屋では 40

万円 )以下 であること｡

印 新築後使用されたことがない こと｡

ロ 次の家屋のいずれかであること｡

h') 単独家屋

(p) 区分所有 しない共同家屋で床面街の 50帝以下が貸家住宅であるも

の｡
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みなし法人課税

みなし法人課税

を選択 した場合

の課税の特例

H 区分所有する共同家屋で,全体の床面横の 50多以上が専用住宅で

あ り,かつ,その者の区分所有部分の床面街の 50車以上が貸家住宅

であるもの｡

(2) 青色申告香を提出する個人れ 昭和 49年 4月 1日か ら昭和 53年 3月

31日までの間に,新築の中高層店舗等併設住宅 ((∋耐火構造を有する地

上階数 5以上の共同家屋で,床面積の 3/ 5以上が住宅の用に供 されてい

るもの,④各独立部分の床面横が 165平方 メー トJL,以下,㊥各独立部分

が(I)イト)の設備を備えた もの｡(む建築費が 33平方メー トル当 り 40万円

以下 )を取得 し, または都市再開発法 に規定する施設建築物で新築された

ものを取得 して,その店舗等を当該個人の事業の用に供 した場合に払 そ

の事業の用に供 した日以後 5年間に限 り,通常の償却費の 14倍相当額を

各年分の不動産所得 または事業所得の計算上,必要経費に算入する (措法

14@ )

昭和 49年か ら昭和 53年 までの青色 申告者の事業から生ずる不動産所得に

ついては,その選択に よりみ表し法人課税を受けることができる (措法 25

の 2)｡

㊤ 法人の場合

青色申告啓を提出する居住者で,不動産所得 または事業所得を生ずべき事業

を営む者が,｢みなし法人課税｣の選択 をする場 合にQi,昭和 49年分から

昭和 53年分までの各年分の所得税の額は次にかかげる方法により計算する

(措法 25の 2① )0

(l) ｢みなし法人課税｣を選択 した場合その年分の所得税の額は,次の①お

よび(参との合計飯 であるc

O みなし法人所得額 × 239飾 (700万円を超える部分については,

341%J

(注 1) ｢みなし法人所得額｣ とは,その年分の事業所得の金貌およ

び不動産所得の金額か ら事業主報酬の額 を控除 した残額 をい う0

(注 2) ｢事業主報酬の額｣ とは,その年 において事業か ら受ける報

師の額 として届出者 に記載 した金額をい う(諸法 25の 2④ -)0

㊥ 総所得金額のうち,事業所得の金額および不動産所得の金額がなかっ
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た ものとし,かつ,事業主報酬の額 を給与所得の収入金故 とみなした場

合の総所得金額 (その年分のみをし法人所得額の 72%(みなし法人所

得額の うち 700万円を超える部分の金額につV,ては 60%)に相当す

る敬を内国法人か ら受ける利益の配当 とみそした場合の配当所得を含む.)

退職所得金額および山林所得金額について,所得税法 による各所得控除

および税率を適用 して算出した所得税額

(") 事業主報酬の額について,不相当に高額 と認められる金徹がある場合に

は,その不相当に高額 を部分の金額 (過大報酬額 とい う｡ )は,否認する

ことになってお り,その場合には,その年分の所得税は.次の① および㊥

の合計額 となる (措法 25の 2(卓).

在) 日)で計辞 した金額

④ 過大報酬の額に 28帝 (み表 し法人所得敬に過大報酬額 を加算 した金

額が 700万円を超える場合には,過大報酬額の うちその超える部分の

金額 に達するまでの金額につVlては, 40承 )を乗 じて計算 した額

4日)｢みなし法人課税｣ を選択 した居住者が社会保険診療報酬課税の特例め

適用を受けている場合

① ｢みなし法人所得｣は,措法 26条の社会保険診療報酬課税の特例に

ょる 72% を適用 しをかった場合の実際経費に よる事英所得の金敬か ら

事業主報酬の額を控除 した葬額 とする(措法 25の 2@ )｡

㊥ 上記O vEより計斉 したみをし法人所得額が,措法 26条の規定に上る

必要経費率 72帝を乗じて計算 した特例事業所得の金額を超える場合に

おいて,構法 26条の適用を受けることを居住者が選択 した場合には,

O vE上るみなし法人所得額 とはしなVlで,諸法 26条の規定による所得

率 28車 の特例事業所得の金徹 をみなし法人所得額 とするO

〔設 例 〕

(a) 社会保険診療報酬の額

(bl 同上の実際所得率 45% (経費率 55帝)

Lc) 実際医業所得 ((a)×(b))

(d) 事業主報酬の額

(e) みなし法人所得額
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(f) 措法 26条適用によるみなし法人所得

(2,000万円 ×28% ) 560万円

(gJ この場合のみ75:し法人所得額 560万円

lv) ｢み75:し法人課税｣の選択をしようとする者は,その年の前年 12月

31日まで (年の中途で事業 を開始 した場合には,その事美 を開始 した

か ら2月以内 )に,その選択を受ける旨およびその年以後の各年におい

事業か ら受けることとする事業主報酬の額,その月割額 を経理する期 日宅

を記載 した書類を納税地の所轄税務署長に提出し75Lければ75:らない (桔

25の④④ )o

事業主報酬の旗について変更をしようとする場合は,その年の前年 12

31日までに届け出た場合にその年から認められ,年の中途における変

は認められ夜い (諸法 25の 2⑦,指令 17の 6 )0

～) み夜し法人所得飯の繰越控除等

｢み表し法人課税｣を選択 した場合において,不動産所得または事業

得か ら事業主報酬の額 を控除 して赤字 と75:る場合は,翌年以後 5年間み

し法人所得額か ら繰越控除されるとともに,前年のみ をし法人所得額か

繰戻還付が認められる (措令 17の 4, 17の 5)0
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(3) 礎 物 の 減 価 仰 却 の 割 増 慣 却 の特 例

個 人 の 場 合 法 人 の 場 合

新薬貸家住宅

等の割増償却

☆

(1)新築貸家住

宅の割増償

却

昭和 39年 4月 1日から昭和 54年 3月 31日まで

の間に,新築された貸家住宅で次の要件に該当する

ものを取得 し,またはその貸家住宅を新築 して,こ

れを貸家の用 (従業員の居住の用を除 く. )に供 し

た場合には,焚家の用 に供 した日以後 5年以内のEl

を含む各事業年度の当該貸家住宅の償却限度額は,

普通依却限度額のほか,その額の倍 (新築時の法定

耐用年数が 45年以上であるものは 15倍 )の額の

割増償却が認められる(措法 47(カ,持合 28の 7

(カ,㊥ )｡

< 債却限皮坂の吉十算 >

笠却冨 雷 誓 芸 ･芸習 芸×i詰 (または震 音)

上記の割増依却の対象となる貸家住宅は,(2)の要件

に該当する(1)の家屋をい う｡

(i)(力 単独家屋

@ その各独立部分を区分所有する者がない共同

家屋で床面棟の 2分の 1以上に相当する部分が

住宅として貸家の用に供されているものoこの

場合,割増依却の対象とされるのは,その住宅

として貸家の用に供されている部分 (特定附属

設備を含むo )に限られる｡

(彰 その各独立部分を区分所有する者がある共同

家屋で床面積の 2分の 1以上に相当する部分が

もっぱら居住の用 に供され,かつ,その者の区

分所有す る部分の床面棟の 2分の 1以上に相当

○新築貸家住宅

については青色

申告古を提出し

ない法人にも適

用がある｡

○その適用を受

けるためには貸

家住宅等の依却

限度額の言十算に

関する明細缶の

添付を要する

(措法 47@ ゝ

ただし,新奥貸

家住宅の割増償

却についてはそ

の明糸田苔の添付

がない場合でも

それについてや

むを得ない事情

があると認めら

れるときは,そ

の明神宙を提出

すれば適用が認

められるo

o増築 した場合

でも増築後のも

中高層店舗等

併設住宅の店

舗等の範囲

青色申告否を提出する法人が,昭和 49年 4月 1日

から昭和 53年 3月 31日までの間に,中高層の店

舗等併設住宅で一定の要件に該当するものの店舗等

を取得 し,またはその店舗等併設住宅を新築 して,

これをその法人の事業の用に供 した場合 には,その

事菜の用に供 した日以後 5年以内の日を含む各事業

年度の当該店舗等の依却限度額は,当該店舗等の普

通肪却隈定額のはか普通依却限度額の4割の割増依

却が認められる (措法 47㊤,措令 28の 7㊥,㊨)

< 依却限度額の計算>

柑 限- -芸警 芸+悪習 芸×蓋

上記の割増肪却の対凄 となる中高層の店舗等併設住

宅の店舗等は,耐火構造を有する地上階数 5以上の

共同家屋で,専ら住宅の用に供 される部分 (独立部

分の床面横が 165平方メー トル以下であり,独立

部分には専用の台所,浴室.便所およU'洗面設備

(独立部分の床面積が 16平方メ- トル以下である

場合には,専用の台所,便所および洗面設備 )を備

えてお り,かつ独立部分の取得価額が33平方 メー

トル当たり40万円以下のものであること)の床面

積が,その家屋の床面積 (地階部分は除 く. )の 5

分の 3以上である建物の住宅の用に供 される部分以

外の部分 (家屋に固着する附属設備等を除 く｡ )と

されている(措令 28の7④,(杏)｡

青色申告智を提出する法人で次の(1)から(4)までに掲

〇時別解却は,

新築 してその用

に供せられてか

ら5年間に限ら

れるから,その

供せられた日か

ら5年を経過す

る日を含む事業

年産にあっては,

その事業年度の

期首から5年を

経過する日まで

の期間内に限ら

れる｡

○この割増肪却



個 人 の 場 合 淫≡ 人 の 場 合

する部分が住宅として貸家の用に供されている

もの｡ この場合,割増肪却の対故とされるのは,

その住宅として貸家の用 に供されていろ部分

(特定附属設備を含む｡ )に限られるo

(2) ① 従兼良の居住 (いわゆる社宅 )の用に供さ

れている家屋以外の住宅 として分家の用に供 さ

れているものの うち.新築後 (増築された家屋

については増奥後 )使用されたことのないもの

であること｡

(参 床面横が 165平方メー トル (約 50坪 )也

下であるものであること(7/(- トのように数

世帯の居住の用に供されているものは.各世幣

ごとk判定する｡ )｡

㊥ 耐火柵遺または簡易耐火梢造以外の家屋 (木

造家屋 )については床面積 (増築 した家屋につ

いては,増築後の床面積 )が30平方メー トJL,

以上 165平方メー トル以下であること｡

(む 家屋の専用の台所,浴室,便所および洗面殻

備 (耐火偶進で床面棟が 16平方メ- トル以下

の場合は専用の台所,便所及び洗面設備 )を備

えていること｡

㊥ 取得価板が33平方メ- トJL,(約 1坪 )当た

り35万円 (耐火偶進のものは, 40万円 )以

下のものであること｡

のが左の各要件

K酸当している

場合には,増築

部分については

その増築後 5年

経過 Elまで割増

依卸の適用があ

る｡

o青色申告法人

について生じた

新築貸家の特別

肪知の依却不足

額は. 3年間繰

越 しが認められ

ち(相法 52の

3)｡

げろ法人が,一定期間内にそれぞれに掲げる建物

(その附属設備を含む｡ )または構築物 (特定備蓄

施設等 とい う. )で建設の後使用されたことのない

ものを取得 または建設 して,事業の用に供 した場合

には,その事英の用に供 したEl以後 5年以内 (石油

精製法人の場合は通商産共大臣が隠足 した¢井年度

に限 る｡ )でその用に供 している期間は.督通解却

限度額のほか,その普通肪却限度切の5分の2(石

油貯蔵施設については, 2分の 1)の削増併却が聡

められる(描法 48(カ)｡

< 依却限皮額の計井 >

笠却芸 芸習 計 器習 芸×j (または,‡,

の適用を受ける

には確定申告杏

にその明細の言己

軟をしなければ

ならない｡

(相法 48㊤ )0



10 新 た に土 地 ･建 物 を保 有 ･取 得 した場 合 の課 税

不 動 産 取 得 税 固 定 資産 税 ･都 市計 画 税

3

原 則 - 不動価格 (鼠定資産税台帳価格 )×1す訂

免税点 一 家屋の取得の うち建築に係るもの 1戸につき･ 230.000円

その他の 1戸につき 120.000円

不動産取得税

の滅額

☆

(1) 土地を取得 した者が,(∋取得 した日から2年以

内にその土地の上に住宅を新薬し,または④土地

取得 El前 1年の期間内にその土地の上に住宅を新

築していた場合,④地方公共団体,住宅金融公庫,

沖縄振興開発金融公庫,日本住宅公【乱 地方住宅

供給公社,市筒地再開発組合,住宅街区整備組合

または住宅を新築 して譲渡することを業とする者

が新築 した住宅 または住宅を購入 して譲渡する者

が購入 した住宅 (新築きれた日から6月以内に購

入された新築の住宅でまだ人の居住の用に供 した

ことのない ものに限 る｡ )およびこれらの土地を

これらの住宅が新薬 された日(賄入 した住宅は購

入された日)から1年以内にこれらの者から取得

した場合に該当するときは,その税飯から150

万円蛸 妥 了玉 を乗 じて得た額を納 する｡

なお,上記の土地にかかる不動産取得税の課税標

準 となるべき価格を当該土地の面積 (単位平方メ

ー トル )で割った額に,その住宅の床面積の 2倍

の面棟の平方メー トルの数値 (その数値がその土

地の上に新築 した住宅 1戸について200平方メ

ー トルを超える場合は 200平方 メートルとする｡)

を乗 じて得た金夜が 150万円を超えるときは,

○土地を取得 し

た者が取得の日

から1年以内に

その土地に隣接

する土地を取得

した場合は,節

後の取得をもっ

て-の取得 とみ

なし,最初の取

得 日をもってこ

れらの土地を取

得 した日とみな

して摸額の規定

が適用される

(法 37の 24

㊨ )0

○住宅を新築す

る土地について

減額が行われる

場合に土地の取

得にかかる不動

産取得税がすで

○ 固定資産税 ･･ 不動産価格 (固定汽産課我台帳 )×

○ 都市計画税 ×

新築住宅の

こq斡

☆

☆

中高層耐火建

築住宅の減額

1LI

T~6巧

荒

新築住宅で次の要件に該当するもの (次項の適用を

受けるものは除 く｡ )は,新たに固定資産税を課さ

れる年度から3年度間･税額は該当する部分の与が

番渡される (法附則16仁),令附則12(ヨー(む)O

(1) 昭和 38年 1月 2日から昭和 53年 1月 1日ま

でに新築されたもの

12)居住用部分の面積 (別荘部分を除 く｡ )がその

家屋の面横の号以上であるもの (区分所有住宅に

あっては-の専有部分の うちその人の居住の用に

供する部分が号以上であるもの )

(3) 住宅部分の一戸当たりの床面積が 100平方メ

ー トル以下のもの (区分所有住宅にあっては,専

有居住部分の床面積が 100平方メー トル以下の

もの )

(4) 価格が 1平方メー トルにつき 54.000円 (耐火

構造 77,000円,簡易耐火構造 63.000円 )以下

のもの

新築の中高層耐火建築物 (地上階数 3以上のもの )

で次の要件に該当するものは住宅部分について新た

に固定資産税が課される年度から5年度間,税額は

i硝 渡される(法附則 16㊥･令附則 12㊤～飢

(1) 昭和 39年 1月 2日から昭和 53年 1月 1日ま

○店舗と住宅が

併せて新築され

た併用住宅は,

住宅部分の床面

積が壬以lのと

きは左の軽減規

定が適用され,

凝減の対象とな

るのほ住宅部分

のみで床面棟あ

ん分により,吉十

算 される(法附

則 16①,令附

則 12(王Xを)0

○昭和 50年 1

月 1日までに新

築されたものに

ついては,それ

ぞれ 36.00(円

55.000円,

45,000円とさ

れている｡



不 動 産 取 得 税 鼠 定 資 産 税 ･都 市 計 画 税

その額に税率を乗 じて得た板を減額する(法 73

の24)｡

また,住宅を新薬する土地を取得 した場合には,

その取得の日から2年以内の期間を限って波板す

べき敬に相当する税額が徴収猶予される (法 73

の25)｡

(2) 不動産を取得 した者が取得 日から1年以内托公

共事業の用に供するため.その不動産以外の不動

産を収用されて補依金を受け.または公共事業を

行 う者に公共事英の用に供するため当該不動産以

外の不動産を譲渡 した場合に,その不動産が収用

され または譲渡 した不動産に代わるものと認め

られるときは,その不動産の取得に対して喋され

る不動産取得税はその税額から破収用不動産の国

定炎症探税台帳に畳伸された価格に税率を乗じて

碍た敬を減額する(法 73の 27の2)0

(日 住宅を建築 (新薬 した住宅でまだ人の居住の用

に供 したことのないものの肘人を含む｡ )した場

合には, 1戸 (共同住宅など多数の人のための住

宅については独立に区画された-の部分 )につき

350万円を価格から娃除する(法 73の14① ゝ

(2)共同住宅など以外の住宅を姓築したものが.そ

の住宅建築後 1年以内にその住宅と-構えとなる

べき住宅を新築または婚典 した場合には,前後の

軸系にかかる住宅を 1戸の住宅とみなし. 350

万円を価格から控除する (法 73の 14(参).

(3) 公共串菜の用に供するため不動産を収用されて.

祁快金を受けた者もしくは公共中英を行 う者に不

に徴収されてい

るときは,申蹄

により当言亥税額

が選付されるO

(法73の27ゝ

○公共事業の用

に供するため収

用 され, または

細波 した土地の

上に建築されて

いた家屋につい

て移転補依金を

受けた場合 も左

に同じ(法 73

の27の2)｡

でに新薬されたもの

(2)居住用部分の面積 (別荘部分を除 く｡ )がその

家屋の面棟の÷以上であるもの (区分所有住宅に

あっては-の専有部分のうちその人の居住の用に

供する部分が号以上であるもの )

(3) 住宅部分の一戸当たりの床面頚が 100平方メ

ー トル以 下のもの (区分所有住宅にあっては,専

有居住部分の床面積が 100平方メー トル以下の

もの )

(4) 価格が 1平方メー トルにつき77000 円 (価

易耐火構造 63,000円 )以下のもの

○中高層耐火建

築物 とは主要構

造部を耐火構造

とした建築物 ま

たは建築基準法

第 2粂弟 9号の

3托規定する簡

易耐火構造物を

い う｡

○昭和 50年 1

月 1日まICに新

薬されたものに

ついては.それ

ぞれ55.000Pj,

45.000円とさ

れている｡



不 動 産 取 得 税 固 定 資 産 税 .都 市 賢｢画 税

動産を譲渡 した者または地方公共団体 もしくは土地開発公社に公共事業の用に供されるものとして証明された不動産を譲渡 した者が,収用 または譲渡 した日から2年以内に被収用不動産に代わる不動産を取得 したときには,被収用不動産の固定資産課税台帳に豊脅された価格に相当する額を取得した不動産の価格から控除するoまた,公共事業の用に供するため収用され または譲渡 した土地の上に建築されていた家屋 について移転補依金を受けた者 も上記に準ずる (法73の 14㊥ )o

ご 11 不 動 産 を相 続 した場 合 の課 税

l (1) 一 般 的 評 価 方 法

課税価格

宅地及び

借地権等の評価

相続税の課税価格は次の算式により求められるC(相続税法 11- 2)

(相続または遮贈によって取得 した財産の価額 十 相続または遺贈によって取得 したとみなされる財産の価額 )

- (非課税財産の価額 )- (負担 した被相続人の葬式費用の金額 +桑継 Lた被相続人の債務の金額 )-課税価格

表 4-3-8-C

区 分 評 価 方 法

(1) 路線価地域の宅地 ｢路線価図｣に掲げるところにより評価するo

(2)上言al)以外の地域の宅地 宅地の固定資産税評価額に｢評価倍率表｣に定める倍率を乗 じて評価する○

(3) 私道の用に供されている宅 上記(1)及び(2)により評価した宅地の価額の 100分 の 60 に相当する価額によって

也 評価するoただし,その私道が不特定多数の者の通行の用に供 されているときは評価



(4) 土地区画整理法の規定に益 その仮換地について.上記(1)又は(2)に定める方法によって評価するo純株税時期後に

づき仮換地が指定されてい 行われる換地処分により,徴収又は交付を受けることとTJ:る村井金の うち,課税時期

る場合の従前の宅地 において確実なものと見込 まれるもの托ついては,その金額を考慮するO (徴収され

るものは仮換地の価額を減算 し,交付を受けるものは仮換地の価額k加算するo )

(5) 宅地托造成中の土地 その土地の造成エ都府手直前の地目により評価 した価額に,その宅地造成に係 る費用

現価 (課税時湖 までに投下 した費用の街を,陳税時期の価額に引きなおした額の合計

板をい う○ )の 100分の70に相当する金額を加算して評価する.

(6) 焚 宅 地 上記(1)～(LI)に定める方法によって評価 したその宅地の価額に表に掲げる ｢貸宅地割合｣

を乗じて評佃け る○

(7)焚家建付地 (貸家の目的に 上記(lト (4)に定める方法によって評価 したその宅地の価飯托表に掲げる ｢貸家建付地

供されている宅地 ) 削合｣を乗 じて評価する○

(8) 借 地 権 ｣=記(1ト(4)K定める方法によって評価 したその宅地の価噺に表に掲げる ｢借地権割合｣

を乗じて評価する○

(9) 焚家旭付借地権 上記(I)～(4)に定める方法によって評価 したその宅地の価額に表に掲げる ｢貸家唾付借

･ 借地権等の削合衆

借地権割合は,路線ごとに定めてあり,A,B,C･･Hの記号に上り,原則として路線価の右脇に表示 した.

表 4-3-8-d 借地権等の別表

記号 借地稚 焚宅地 貸家建付 地 焚家種付借地 転 貸借地権 転借楠 貸家越付転借 借家権

割 合 割 合 割 合 確削金 削 合 割 合 摘楢rJ合 削 合

A % % % % %9 % % %3090 10 73 63 81 56.7

B 80 20 76 56 16 64 44.8 30

C 70 30 79 49 21 49 34.3 30

D 60 40 82 42 24 36 25.2 30

E 50 50 85 35 25 25 17.5 30

F 40 60 88 28 24 16 ll.2 30

G 30 70 91 21 21 9 6.3 30

(鍾) ｢路凍価地域で借地柏割合の異なる2以上の

路瀞に面する宅地｣又は ｢路線価地域と倍率

地域とに接続する宅地｣については,LLE(別と

して,その宅地の正面路線に付された借地柚

削合を適用すること｡
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史料 :相続研 価轟串

区 分 評 価 方 法

(I) 日用家屋 その家屋の固定資産税評価額に1.0倍 して評価する.

(2) 固定資産税課税台帳等に その新築家屋の付近にある家屋で,構造用途等が類似するものの固定資産税評価

登録されていない新築家 額を考慮 して評価するo

屋 なお,申告期限までにその家屋に係 る不動産取得税が課税 されているときは,そ

の課税標準額を基 として上記())により評価 してもきしつかえない.

(3)建築中の家屋 その家屋の費用現価 (課税時期までに投下 した受用の額を課税時期の価額に引き

なお した額の合計額をい う. )の100分 の 70に相当する価額によって評価するo

(4) 付 属 設 備イ 家屋 と構造上一体とな 家屋の所有者が有する電気設備 (ネオンサイン,投光機,スポットライ ト,電話

つてい る設備ロ 門,塀等の設備- 庭園設備 機,電話交換機,タイムレコ-ダー等を除 くC )ガス設備,衛生設備,給排水設

偏,濫湿度調整設備,消火設備,避雷針設備,塵芥処理設備等でその家屋 に取 り

付けられ,その家屋 と構造上一体 となっているものについては家屋の価額に含め

て評価するo

門,顔,外井戸,屋外塵芥処理設備等の価額は,その付属設備の再建築価額から

経過年数に応ずる減価の額を控除して評価する○

庭木,庭石,あづまや,庭他等の庭園設備の価額は,その庭園設備の調達価飯

(課税時期においてその財産の現況により取得する場合の価額をい うO )の100

分の70に相当する価額 によって評価する○

(5)貸家 (借家権の日的とな 上記(1)又は(2)によって評価 した家屋の価額から,借家権 に相当する価額を控除し

財産評価の原則 ○ 相続 ● 遺贈によって取得 した時の時価によって評価することが原則

宅地 -画地の宅地 (利用の単位 となっている一区画の宅地 )ごとに評価する (評基通 10) なお相続開始時に被相続人がその

営む事業の用に供 していた宅地又は,被相続人が居住の用に供 していた宅地については,その取得 した宅地の うち 200m2

までの部分については評価 した価格の80%の価格により評価するo

家屋 : 原則として 1棟の家屋毎にその家屋の固定資産税額に10の倍率を乗 じて評価するo



税額の計井

延納の手続

相続税の総額針井

(遺産に係る基礎埋除額 )

映税財産価額の合計額 - 12000万円 十 (400万円×法定相続人 )i-課税される逝産総額

法 定 相 続 人 数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ll

遺産に係る基礎鍾除額珪除後の各法定相続人の取得財産価額 峯 撞 除 額

200万円以下50 10% 一万円

0万円900万円 ′′ 1520 1035

】,500万円 〝- 2.300万円 〝 2530 80155

一一 3,300万円 ′′ 35 270

～ 4.800万円 〝 40 435

～ 7.000万円 〝 45 675

1億円 〝 50 1.025

～ 1億 4.000万円 〝 55 1.525

60 2.225

～2億 5.000万円 〝 65 3.125

5億円 〝 70 4.375

5億円超 75 6.875

相続税概が5万円を適える場合に麺保を提供 し原則として 5年以内の延納が認められる｡但 し不動産等の削合 (相続我額の

基碓となった挟税価格の合計額の うち不動産,不動産の上に存す る権利,立木,事共用の減価債却汽産及び一定の同族会社

の株式 )が 10分の5以上である場合把は不動産等の価板に対応する相続税額については 15年以内の延納ができる｡



(2) 相続 税 対策 に つ い て

一 定 資産 徹 以 上 (相続 税 で基礎 控 除 額 以 上 )を所 有 してい る地 権 者 に とっては将 来 起 るで あ ろ う相続 税 対 策

が重 掌 を問題 とな って くる｡ 相続 財産 の課 税 額 評価 はそ の資産 の種類 に よ り次 の とお り異 な ってV,る｡

焚産 の碓 斬 相続 税 陳税 評 価 額 .割 合

(金銀俄群 )(1) 現金 .預金 100%

(2) 自用の土地 相続財産評価額による ｢路線価地域｣はその路線価 ｢評価倍率地域｣は闇定汽産税の評価額にその地区の倍翠

を乗じた価格が評価額となる○この評価板は地域的差があるが-般k時価 (正常な価格 )と比戟して約 30%

～50%程度となる○

(3) 貸 宅 地 上言己2)で評価 した価格に評価益埠の貸宅地割合 (借地権割合を差引いたもの)を乗じたもの.

高庇南井地 農家住宅

(時価 :JOOX日用の土地評価街 (30%-50%)×貸宅地割合 ( 10% ～ 50% )となるQ

(4)貸家付土地 (焚家 1記(2)で評価 した価格比評価基準の焚家祉付地削合を乗じたもの.

の日的となってい 高庇商薬地 良家住宅

る宅地 ) (時価 :lOOX日用の土地評価額 (30%～50%)×貸家建付地割合 (約 73% ～ 90% )となるo

(5) 建 物 一棟の家屋毎にその家屋の固定資産税評価額となるo (時価の40%～ 60%位 )

(6)貸 家 上記(5)の価格に借家権削合を蛙除したものo

借家権削合

(時価 :100×建物価格 (40%～60%)×(1- 約30% )

(7) 株 式 (1) 上場株式の場合 ..--公表する陳現時加の最終価額又は,課税時期の属する月以前3カ月間の毎日の最終

価板の各月ごとの平均額のうち最 も低い価額によって評価する○ (評基通 184)

(2)取引相場のない株式の場合 .-...①大会社 (原則資本金 1億以上 )の場合は類似薬碓比準価額によって評

価する○ (評基通 179)

㊥中会社 (類本金 1億円未満で卸売業以外の場合は資産簿価が5千万円

-10億こ円未満 )は次の井式に上るo

類似薬種比準価額×L+課税時糊における1株当りの純資産額 (相続

税評価額によって計算した金額 )× (1-L)

L:評価会社の直前期末における総資産額又は直前期末以前 1年間に

おける取引額に応じて定める削合 )

⑨小会社の場合 (大,中会社以外 )-.快哉時期における1枚当 りの紳較



以上の とお り現金 ･預金は 100多で評価するのに対 し土地については時価の

30%～ 50%,建物 については時価の 40%～ 60帝の評価 とな り現金 ･預金で

持 っているよりも固定資産 で持 っていた方が相続資産額が低 く評価 され,課税上

有利 と在る｡

また同 じ固定資産 で も土地については 3年毎 に評価替 とな りその都度若干評価

額が上昇 してゆ くが,償却資産 である建物 につV}ては,建築 した時点 の当初の評

価額 を基本にそれ以降は毎年経年減価 した ものが評価額 となるので逓減 してゆく

こととなる｡ この他に自用地上に貸家 を建 てていれば貸家付土地,権利金 をとっ

た借地権の設定, ない しは,借地権 が発生 していれば,その適正 を借地権価格は

控除 される｡

更に貸家 (賃貸 ビル, マンシ ョン )を建 てた場合に金融機関等か ら借入れた金

銭債務額は相続税課税額か ら 100多淫除 される｡ この ように相続税対策 を考え

た場合には賃貸 マンシ ョン, ビルを建 てるをどして財産の種類 を変え ることによ

って相続時の資産評価額が異 なって くるので事前に資産 の適用 を考えてお くべき

であろ う｡
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L

F

モデルによる相続税鮫の削合

(条件) Ⅱ地区D-4に店舗兼共同住宅の貸ビルを廼築した場合の株税額の甜

日) 敦 地 面 桝

t2) 地築延面棟

(3) 辿 典 焚

(4) 激 地 価 板

(5) 現金,預金

(6) 相続人 (子供)

約4100m2

8860'T)2 地下 1階付6階建

106.000万円 (120.000円/ m2)

49,200万円 (120.000円/ rn2)

5.000万円

3人

'7' 相脚 憾 割合 (喜芸 :≡芸;冨oo:1)

(8) 相続人の基礎控除額 2000万円 + (400万 × 3人 )-3200万円

fl産 の 保 有 形 態 焚産総額(時価 ) 相続税の課税評価額 相続人 3人の支払 う税額 餐産総額に対する相続税額

A 土地 (4100m2)托延 8860m2 土 地 : 49.200万円 土 地 : 24,600万円 0 0

の焚ビJL,を建築した場合 地 物 : 63.600

自己餐金 :5.000万円 合 吾十 155,200 合 計 88,200

借入金 101,000 借入金 101.000

差引額 54.200 差引額 0

B 20%場合 現 金 : 5.000 現 金 : 5.000 ×65% (税率 )

合 計 54.200 合 計 29.600 -10660万円

C 土地を売却して現金で持った場合 現 金 : 54,200万円 現 金 : 54,200万円 ×70%(税率 )-35700万円 66%



4- 3-9 管理計画の検討

ビルを建設 した後. と りこわすすで ビルを長年 に亘 って維持管理 していか なけれ

ば ならないが以下に管理を委託する方式 につい て検討することとす る0

1 管理委託方式 についての検討

日 区分所有 ビルの場合

区分所有 ビルの管理委託方式には概 ね下図に示す 4つのパター ンが考え られる｡

従来の区分所有 ビルは, マンシ ョンの場合が多 く,従 って①,④ の方式に よる主

に建物 の物的管理 を中心 とした管理委託方式 でエかったが,事務所 と店舗が併存

する区分所有 ビルにおVlて仕建物の物的管理は もちろんであるが, この外 に用途

別区分所有著聞の利害関係の調整 又は区分所有著聞の人間関係の調豊等 を適切に

行 うことが重要にそって くる｡ この ように考え ると(カ,(参の管理委託方式 では十

分でな く,やは り区分所有者全員 で管理会社又は管理組 合を設立 し,対象 ビルの

運営 を行 うことが必要 と在って くる｡ そのためには,④④ の方式 による管理委託

方式 を採用するのが, 合理的である. この場合において ｢法｣上の管理者には管

理会社又は管理組合の長がな り, ビIT,の物的管理 を自ら実施す るが出来 をVl部分

を委託する④ の方式 と物的管理はすべて一括 して物的管理会社に委託する㊥ の方

式がある｡

(むの方式の場合は管理者は,建物の物的管理の知識 と業務の経験 を豊富に備え

ている必要があ りた とえ この条件 を満足 していて も業務が煩雑 とな り必ずしも十

分 な管理,活動ができないおそれ もてて くる ものと判断する｡ よって物的管理は

専門家にまかせる④ の方式が妥当 と考える｡
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表 4-3-8-e 管 理 委 託 の 方 式

種 類 図 内 容 お よ び 特 徴

荏) 委託のみの場合 区分所有者 (管理者 ) 1. 区分所有者がなんら規約を設定せず,管理組合又は管理会

A 社 も設立せずに,物的管理会社 と個別的に｢管理委託契約｣

8 物的管理会社 を締結 する○

C 2. ...-区分所有著聞に横の連絡がない}◇区分所有者に不利になりがちo

檀) 規約+委託の場合 区分所有者 (管理者 ) 1. 区分所有者が規約を設定 した上で,物的管理会社 と個別的

rll 忙｢管理委託契約｣を締結するo

l:Bl 2. 区分所有著聞に合意が存在する0- -｢契約｣の内容が画

l lLc_｣ 物的管理会社 -的である03. 規約上 ｢○○ を管理者 とする｣旨の選任規定 をS-.くのが通例

規約 4, 規約上,管理の内容,管理人の権利義務 を定めるo細 目は｢契約｣で行 なう05, 管理者 (管理会社 )の権利 .義務が大であるo

･ (規約 +)1書芸霊芝 区分所有者 (管理者 ) 1. 区分所有者が組合又は会社を設立 し,その代表者が物的管

[拙 - 物的管理会社規約 組合又は管理会恕二(管理者 ) 理会社 と ｢管理委託契約｣を締結するO-一一一括委託方式

十委託の場合 2. 法律上,管理組合又は管理会社がその業務の うち自らは直接実施 しえない部分をその代表者を通 じて第三者 に管理 を委託するとい う関係 にある○

㊨ (規約+ ,l書芸芸芸 区分所有者 1. 区分所有者が管理組合又は管理会社を設立 し,その代表者

[肝 表者 弓 要言妻_e,t丁規約 組合又は管理会社(管理者 ) が区分所有法上の管理者 とな り.その業務の うち自らは直接



(2) 共有 ビルの場 合

管理委託方式については区分所有ビルの場合と同 じ(参の方式 で よLhが,共有 ビル

の場 合には前 に述 べた ように共同 ビル全体の処分の変更す る場 合に紘,共有者全

長の同意を得 ることは, もちろんテナン トと賃貸借契約 を結 ぶにつVlて も全員の

協議 に よる同意が必要 とされているC.従 って区分所有 ビルの場 合には他の所有者

に とらわれず賃貸管理が自由に出来 るのに対 し共有 ビルの場 合には管理,超営上

の制約があ り若干 の配慮 が必要 と在る｡ その方法 として各共有者が出資等 をして

自ら設立 した管理会社あるいは他 の不動産管理会社 と管理,運営 について-括賃

免 管理契約を結ぶ ことである｡各 テナン トは管理会社 と賃貸借契約 を結ぶ こと

となりテナン トと各共有者 とは間接的 な関係 となる｡従 って管理会社は-推 して

各共有者から ビルを借 りたものを転貸す ることとなり,転貸することに対 しての

協議,同意を各共有者か ら尊前にとってかけば各 テナン トとの間では 自由に契約

で きることとなり,共有 ビルのマイナス面を補 うことができる｡

共有 ビル (A.B.C.D) 共有 ビル

三 二 ∴ ≡

(各共有者A,ら,C,D) 管理会社

2 管理費についての検討

日) 管理費の意義

区分所有 ビルにおいては専有部分の効用を継続的に維持 するため,共用部分の

維持管理が必要であ り,費用 として共益費あるいは管理費 と呼 ばれる費用 を管理

主体に支払 うが, これ らの費用の性格や徴収根拠については理論上不明確 を点が

多 く, 又実務上 も流動的に取 り扱われている｡

この理 由は近年区分所有 ビルが高層化 し利用方法が多様化 して来た ことか ら,
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種 々の近代設備 を内臓するようになり,建物 の設計,設備 のレイ7ウ ト等が複雑

化 してい るため,建物 の部分 と設備部分の うちどの部分 を専有部分 もしくは共用

部分 として規定すべ きか とい う範囲 と境界の問題,両者 と管理費 とをいかに対応

させ るべ きか とい う問亀, 又特 に多 目的 ビルにおいては住宅 ･事務所 .店舗等の

各用途全般 に共通す る管理費用項 目をいかなる基準で各用途間に合理的VC配分す

べ きか とい う問題等,区分所有に起因する複雑 な要因が多い ことに よる ものであ

るOそ こで区分所有 ビルの管理費 の性格, 内容 を貸 ビルにおける共益費 と対比 し

なが ら説明 してい くこととするO

共用部分にかか る清掃費 ･設備の維持管理費等は共益費 と呼 ばれてお り,往時

の貸 ビルでは これを重科に含んで一括徴収 してお り,別途徴収の慣行はなか った

れ 最近これをLr,ろVlろ表名E]で室料以外に別途徴収す る慣行が一般化 して来たo こ

の理由は最近の ビルが形態的 に変化 して来たこと,地価水準 の高騰 に伴い土地の

高度利用の必要か ら高層化 し,専有部分の収益性 ･能率性 ･快適性 を高めるため

近代設備 が整備 され, これ ら設備のオペL/- シ ョ ンや メインテナンスの費用が急

増 して きたの忙これを見 合 うだけの室料増旗が困難であることが原因 とされてい

る｡

しか し別途徴収金の名称は ｢共益費｣｢共通資｣｢共同管理費｣｢共益分撞金｣

等 多種 多様 であ り, また徴収項 目については管理の業種別 に処理 しているもの,

又管理業務全体 を通 じての人件費 ･水道光熱費等の項 目で処理 してV,る もの等 ま

ちまちであ り会計処理 にして も直営方式,委託管理方式 に よって臭 ってお り,費

用項 目について も標準 と75:る ものはをい状況 にある｡ 又近年の貸 ビルにおいては

共用部分の諸費用である共益費の中に賃貸室内の付加使用料を含めている事例が

かな りあ り共益費の概念は更 にあいまいになっている｡

(2) 管理費の内容 と構成項 目

貸 ビルにおVlては名 目室料 と共益費 ･付加使用料等 の別途徴収金 との境界瀞は

不明瞭であ り, これ ら費用 の徴収方法は貸 ビル経営の採算上 の間組 としてオーナ

ーの裁量 と賃借人 との合意に よって決定 されるのが実情 である｡ つま り共益費等

はいか なる名 目で徴収 しようともオーナーにとっては ｢通 り抜 け勘定｣であ り,

一括 して これを支払賃料 に含めて徴収す るか, もしくは便宜上,共益費 として重

科 とは別 に徴堺す るといった技術上の問題 にす ぎず, この ことが貸 ビルにおける

共益費の概念 をあいまいにしてい る理 由であろ う0
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しか し区分所有 ビルにおいては専有部分は区分所有の対象 とな り,専有部分の

維持費用は自己負担 であるの忙共用部分の維持受用は合理的基準に より区分所有

者に配分 してい く ことになるので区分所有者Vj:貸 ビルのテナン ト以上 に共益費の

内容 と項 目及 び費用の額の妥当性 に関心 をもたざるを得ず,特 に共益費 と付加使

用料 との境界を漠然 としてか くことは管理上種 々の問題 を惹起する原因 と在るの

でこれ らを事前に明確 にしてお く必要があるO区分所有 ビルにおける管理費の性

格,管理業務内容 とこれに対応する費用項 目及び区分所有 ビル と関連 して特 に留

意すべき事項等 について次表の とお り分類整理 をした｡
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表 413-8-f 区 分 所 有 ビル の 管 理 敢

分 類 柴 用 項 目 内 容 区分所有ビルとの関係における留意点

A 狭義の共益斐通常 ｢作業管理受｣といわれる受用で月極めの管理費を構成するもの (1) 管 理 業 務 費 管理行為全般に関する監督 .調整および維持管理作美に要した人件鍵 .物品費 .外註柴等の計算 .収支 .報告等の会計蔀政処理 .公租公課等の官公庁関係水耕の処理 .損害保険等の契約および設備の保守点検等の外註契約などの対外的な沸教処理 .受付 .案内等

(2)設備維持管理受 冷暖房空調換気設備 .受変電 .配屯 .自家発現設備 .動力 ◎ 設備維持管理柴について

設備 .共用部分照明設備等の領気関係設備 .給排水衛生ガ 共同オフィスビルにおいては空調料金に含めている事例

ス投価 .防火 .消火等の設備 .昇降横取価等の運転操作お が多いが設備維持管理業務は日常保守運転業務から定期

よぴ定期盤価,点検 並偶 .点検 .清掃業務までの広範な作美を含み,不明瞭になりやすい部分である.

(3)保 安 警 備 費 共用部分の巡視 .火災 .盗難その他災智予防等の保安監理･守衛 (宿直 )業務

(4) 清 掃 業 務 費 共用区域の日常清掃 .定期津掃共用区域の硝子 .外装金属 .周明器具等の清掃血芥 .紙屑 .汚物等の処理虫風音対熊等の術生管理清掃用器材 .消耗品の整備保管術生用消耗品等の整備

(5) 建物環境衛生### ビル管理法に基づく空気苧境測定,水封検査,筈虫廃除,洪留塩窯 測定等



(7)通 常 修 繕 資 建物の共用部分および共用の上妃各股偶の価繕安の うち修 ◎ 共用部分の損害保険料 .公租公株について

緒の規模が小さく不断にその必賓が生するもので主 として 一般的には共用部分の公租公株は専有部分の公租公課 に

(8) 損 害 保 険 料(9) 共用部分の 保存のための修繕 含 まれるので問題はないが,共用設備横幕の うちtX却柴

姓物の共用部分の火災保険料 産なるものはこれを管理費に含める場合がある?又損害

ボイラー等の設備の損害保険料 保険料は共用部分を専有部分に含めて契約する場合 と,

共用設備及び錬却資産等の鼠定焚直税 .都市計画税上記の各費用の不足分等を補 5費用 これを切 り離 して契約する場合があり,後者の場合には公租公夫果qO そ の 他 管理史の構成要素となるo

B 専有部分に係わる (1) 空調設備の水道 セントラル システムの空調料金駐 車 場 管 理 の た め の人 件 柴 , 動 力 .喝 気 料 金 ◎ セントラルシステムを採用 している場合は,冷暖房設備

費用であるが徴収技 電気,燃料簸 そのものが共用部分とされている撒械垂等托おかれてい

術1共益費に含めて (2) 駐卓 場 管 理 費 るためにすべての冷暖房料を共用部分 に係 る受用 とし

徴収するもの ての共益架として不用意に呼ばれているが.厳密には専有部分と共用部分との双方に関係する架用であ り,ただ設備機器の構造上これに要した穀用を分離することが出来ず, したがって徴収技術上共益史に含めて徴収 しているに過ぎないo

C 共用部分に係わる費用であるが棟立金形式をとろか :月極め管理穀の期末残等からくみこまれ時徴収するもの 日) 計 画 修 繕 費(2) # Br.F@ # # 長期的な計画のもと妊行なわれる比較的規模の大きな修描 .取替え等であ り,渡価額劫に対応する襲用修繕の必賓が具体的に予測できず.Aの通常修繕費や前記の計画修繕費によってはまかな うことのできない費用



<積算管理費の具体例 >

昭和 54年現在

-､●7.038m2

店舗 ･事務所

〔積算管理費表 (月夜 )〕

LAj 管 理 業 務 費

(B) 設 備 維 持 管 理 費

ィ. 日常保守運転業務費 962,900円

ロ.定期整備 ,点検 ,清掃費 359,400円

へ 管 理 用 消 耗 品 費 47,000円

(C)保 安 警 備 費

D) 清 掃 業 務 費

ィ.共用部分の清掃費

ロ.外 注 清 掃 費

-.共用 トイレ洗面消耗品費

-.塵 芥 処 理 費

ホ, そ の 他

何 建物環境衛生業務費

ィ.空 気 環 境 測 定

ロ.水 質 検 査

-.害 虫 駆 除

こ.残 留 塩 素 測 定

『) 共用部分水道光熱費

イ 動 力 ,電 灯 料金

ロ.共用部分水道料金

･､.共用部分 ガス料金

(G) 空 調 料 金

ィ.電 気 料 金

ロ.燃 料 ガ ス 料 金

-,水 道 料 金

印 駐 車 場 管 理 要

言十

一135-

337,600円

183,900円

52,500円

60,000円

3,000円

50,000円

7,000円

33,000円

3,000円

412,800円

318,500円

7,700円

857,300円

1,792,200円

9,600円

595.800円

1,369,300円

483,500円

637,000円

93,000円

739,000円

2,659,100円

368,300円

6.945,000円



<共同 ビルの用途別管理費の具体例>

襲 4-3-8-g 用途別管理費表

tr Jl t JJl t) 揺 朝 林 舟 崩 Jf7 全 体 -̂ 用 合 一r 虻 す ■ qL
店 ■ ++サ itlJLJ4 店 胡 串 凝 析 一LJLO 店 Jl 事 務 所 一王JLl

(A) 甘 BL 井 薦 Jt 595.800円 157.518円 43&282円 157.518円 438282円

･L.℡ LZ用 消 耗 品 サ 96乙900359,40047,POD 286.742107.026)3.996 676.15825乙37431004 286.742107.026)3.996 676.158252.3743a004
(e) 保 安 ■ tf it 48a500 127.828 358672 l27.828 35も672

(d) 汁 捕 集 裁 *ィ.共 用 部 分 の 汁 仲 井E,一列 B: 汁 紬 斗二.JE 赤 札 a tホ そ の 他 337.60018190052.5086D,0003000 88.476 13.9こ13(3F) 62.1804&6】9)3.12545,000750 1710】】135.28】39.375liOOOa250 150,656LJ&6191a12545,000750 186,944135.28139.37515,000乙250 同 上店■3:+耕所 I

ィ.空 気 用 塊 帆 走PL水 句 t* 玉JL-晋 虫 瓜 験 50,0007,00033,0003.0【‖) 13_2191.851&725793 36.7815.14924.2752,207 13.2191.851&725793 36.781ら,1492一1.2752.207

ィ.抱 力 . Ⅶ 灯 料 金 41之800318.5007.700 1.100 6.600 60.883 104.79779,625 247.12023&875 104,79779.6251,100 247.12023&8756.600 60.883 弘el兎J*比とする○

也) 空 Pt FI 仝イLqt 煮 料 金-.水 ib 利 金 857.3001.79之2009.600 281.040587.519a】47 576.2601,204,6816.453 28l.040587.519ま117 576.2601.204.6816.453 轟恥とする○

(hJ 屯 ヰ 切 ℡ 4 ♯ 36札300 36&300 36&300



3 管理規約 ･使用規定等の検討

区分所有 ビルは単独所有 ビル と異な9.-棟の共同 ビルの中に何人 もの権利者が

存在 し一つの社会 を構成 してお9ピルの部分でも権利者が単独で自由に使用 ･収益

･処分出来る部分 (専有部分 )とそ うでない部分 (共用部分 )がある｡

従 って区分所有 ビル としての共同 ビル姓その区分所有者全員がその ビルの維持 ,

利用に関 して取 b決めを しておかない と権利者同士問の争いの もとにそるし,ビル

の維持が うま くいかないばか Dでな く,利用障害が生 じ.処分す る時の価格 も下落

することにな りかねない.従って管理規約を作成 してお く ことは ビルの管理上 ,重

要な事項である｡

一般に管理規約の内容 としては次の ような項 目が考えられている｡

(名 称 ) (使用上の遵守事項 )

規 約 対 象 物 件 の 表 示 特 定 箇 所 の 専 用 使 用

専 有 部 分 の 範 囲 専 有 部 分 の 使 用 制 限

共 用 部 分 の 範 囲 看 板 ,広 告 等 の 設 置

共 用 部 分 の 種 類 集 会 の 招 集 権 者

共 用 部 分 の 共 有 持 分 集 会 の 招 集 手 続

敷 地 の 共 有 持 分 決 議 の 制 限

管 理 者 議 決 権

管 理 者 の 業 務 集 会 の 決 議 方 法

管 理 の 委 託 議 長

管 理 者 の 職 務 権 限 議 事 森

管理者の指示または措置 会 計 年 度

有 害 を 行 為 の 差 止 め 管理者の会計 ,報告義務

管 理 者 の 立 入 権 規 約 の 効 力

免 責 事 項 規 約 の 改 廃

通 常 管 理 費 の 負 捜 規 約 外 事 項

修 繕 規 約 違 反 の 提 訴

修 繕 費 の 負 遁 規 約 原 本

通 常 管 理 費 の 徴 収 規約原本の保管及び閲覧

単 独 負 担 の 費 用 賃貸 ヌは転 売等 の届 出

共 用 部 分 の 処 分 附 則

共 用 部 分 の 変 更

利 息

延 滞 金
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これ らの項 目の中でも,区分所有 ビルの管理上特に問題 となるのが専有部分と共

用部分をどこで区分するのかo共用部分 とLhっても一部の権利者が共有す る部分 と

全部の権利者が共有する部分があるがそれは どの ように区分するのか ,各種費用の

負担基準は どの ように定めるのか ,共用部分の持分比率は どの ように定めるのか,

議決権に何に よって決定するのか等である｡

管理規約はあ くまで区分所有 ビル管理上の大枠 を定めたものであれ ビル利用上

の細かい注意事項は使用規程等 で夜されてL̂る場合が多い｡ この使用規程 を定める

場合には ビルの用途,構造等を十分に考慮 して決定 してかかない と思わぬ不都合が

か こることがあるか ら注意を必要 とするo使用規定の内容 としては一般的につ ぎの

上うな項 目がもられる｡

･出入 口の開閉時間

エ レベーターの運転

冷暖房の期間及び時間

清 掃

屋上の利用

保安 ･管理

防火管理

事前轟諾実は連絡を要する事項

禁止事項

･広告 ,看板等

調 停

以下に参考 として管理規約及び使用規定の具体例を示 してお くこととするo
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<区分所有 ビル管理規約の具体例>

〇〇〇〇 ビル管理規約

〇〇〇〇 ビルの建物 ,その敷地お よび付属施設の管理 または使用その他関連事

項 について,次の とお 17｢建物の区分所有等に関する法律｣ (昭和 37年 4月 4

日法律第 69号以下 ｢法｣ とい う｡ )第 23条に もとづ く規約を定める｡

第 1 章 規約の対象 となる物件

(名 称 )

第 1 条 この規約の対象 となる建物の名称は ｢〇〇〇〇 ピル｣ と称する｡

(規約対象物件の表示 )

第 2 条 敷地,建物及び付属施設は次の とお Dとする.

(1) 敷 地

所 在 東京都○区○○町O丁 目〇〇番○外

地 目及び面横 宅 地 ( )m2

(2) 建 物

所 在 東京都○区○○町O丁 目〇〇番○外

構造及び規模 鉄骨鉄筋 コンク リー ト造地下 1階地上 8階塔屋

1階建延 ( )m2

(3) 附属施設

電気設備 (電灯 コンセン ト設備,動力設備,電話設備,テ レビ共聴

設備,火災報知機設備,非常照明設備.受変電設備, 自家発電設備,

非常放送設備,給排水衛生設備 (給水設備,排水設備, ガス設備,

スプ リンクラー設備,屋内消火栓設備,専用権設備 ),空気調和,

換気,排煙設備 (冷暖房設備,排気設備,排煙設備 ),中央監視装

置設備,立体駐車場設備,昇降機設備,外構設備,その他上記建物

に付属する設備一切

第 2 章 専有部分 と共用部分

(専有部分の範囲 )

第 3 条 前条の建物の うち,区分所有権の対象となる専有部分は別添図面 1

(省略 )において赤色塗の部分の店舗 (倉庫 を含む｡ ),事務所及び立体

駐車場 とする｡

2 専有部分の範囲は壁,天井,床及び他の障壁 で囲まれた部分 とするoた

-139-



た し,専有部分内面の壁の上塗部 分,天井及び床 の仕上材部 分及び開 口部

において扉, I/十 yクー等 に よb専有部 分 と外部 とを区画す る障壁 は専有

部 分 とす る｡

3 専有部 分内部 に設置 された ものは.専有施設 とす るo tただ し法令等に

よb専有部分に設置が義務づけ られ,その 呂的,使用が専有部 分のみに と

どせ らない ものを除 く . )

4. 建物 の付属施設 である排水設備,空気調和設備等 の配静, 配管設備 で幹

線ヌは本管 か ら専用使用 を B的 として設置 された分岐線ヌは支線壮専有施

設 とす る｡ ただ し.専用使用 を 目的 として分 岐された配線,配管設備 の う

ち専用計1-1器の設置 され てい る ものについては,その引立器か ら内側 の部

分 を専有施設 とす る｡

(共用部分の範 囲 )

第 4 条 次に掲げ る建物部分延 ( )平 方 メー トル及び建物 の付属施設は

共用部 分 とす る｡

(1) 〔建物 の部分 〕

機械室, エ レベーターホール及び エ レベータ-重, エ レベーター機械

室,屋内及び屋外階段, エン トランス ホール, ポ ンプ室,通路,P･S,

配電塔室,守衛室, ガス メーター室,給気 -/ヤフ ト室,犬走 り,植込.

給気塔,排気 シャフ ト室,駐車場 出入 口上家,空調機械室,監視室,廊

下,発電気室,基礎工作物,耐 力壁,間仕切壁,外壁 ,構造的骨格,柱,

床.天井,塔屋,屋上,屋上機械室, ドライエ リア, トイ レ,湯沸室,

ポ 1)バケ ツ置場

〔付属施設 〕

空気調和換気設備 喝 気 設 備 給排水衛生 ー消火設備 昇降横設備その他

熱源設備 (冷温水発生機,冷忠水-ツ9--, 自家発現設備,避雷針,自動制御設備,引込設 ガス本管設備,給水設備イ揚水ポンプ.高架 エレ一ベーター-設備,外構設

クーリングクワ-,磨 価,受変喝設備,非常 水槽受水槽,配管 ). 価

張タンク.冷藍水,袷 喝源蓑麿設備,幹凍設 排水 ー通気設備 (排水

却水水循環ポンプ,エ 価.動力設備,電灯設 ポンプ配管,溌水槽.

7ノースヒートポンプ)価.非常用放送設備, 雑排水槽,待水槽 ).

換気 .排煙設備 (給気,火災報知機,電話配管 屋内消火栓設備 (屋内

排気フアン,空調器. 設備,テレビ共聴設備,消火栓配管,消火水槽,

3'ク卜及び配管 )フ,T イ/クーホ/設備, 呼水槽ポンプ)専用権
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(2) 第 2条 3号に掲げる付属施設 であって前条 に定 める専有施設 でない も

の｡ ただ し, ガス,電話,水道,電気の供給のため,建物 に設置された

各公益企業者 の所有に属す る設備 を除 く｡

2. 主要構造部,鉄筋 コンク リー ト間仕切壁,天井,塔屋,最下階 の床等建

物の根幹的構造部分は共用部分 とする｡

(共用部分の種類 )

第 5 条 共用部分は次に掲げ るところに よD,区分所有者全員の共有に属す

る全体共用部分及び一部 の区分所有者のみの共有に属する部分共用部分に

分類す るOその範囲及び位置は別表 1(省略 )及び別添図面 2(省略 )に

表示す る｡

(1) 全体共用部分 別添図面 2の黄色塗部分｡ ただ し.図面表示の不可

能 を前条第 2項の部分を含 むO

(2) 部分共用部分

ィ.店舗共用部分 地下店舗,地上 1- 2階店舗区分所有者 の共有に

属す る共用部分で別添図面 2の山吹塗部分

ロ.事務所共用部分 地上 3- 8階事務所区分所有者の共有に属す る

共用部分で別添図面 2の音色塗部分

ノ､. 3階事務所共有部分 3階事務所区分所有者 に属す る共用部分で

別添図面 2の緑色塗部分

(共用部分の持分 )

第 6 条 共用部分についての各共有者 の持分は専有部分の面積 の割合に よる｡

2 区分所有者 の共有に属す る付属施設の分類は前条 を埠用す るもの とし,

その範囲及び位置は別表 1及び別添図面 2に表示す る｡

(敷地の共有部分 )

第 7 条 第 2条表示の敷地 に関す る所有権は区分所有者全員の共有 とす る｡

(各共有者の持分は前条第 1項の共有部分 と同 じである｡ )

第 3 章 管理者 と共有部分の管理

(管 理 者 )

第 8 条 ｢法｣第 17条 に基づ く〇〇〇〇 ビルの管理者 として○○管理株式

会社 を選任す る｡

2 区分所有者は集会の決議 に よb前項 の管理者 を解任 し,または新 しい管
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理者 を選任す ることができる｡

(管理者 の業務 )

第 9 条 管理者の業務は,次に掲げる事項 の範囲内 とす るo

(1) 共用部分の清掃,塵芥処理.衛生管理

(2) 共用部分の動力 ･電 力,冷暖房,光熱,給排水,防火,昇降機等の設

備 の維持 ･運転 ･操作 ･保守 ･点検 な どの管理業務

(3) 建物内の防犯 ･防災,案内,取次 ぎ等 の管理業務

(4) 共用部分の ｢変更｣ にわた らをい修繕 ･補修 ･部品交換 をどの保全管

理

(5) 共用部分についての損害保険契約

(6) 官公庁,町内会等の関係の事務処理

(7) 前各号の管理 に必要 とす る費用の計算,徴収,収支報告等の事務及び

契約

(8) 第 27条に基づ く共用部分の使用承認及びその関連事務

(9) 専有部分に供給す る電気 ･ガス ･水道等 で計inが私設 メーターに よる

ものについての計丑,料金 (以下 ｢付加使用料｣ とい う｡ )の計算及び

徴収の業務

80 その他管理者が定める事項

(管理の委託 )

第 10条 区分所有者 は別冊 ｢0000 ビル管理委託契約書｣ に定めるところ

に従い,敷地,建物の共用部分並びに付属施設の管理 を第 8条 の管理者に

委託す る｡

2 前項の ｢〇〇〇〇 ビル管理委託契約書｣は集会 の決議 に よb変更す るこ

とがで きる｡

3 管理者は前 々項の0000ビル管理委託契約書第 2章 の委託業務 の うち

一部 を第三者に再委託す ることがで きる｡

(管理者の職務権限 )

第 11条 管理者は前条 により委託された業務 を行 うほか,集会の決議 を実行

しこの規約で定め られた行為 を善良75:る管理者の注意義務 をもってその任

に当るほか次の各号に定め る権利 を有 し義務 を負 う｡

(1) 共用部分を保存す るとともに共用部分の性質 を変えをい範囲内におけ
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(免責事項 )

第 15条 管理 者は,天災地変その他管理 者の責 に帰 さない事由により区分所

有者が受けた損書 については.その責 を負わなVl｡

(通常管理 者の負担 )

第 16条 各区分所有者は,その持分又は応益 によ り共 用部分 にかか る公租公

課並に前条 に掲 げる業務 に賓す る通常費用 (管理者の うけ る報酬を含む｡

以下 ｢通常管理費｣ とい う｡ )を負担 す る.

2 各共用部分の通常管理費についての各区分所有者の負担額はその所有す

る専有面積の割合 による.

3 通常管理費の額 は区分所有者の持分の 2分の 1以上の賛成 によ り決定 ,

増額又は滅敬 出来 るもの とす る｡

(修 繕 )

第 17条 修繕 を次の とお り区分す るO

(‖ 普通修繕

偶発的な損傷箇所の修繕 を区分所有者の申出または管理者の判断 によ

り行 い,その空用が 1件あた り( )万円を超えない修繕 をい う｡

(2) 計画修繕

一定年数の経過 ごとに,周期的 に計画的に行 う修繕 をい う.

13) 特別修繕

不測の事故その他 の事由により発生 した損傷箇所の修繕 または故障 も

しくは事故 を未然 に防止するための修繕 であ り,その費用 が 1件あた り

( )万円を超えるものをい う｡

(修繕 費の負担 )

第 18条 修繕 に要す る費用は次のとお り各区分所有者が負担す る0

(I) 全体共用部分の修繕 費吐,別表 (省略 )に掲げ るところKよ り,各区

分所有者の所有す る専有面鏡の割合で負担す る｡

t2) 部分共用部分の修繕費は関係す る区分所有者の専用面積 の割合で負担

す る｡

2 各区分所有者が故意又は過失 により共有物 を損傷した場合は,その区分

所有者が修繕費用を負担す る｡

3 専有部分の修繕 については,それぞれの区分所有者の負担 とす る｡
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(通常管理費の徴収 )

第 19条 各区分所有者は,通常管理費を別に定めるところにより,毎月日ま

でにその翌月分を管理者 に支払 う｡

普通修繕費は一定額 を通常管理費に含めて管理者に支払 うO

付加使用料 については,管理者の請求 によ り支払 う｡

計画修繕及び特別修繕 に賓す る費用は区分所有者の集会の決議 に従 って

管理 者の請求 により支払 う｡

(単独負担 の費用 )

第 20条 次 に掲 げ る費用は ,区分所有者それぞれの単独負担 とす る.

(1) 専有部分の清掃 ,修繕費の管理費用 ,改造,模様啓等 の変更費用,公

租公課 ,損害保険等の費用｡

(2) 専有部分 に直接使用 され る電気 (照明用,特設電気施設用等 ),ガス,

水道 ,電話料等 の費用 (専用計量器 のあるものについては,これにより,

専用計量器のないものについては管理者が合理的に計算 してそれぞれに

割当てた額 による｡ )

(共用部分の処分 )

第 21条 共用部分 に関す る各共有者の持分は,その有す る専有部分 と分離 し

て処分す ることはできないO

(共用部分の変更 )

第 22条 共用部分の変更は区分所有者の決議 による.

2 前項 の場合 において,その変更が専有部分の使用 に特別の影響 を及ぼす

ときは,その専有部分の所有者の蔑諸 を得なければならない.

(利 息 )

第 23条 第 19条 により管理 者に納付 した通常管理費には利息 を付 さないo

(延 滞 金 )

第 24条 通常管理費及び修繕費ならびに付加使用料 で管理者に支払 うべ き金

額 を指定期 日までに納 入しない ときは,その期 日の翌 日から支払 の 日まで

の Ej教 に応 じ年利 率の割合で計算 した延滞金 を支払わなければならな

し､._､

(利益の分配 )

第 25条 各区分所有者は ,共用部分か ら生ず る利益 を収取す るもの とし.収
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取 した利益の配分基準は各区分所有者の専有部分の面積の割合による,,

第 4 葦 用益上の権利義務

(使用上の遵守事項 )

第 26条 区分所有者は,専有部分及び共用部分をそれぞれの用法に従 って使

用 し,公序良俗に反する用途に供 しないものとする｡

2 建物の使用,管理等 については.共同の利益 を守 り,良好な環境を保持

するため.別に定める使用規則 を遵守するもの とする｡

(特定箇所の専用使用 )

第 27条 次に掲げる共用部分吐,特定の区分所有者に無償で専用使用をさせ

ることができる｡ この場合において他の区分所有者に損害を与えた場合,

その額 を賠伯 しなければならなV,｡

専 用 使 用 区 分 専 用 使 用 者 用 途

2 全体共用部分 (前項の部分を除 く ｡ )は区分所有者の決議 により,部分

共用部分は関係区分所有者の合意 により,特定の区分所有者または第三者

に専用使用をさせることができる.ただし,建物全体の使用管理 に特別の

影響を及ぼすことはできない｡

3 前各項の場合 には,管理者もしくは関係区分所有者がその使用に関する

規則を作成 し.管理者がその業務を執行する｡

(専有部分の使用制限 )

第 28条 区分所有者は,その専有部分又は共用部分の保存改良に必要な範囲

内において.他の区分所有者の専有部分若 しくは共用部分の使用を請求す

ることができる｡ この場合 において他の区分所有者が損害を受けたときは.

その籍借金を支払わなければならない｡

2 区分所有者は.専有部分について修繕 ,改造及び模様替え等を行 う場合

は管理者の東認を得なければならない.

(看板,広告等の設置 )

第 29条 看板.広告等 を設置 しようとする者は別に定める基準により管理者
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の許可を得なければならない｡

第 5 葦 集 会

(換金の招集権者 )

第 30条 管理者また蛙区分所有者の 4分の 1以上で議決権 の 4分の 1以上 を

有す るものは,集会 を招集す ることができる｡

(集会の招鶴手続 )

第 31条 喚会を招集す るには .原則 として金 目より5日前 に会議の 目的事項

を示 して.各区分所有者に通知す るもの とす る｡ただ し緊急 の場合には こ

の 日教 にかかわ りな く招集す ることができる｡

(決議の制限 )

第 32条 集会において吐,原則 としてあらか じめ通知 した事項 についてのみ

決議す ることができる｡

(議 決 権 )

第 33条 区分所有者の議決権は ( )によるもの とす る｡

(年会 の決議 の方法 )

第 34条 集会の決議 は,区分所有者及び議決権 の過半数の合意 で決する｡

2. 前項 の決議 は,香面または代理 人によって行使することができる.

(議 長 )

第 35条 管理 者が招喚 した場合は.管理者が議長 とな り,区分所有者が招集

した場合は,区分所有者及び議決権 の過半数 で選任 した区分所有者の 1人

が議長 とな る｡

(議 事 尋 )

第 36条 喚会の議事貴 は .議長の命ず る者が作成 しなければならない0

2 議事録 には,議事の経過の要領及びその結果 を記載 し,議長は これに署

名捺印 しなければならない.

第 6 牽 会 計

(会 計 年 鑑 )

第 37条 会計牛皮は毎年 月 日に始ま り里年 月 日に終 るもの

とす る｡

(管理者の会計報告義務 )

第 38条 管理者は,毎年会計年度終了後 ,すみやか に収支計算 を完結 し,監
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査役 の監査 を受 けた上区分所有 者に報 告 しなければな らない.

第 7 葦 雑 則

(規約 の効 力 )

第 39条 この規約は ,区分所有 者の特定永継 人及び占有 者に対 して もそ の効

力を有す る｡

(規 約の改廃 )

第 40条 この規約の改正 は,集会 において区分所有者の持分の 4分の 3以上

の多数 の決議 に よ り,若 し くは区分所有 者全員 の魯面 による合意 に よって

行 うもの とす る｡

(規約外事項 )

第 41条 この規約 vc定 めない事項 については . ｢法 ｣によるもの とす る｡

(規約違反 の提訴 )

第 42条 管理 者または各区分所有 者は .この規約 に定 め る事項 に連反す る区

分所有者の行為 の是正 .停止苦 し く吐排除 を求め るため .これ を裁判所に

請求す るこ とができる｡ また .それ に よって損害 がある ときは .その損書

額 の肥化 を求 め ることがで きる｡

(規約 の原本 )

第 43条 この規約 の 1通 に区分所有者全員 が記名株 印 した もの を規約原本 と

す る｡

(規約原本 の保管及 び閲覧 )

第 44条 前条 の規約原本 壮第 9条 の管理 者が保管 し.利害関係 人の請求があ

った とき吐 .これ を閲覧 させなければな らない｡

(賃貸又は譲渡等 の届出 )

第 45条 区分所有者が .その専有部分を第三者 に賃貸又 は譲渡 す る場合 は,

予め書 面 にて管理 者に届け出なければな らない｡ また, この場合 , この規

約の趣 旨に反す る事項 を約 してはな らない.

2 区分所有 者吐 .その被傭 者.賃貸 人な ど専有部分 の占有者 に対 して も,

この規約 の建物等 の使用 に関す る事項 を遵守 させ るために必要 な措置 を と

らなければな らない｡

附 則

1 この規約は,建物 の引渡 El(昭和 年 月 日 )か ら施行す る0
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2 各区分所有者は昭和 年 月 日より第 条 に定める通常管理費

を負担す るもの とし,最初の月の通常管理 費は 日割計算 により,翌 月分 と共

に支払 うもの とす る.

<使用規定の具体例>

〇〇〇〇 ビ ル使 用 規 定

比の使用規定吐,〇〇〇〇 ビルに於けるEj常業務 を円滑 に営む為 ,館内の諸設

備及び諸機器の使用 と秩序維持 の目的で定めたものです｡

l 閑 開 館 時 開

閉閉館時間吐原則 として下記の通 りとします.

‖) 客 用 出 入 口 開扉 午前 時 閉扉 午後 時

(2) 従業員通用 口 開扉 午前 時 開扉 午後 時

但 し,業務の都合上上記時間 に変更 をみ ることがあ ります｡

筒,12)について上記時間 を超える場合は文書 を以 って管理事務所 に届出るも

の とします｡

2 エ レベーター運転時間

エ レベーターの運転時間は原則 として下記の通 りとします｡

A基 開始 午前 時 終了 午後 時

B基 開始 午前 時 終了 午後 時

3 ンヤツクーの開閉

シャッターの開閉は,開閉館時間に併せて管理事務所で行います｡

4 空調 について

空調 は原則 として,下記期 これを行います｡

冷房期間 6月 20日 ～ 9月 20日

11月 20日 ～ 3月 20日

5 館内警備

出入 口に壮通常警備員が固定配優 し,夜間は動哨巡回警備致 します0

6 郵便物及び新開

配達郵便物及び新開は, 1階通用 口備付 の郵便受箱 (新聞受兼用 )に入れて

おきます｡

7 物品の搬 出入
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川 ビル内-の搬入 ･搬 出について比 ,当社の定 めた入 口か ら定 めによる方法

で行 って下 さい｡

t2) 営業時間外 の搬入 ･搬 出は管理事務所 に届出,その東認 を得て ,その指示

に従 って下 さい｡

(31 物品の搬入 ,搬出 ･留碇 な どによって来客の通行及びその他業務上妨げに

ならない ようにして下 さV,}｡

(4) 物品の搬入 ･搬 出吐各 自の所有す る手押車 を使用 して下 さtJl｡

(5) 他人に危害 を加える可能性 のあるもの (危険物 ),または他の迷惑 となる

ようなもの (汚穣物等 )を館内に持込む ことはお断 りします｡

(6) 必要 に応 じ搬入 ･搬 出の時間を制限 し,また別 に通路その他 を指定す るこ

とがあ ります.

8 室内の模様替

区画間の間仕切 り新設 ･模様替 ･電話電燈 の架設等 の取付その他 ,室内外 の

原状 を変更 しようとす る場合は,=事着= よ り3週間前までに文番 により管理

事務所 にお申し出の上乗記を受けて下 さい.蔑詔 を受けない ものについては ,

これを撤去す ることがあ ります.

9 修 理

区画内及びその付属設備の破損 または故障等 の修理は .管理事務所 VC届出の

上各 自で実施す るよ うにして下 さい｡

10 電気の使用

次の事項は固 くお断 りします｡

tl) 電燈用電気 を他 の 目的に流用す ること

(2) 電燈燭光 を連絡 な く変更すること

(3) 閉店後電虚 をつけ放 しにす ること

(4) 故障の際断 りな く勝手 に調整修理 す ること

11 共用部分の使用

保安管理上 ,各階通知 ,階段 .同ホール,共用の場所 には絶対 に物品 ,また

は支障物 を置 くことは出来 ませんO

また,貼紙等 もお斬 りします｡

尚 ,臨時 に立札等 をご使用の場合は必ず管理事務所 にお届け下 さい｡

12 塵芥処理
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ll) 塵芥の処理 については,区画内の芥箱 (ポ リバケツ)を備付の上各 自所定

の場所-お持ち下 さho

12) 大量の廃棄物がある場合は事前 に管理事務所に申し出てから処理 して下さ

レヽ｡

13 清 掃

ll) 通路 ,階段その他共用部分の清掃は管理者が行います｡

127 専有部分の清掃は各々の負担 とし.外注の場合は当館所定の業者にお申し

つけ下さい｡

t3) 手洗Lnでの塵紙は必ず備えつけのものを使用 して下 さい｡

煙草の吸殻 ,マッチ,木片,新聞紙等 を便器に捨てないで下 さい.

14 防火管理

区画内外の火災予防については平素充分に注意 して下 さV)｡

‖) 火気取締責任者を指命 し,その氏名を管理事務所迄お届け下 さい｡

12) 館内vcは,各階に消火設備があ りますが,区画内は各 自vcて消防法等の規

定 に基づvlて,消火器 を設置 して下さV,0 (火災保険 )

(31 火気取締責任者は,区画内のガス,水道の元栓の閉鎖及び電気 スイ ッチの

切断等 を完全に行い,且つこれを必ず確認 して下さい｡

t4) 各種機器 に適当者以外は,みだ りに手 を触れなV,で下 さvl｡

(5) 爆発物 ,危険物は,法令規定に託 される範囲内 といえどもみだ りに持込ま

なV,で下 さい｡但 し,その必要あるときは管理事務所 に届出,その指示に従

って下さい｡

16) 通路階段 ,非常 n,防火シャッター,エ レベーター附近及び消火設備等の

あるところは,その機能を妨げるような物を置かないで下さい｡

(7) 消火器具 ,避難用具 ,火災報知器等の設置場所及びそd使用方法 を常に熟

知するよう願います.

(8) 火災発生の際は.せず ｢火災報知器｣のボタンを押 してから電話その他の

方法 で管理事務所へ連絡 して下 さい｡

(9) 館内自衛消防隊が消防演習を実施す る際は,これに協力参加 し,管理事務

所の指示 に従 って下 さい｡

15 非常連絡先

非常の際の連絡先 (住所 ･氏名 .電話番号等 )紘,必ず管理事務所にお届け
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下 さい｡

16 宿 直

管理 の都合上原則 として宿直は認 めませんo

但 し.止むを得ない事由により宿直す る場合は必ず事前 に管理事務所迄お届

け下さい｡

17 当社係員の区画内出入 り

緊急 の際または管理上必要 ある場合は,予め桑認 を得 ることな く区画内に立

入 ることがあ りiすから,ご桑知おき下 さい.

18 区画 の厳守

各個店は,営業 に使用す る店舗区画 につVlての契約事項 を厳守 し,共用部分

への商品及び器具 を陳列 してはな りません｡

19 逝失物 の取扱

ビル内におVlて,各 自遺失物 を発見し,また顧客 より拾得物 の届出があ った

場合は速やかに管理事務所に届出るもの とします｡

顧客か らの届出には .必ず拾得者の住所 .氏名を確認 し,管理事務所 に届出

なければな りません｡

※ その他いろいろ挙 げられますが,自覚 と常識 をもって行動 され ることを望み

ますO

比の館内規則性管理 の都合上変更す る場合は.その都度 ご連絡 いた します｡

ヨ

ー
…
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4-3-10 登記関係の検討

1 -殻的な登記の方法

(‖ 建物 (区分所有 ･共有を含む )

建
物
表
示
の
登
記
申
請

呼
物
新
奥

に
よ
る

㊥
登
記
済
受
領

⑦
表
示
登
記
の
完
了

㊥
登
記
済
権
利
書
受
領

①
保
存
登
記
完
了

完

了

㊥
登
記
済
証
受
領

①
分

･
合
葬
登
記
完
了

㊥
登
記
済
証

①
売
買
登
記
完
了

(3) 細分化 している土地を合重 し持分により共有す る場合

在) 合筆する双方の土地の条件

l 所有権及び地役権以外の権利に関する登記 (抵当権.質権 ,賃借権等 )が

なV,こと｡不登法 8113

11 所有権の登記がなされていること.

川 手を輿にする土地でなL̂ことo

lV 接続 しない土地でないこと｡

V 地 巳を異にする土地でないこと｡

vI 所有者を異にす る土地 (共有土地については持分を異にする場合を含む )

ではないこと｡
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(参 合筆 し宅地 を共 有化 す る方法

持分Ii各輩

A･B･CD均等に‡

※
合筆 し共有化す るた め には上記 の よ うにBIl分化 してV,る土地 を相互 に交換 ･

売 買等 に よ り先 ず共 有化 す る必要 があ る｡ この場 合持 分 壮権 利 者問 に差 は あ っ

て もよいが各葦 の中では A,B,C,Dは同様 の持 分 とす るこ とが必要 であ る｡

拭 固定資産 の交換 の特 例 (所得税法 58条 )が受け られ る もの.

表 4-3-10-a EEI定資産 の交換 の特例 の適 用条 件

自分の所有している無産 相手の所有している資産

固 定 資 産 固定資産であること(販売用喪産は含まれない ) 同 左

取 得 時 期 等 1年以上所有しており,交換のために取得したものでないこと 同 左

同じ種類の更産 土地(借地権,底地を含む ) 同 左

の交換である｣と 辿物 同 左

機械袈惣 同 左

同一用途に供す 交換前と同じ用途に供すること(翌年 相手方が交換後,同じ用途

ること の3月 15日までに供すること)次の分類の中で判断する.土地 (宅地,田畑または塩田,山林 .牧場または原野,その他 )建物 (居住用,店舗または串珠所用,工場または倉庫用,その他 ) 忙供したかどうかは関係ないO
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2 区分所有建物の登記

(1) 区分建物 と認められた もの (民事局長回答等の うち主なもの )

(l) ノヤツクーは区分建物の障壁 と認められ る｡

(l日 ソヤツクーおよびガラス ド了は区分建物の障壁 と認められる｡

(21 共用部分 (民事局長回答,通達の うち主なもの )

(I) V)わゆる市街地施設付住宅の場合に住宅および施設部分にそれぞれ専用の階

段があ り住宅 施設間が明らかに区分されているときはその専用の階段はそれ

ぞれの専有部分である｡

(Il)専有部分の中廊下が共有の階段室 に接続 してい る場合にかいて中廓 と階段室

との問に扉またはソJryクーが存する場合には.その専有部分の中に含まれる

が,何 ら障壁がなt,1場合には,構造上の共有部分 となる｡

(lLr) 数 人の所有 にかかる区分建物の地下に存する機械室は,たとえ専用に属する

場合であっても.構造上 .利用上の独立性がなければ,それぞれの専有部分に

含まれない｡

(lV) 構造上エレベーターの機械 ,高置水槽 ,冷却装置等を収容するのみの塔重性,

一棟の建物または専有部分の床面積 に算入できない.

(∨) 数棟の区分建物の附属施設 としての集会所は,数棟の区分建物の区分所有者

全員の規約VCより.共用部分 とすることができる｡

(vl) 数枚の区分建物の各棟に附設 された屋外排水管は,排水本管の接合点に至 る

Tiで.各棟の区分所有の共有部分である｡

(vlt) 階層的区分建物 を所有するための地上権を設定す るには,区分建物所有者全

員のためvcl個の地上権 を設定するのが相当である｡

(荏)仮換地時の建物の登記はできる｡
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3 建物 の区 分所 有 に関す る問 題 点

区 分 所 有 権 の 対 象 登 記 上 専用部分と共用部分との関係

専 区分所有権の目的である建物の部分 専有部分の床面横の計算は内 (日韓有部分の所有者は共用部

有部 (i) 構造上区分されること 法寸法による 分については,共同で使用

分 tii)独立して建物として効用を果せるもの する権利があり共有持分をもつo(2)共有持分の割合は均分ではなく原則として各区分所有

共 (l)専用部分以外の建物の部分

川区分所有権の目的でな 決定共有部分規約共同部分法定共用部分規約共用部分 表示に関する登記を含め登記

い建物の部分 共用部分たる旨の登記という 者の専有部分の床面疎の別

共用の玄関 .ホール .階段 .廊下 .屋上 .樺 合Kより定めるo

機室等 ー3)区分所有者が,専有部分を

(ii)区分所有権の対象とな 処分すればその区分所有者の持った共有持分もこれに

る建物の部分でも規約によって共用部分とな 表示に関するo表示に関する登記を含め登記

用部分 る建物の部分 る○逆に専有部分を処分せず共

集会重 .応接室,管理 有部分だけを処分すること

人妻等(2)建物の附属物 はできないo

(専有部分の属したいもの )クー等L3) 附属の建物 はすべてされないo共用部分たる旨の登記とい う

4 区 分 所 有建物 の専 有部 分 と共 用 部 分 の範 囲及 び 両者 の 境 界 の考 え方

(1) 共 用 部分 と専 有部 分 の意 義

共 用 部 分 とは, 区 分所 有 ビル にお け る専 有部 分 に対 す る概 念 で あ る｡ 建 物 の区

分所 有 等 に関 す る法 律 (以 下単 に ｢法 ｣ とい うO )の第 1条 におい て ｢一 棟 の建

物 の うちで構 造 上 区分 され た数 個 の部 分 で独 立 して住 居 ,店 舗, 事務 所 又 は倉庫

そ の他 建物 と しての用途 に供 す る もの であ る と きは, そ の各 部分 を この法律 で定

め る ところ に よ り, そ れぞ れ 区 分所 有権 の 目的 とす る こ とが で きる｡ ｣ と して,
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建物の区分所有を蔑認することの要件 を規定 し,第 2条第 3項 把お いて専有部分

を第 2条第 4項 において共用部分をそれぞれ次の ように規定 してい る.即 ち ｢専

有部分 とは,区分所有権 の E]的たる建物部分をLlう｡｣｢共用部分 とは専有部分

以外の建物の部分 をい うo｣ と規定 しているO

(21 共用部分 と専用部分の境界の考え方

｢法｣ に よれば建物の部分kおける共用部分 と専用部分 との範囲につい ては規

定 しているが境界をどこに求めるか につい ては特 把規定 しておらず,次の i:うk

色 々の考え方がある｡

(∋ 全部共用部分説

壁,天井,床等の界壁,階層部分はすべ て共用部分であ り従 って専用部分はこ

れ らkEfIまれ た空間部分 とする説, この考 え方 によれば建物の基礎,外壁,屋

上,柱等の建物 の根幹的 な構造部分はすべ て共用部分 となる｡

@ 中心線説

上述 の界壁,階層部分のすべてが共用部分では なく,その厚 さの中央部分

(例 えば壁心,天井,床ス ラブの中心韻 )までの専有部分側は専有部分 k含ま

れ るとLOう考え方である｡

④ 一部専有部分説

上述 の界壁部分の中核部分は共用部分である｡ しか し,専用部分側の上塗部

分 をLlL仕上部分だけが専有部分であるとする考え方 である.

径) 折 衷 説

(参説 と④ 説 との折衷説 ともい うべ きもので,外部 (第三者 )に対 しては(B)読

を内部 (区分所有者相互 )では(彰説 を採用す る考え方である.

ところで不動産登記事務取扱手続準則は 第 127条 第 12号で区分所有権の

登記対象面積 について ｢一棟の建物 を区分 した各建物の床面横は内壁 で囲j=れ

た部分の水平穀影面横 によ り定 め た もの とす る｡ ｣ と規 定 してい るの で専

用部分 と共用部分の境界 についてはこの条項 に即 した(多の一部専用部分説の考

え方 を採用すべ きと考 える｡

(注) 水平投影面横 kついて

不動産登記事務手続準則第 127条 第 12号の解釈については昭和 39年 10月22

日首都圏建発 第 522号 財団法人首都圏不然建物公社会長の照会 k:対する昭

和 40年 2月 27日民事三発 第 232号 民事局第三課依命回答があ り次の エ
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第 1図

(h)

う妊解釈 されているO

第 2図

(い)
記

1 第 1図 (い)の場合 には (ら)図の如 く取 り扱 う｡

2 第 2図 (い)の場合 には (ら)図の如 く取 り扱 う｡

即ち,具体的には開口部及び柱の うち専有部分側壁付 スペー ス,室内独立

柱 スペースは専有部分 とし,構造的骨格部分は共用部分 とするo又基礎=作

物,耐力壁,間仕 切壁,天井,戻,支柱,階段,外壁,屋上, ピロティは共

用部分 とする｡

(3)共用部分の分類方法

共用部分の分類 に関 しては分類の基準 に より色 々あるが,法定か否かを基準 と

した分類,区分所有建物の構造上か らの分類,共用する区分所有者の範囲による

分類の三つの分類方法 が一般的であ り,上記の三分類 に よれば共用部分は次の よ

うに分類 される｡

o 法定か否かを基準 とした分類

(a)法定共用部分 . ｢法｣で共用部分と定まっている共用部分

(b) 規約共用部分 - - 規約上で共用部分 と定めた共用部分
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(4) 建物の構造上か らの分類

荏) 専有部分以外 の唾物 の部分 -･･区分所有権の 日的でか ,q建物 の部分

共用の廊下,階炭室,規約で共用部分 と定めた集会室等

㊥ 建物の附属物 ･-･建物 の附帯設備 で専有部分に属 したい もの

電気, ガス,水道の配線や配管設備

(参 附属 の建物 . ･ ･ ･･ 共同の物思,浴場等で規約で共用部分 と定めた もの

o共用する区分所有者の範歯vcよる分類

t…

全体共用部分区分所有者の全部で共有する共用部分
部分共用部分 一部の区分所有者で共有する共用部分

又,三 つの分類方法 に より分類 された共用部分は相互に次の ような関係がある｡

(霊誓至芸差益) (建物の- 上か らの分類 ) (芸冨言三富芸芸有者の)

法定共用部分

規約共 用部分 ≡

t軸の細分たる共用細分 ＼ ノT 全体共用部分

二 二

建物の附属物 たる共用部分

附用の蛙Iわた もiLFFl部今 ･一二･････.一･.一･.一･.一･.一･.･.一二ごゝ 部今共刑部今
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4-4 共同化諸手法の実施にあた っての課題

1 共同開発の必要性 と問題点

共 同開発の E]的は土地利用の観点か らみると土地の最有効利用を計 ることであ り,那

市形成 とい う観点か らみれば防災上からも安全で快適な荷作 り,都市作 りをすることであ

り, 建物 を建 築す る とい う観点か らみると,梓済的,合理的で有効利用率の高い種物

を建築できるとい うことであるO

港北ニュークウソ セ ンター地区は区画整理事業で他に例のない申出換地方式把より区画整理事

業で造成された中心地区を希望する地権者に換地をしたことにより港北ニュークウy地区の開発

ス ロー *'ンである "市民参加 の荷作 り"開発利益の地元民-の還元 とい う目的を遷 した

反面非常 vc細分化 した 隼の画地を出現 させ,絶対的 に共同利用,共同開発 をしなければ

ならない街区, なV,Lは共同化 した方が望 ま しVl街区等,単独で利用,開発するので仕,

経済的,合理的でな く,荷作 りの観点か らも望 ま しく友V,街区が造成され ''共同化蔀菜 ''

とい うことが大 きな課題 となってきた｡ このよ うに細分化 した各位 を適正 を開発規模 に

し,防災上も安全 で快適であ りかつ収益 性の高Vl荷作 りを制藍的 k:行 っている代表例は

市街地再開発事業である｡

市街地再開発事業は商業開発,住宅開発とに分かれ るが,荷作 りとい う観点からも個

人資産の有効活用 とい う面か らも極めてメ リットの大 きい開発方式である.市街地再開

発事業は全国でか なりの成功 した施行例をみる反面,計画段階 で行詰 った例,実施段階の

直前まで行 きながら座折 した例等必ずしもスムーズに進展してVl友t,1のが多Vlのも実情である.

再開発容共は全員の合意が原則であるので当初の構想段階 では総論賛成 であ りながら事

業を進める過程で各論で反対 とい うケースが多Ln｡ これ らの原因 としては種々考えられ

るが主 なものとして,(∋権利者 が共同で事業するとい う意識が低い こと,@権利者が事

業主であるとい う意識がなく事業主体への依存碇が強 く主体性 がなVlこと,(彰権利意識

が強 く主体制が強す ぎ共同事業 とV,う枠 を超えた過大 を要求をすること 等がある｡ こ

のため計画から完成まで早 くて 5- 6年長ければ 15年近 くを費やす ことともなる0

2. 共同開発のための要件

一般的 に共同開発を, スムーズに進める要件の中には(∋人的構成 としては業種 ･磯兼,

年令がある程度共通 し相互理解があ ること,(多地域的,地縁的 にもつなが りがある こと,

(垂開発す る方向が同一であること等がまず大 きなポイン トとされ ている｡

港北ニュータウン地区での共同開発を考えた場合,今の段階ではプロyク ･画地単位の中で上

記要因で地権者の属性が どの程慶共通 しているかは不明である｡従 って今後仮換地指定
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を進めて いく過程 では,共同開発 をスムーズに進めるために地権者の意向,属性を確認

し,共同開発-の理解 ･協力を原則的 には取 りつけてお く必要がでて くる｡共同開発を

成功 させるための要因 として仕,(1)地権者の事業-の参加意欲があること,(2)地権 者相

互に信頼感があること,(3)強力 な ))-ダーシップをとる者がお りかつ地権者 に信頼 され

ていること,(4)当然の ことながら事業採算性が成 り立 つこと,(5)行政側の事業への積極

的パ yクア ップがあること,(6)適 切なコ/サルタン トを活用すること等が必要とされて

レ1る0

3 今後 の課題

共同開発 を進めるためには,共同開発のための組級作 りをしなければ ならなV,.その

ためにはまずその組級作 りのために行政側 ･公団側の リーダーシップが必要 となる｡ ｢また

地権者は共同開発を しなければ ならない｡又はすることに大 きなメ リットがあるとVlう

こと-の共通の理解 をし所有権絶対か ら不動産の有効利用-とh う意識の転換をし共同開

発へのコソ セ /サ スを深めさせ る必要 がある｡
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